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第４ 市営住宅事業における公共施設マネジメント 

 
Ⅰ 市営住宅事業の概要 
１ 市営住宅等の規定 

（１）市営住宅等の定義 

市営住宅を初め公営住宅は、公的資金を財源に建設される住宅であり、主に低所

得者を入居対象としており、建設費に比して家賃が低く設定されている。このこと

は、国や地方公共団体の財政負担が大きいことを意味する。公営住宅は、国や地方

公共団体により建設されるが、供給責任は地方公共団体にあり、その建設費用の一

部を国が補助している。また、家賃の決定や入居者の選考方法、入居者による住宅

管理義務等に関しては法定されていることが主な特徴である。 

市は、市民の居住の安定確保のため、セーフティネットの中核として、住宅に困

窮する人を対象に、市営住宅を供給している。市営住宅は、人口の減少や高齢入居

者の急増、施設の老朽化などの様々な課題を抱えており、セーフティネットの役割

を果たしつつも、市営住宅の適正管理と有効活用による、より一層の機能充実を図

っている。 

市においては、「市営住宅条例」において各種住宅の定義を規定している。 

※「法」：公営住宅法 
※「改良法」：住宅地区改良法 

  

○市営住宅条例 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 市営住宅 公営住宅、改良住宅、一般住宅及び更新住宅をいう。 

(2) 公営住宅 法第２条第２号に規定する公営住宅をいう。 

(3) 改良住宅 改良法第２条第６項に規定する改良住宅をいう。 

(4) 一般住宅 公営住宅、改良住宅及び更新住宅以外で市が賃貸する住宅及び

その附帯施設をいう。 

(5) 更新住宅 国土交通大臣の承認を受けた改良住宅等建替計画に基づいて市

が施行した改良住宅等建替事業により建設した住宅及びその附

帯施設をいう。 

(6) 共同施設 法第２条第９号に規定する共同施設その他これに類する施設を

いう。 

（略） 
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公営住宅とは、市が建設、買取り又は借上げを行って、国の補助により低額所得

者に賃貸し又は転貸するための住宅及びその附帯施設である。 

改良住宅とは、住宅密集地域の住宅改良を行うために、住宅地区改良法に基づき

建設された住宅であり、収入基準が公営住宅より低く設定されている。 

更新住宅とは、改良住宅が老朽化する等で住宅の更新が必要になった場合に改良

住宅等建替事業として改良住宅の代替住宅として新たに建築された住宅である。 

共同施設とは、児童遊園、共同浴場、集会所、管理事務所、広場及び緑地、通

路、立体的遊歩道及び人工地盤施設、高齢者生活相談所、駐車場その他公営住宅の

入居者の共同の福祉のために必要な施設である。 

市では、市営住宅及び共同施設の整備に関して「市営住宅条例」とは別に、「市

営住宅整備基準条例」を定めており、整備する住宅の諸要件等が規定されている。 

「市営住宅整備基準条例」の第 13 条では、市営団地の敷地内には必要な自転車

置場、物置、ごみ置場等の『附帯施設』が設けられていなければならないとされ、

入居者の衛生、利便等及び良好な居住環境の確保に支障が生じないように考慮され

たものでなければならないと規定されている。また、第 14 条以下では、共同施設

等の整備に関して規定されている。 

 
○市営住宅整備基準条例 

 

(健全な地域社会の形成) 

第３条 市営住宅等は、その周辺の地域を含めた健全な地域社会の形成に資する

ように考慮して整備しなければならない。 

(良好な居住環境の確保) 

第４条 市営住宅等は、安全、衛生、美観等を考慮し、かつ、入居者等にとって

便利で快適なものとなるように整備しなければならない。 

(費用の縮減への配慮)                            

第５条 市営住宅等の建設に当たっては、設計の標準化、合理的な工法の採用、

規格化された資材の使用及び適切な耐久性の確保に努めることにより、建

設及び維持管理に要する費用の縮減に配慮しなければならない。 

(位置の選定) 

第６条 市営住宅等の敷地(以下「敷地」という。)の位置は、災害の発生のおそ

れが多い土地及び公害等により居住環境が著しく阻害されるおそれがある

土地をできる限り避け、かつ、通勤、通学、日用品の購買その他入居者の

日常生活の利便を考慮して選定されたものでなければならない。 

(敷地の安全等) 

第７条 敷地が地盤の軟弱な土地、がけ崩れ又は出水のおそれがある土地その他

これらに類する土地であるときは、当該敷地に地盤の改良、擁壁の設置等

安全上必要な措置が講じられていなければならない。 

2 敷地には、雨水及び汚水を有効に排出し、又は処理するために必要な施設が

設けられていなければならない。 
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(住棟等の基準) 

第８条 住棟その他の建築物は、敷地内及びその周辺の地域の良好な居住環境を

確保するために必要な日照、通風、採光、開放性及びプライバシーの確

保、災害の防止、騒音等による居住環境の阻害の防止等を考慮した配置で

なければならない。 

(住宅の基準) 

第９条 住宅には、防火、避難及び防犯のための適切な措置が講じられていなけ

ればならない。 

2 住宅には、外壁、窓等を通しての熱の損失の防止その他の住宅に係るエネル

ギーの使用の合理化を適切に図るための措置が講じられていなければならな

い。 

3 住宅の床及び外壁の開口部には、当該部分の遮音性能の確保を適切に図るた

めの措置が講じられていなければならない。 

4 住宅の構造耐力上主要な部分(建築基準法施行令(昭和 25 年政令第 338 号)第 1

条第 3号に規定する構造耐力上主要な部分をいう。以下同じ。)及びこれと一

体的に整備される部分には、当該部分の劣化の軽減を適切に図るための措置が

講じられていなければならない。 

5 住宅の給水、排水及びガスの設備に係る配管には、構造耐力上主要な部分に

影響を及ぼすことなく点検及び補修を行うことができるための措置が講じられ

ていなければならない。 

(住戸の基準) 

第 10 条 市営住宅の 1戸の床面積の合計(共同住宅においては、共用部分の床面

積を除く。)は、25 平方メートル以上とする。ただし、共用部分に共同し

て利用するため適切な台所及び浴室を設ける場合は、この限りでない。 

2 市営住宅の各住戸には、台所、水洗便所、洗面設備及び浴室並びにテレビジ

ョン受信の設備及び電話配線が設けられていなければならない。ただし、共用

部分に共同して利用するため適切な台所又は浴室を設けることにより、各住戸

部分に設ける場合と同等以上の居住環境が確保される場合にあっては、各住戸

部分に台所又は浴室を設けることを要しない。 

3 市営住宅の各住戸には、居室内における化学物質の発散による衛生上の支障

の防止を図るための措置が講じられていなければならない。 

(住戸内の各部) 

第 11 条 住戸内の各部には、移動の利便性及び安全性の確保を適切に図るため

の措置その他の高齢者等が日常生活を支障なく営むことができるための措

置が講じられていなければならない。 

(共用部分) 

第 12 条 市営住宅の通行の用に供する共用部分には、高齢者等の移動の利便性

及び安全性の確保を適切に図るための措置が講じられていなければならな

い。 
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(附帯施設) 

第 13 条 敷地内には、必要な自転車置場、物置、ごみ置場等の附帯施設が設け

られていなければならない。 

2 前項の附帯施設は、入居者の衛生、利便等及び良好な居住環境の確保に支障

が生じないように考慮されたものでなければならない。 

(児童遊園) 

第 14 条 児童遊園の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及び形状、

住棟の配置等に応じて、入居者の利便及び児童等の安全を確保した適切な

ものでなければならない。 

(集会所) 

第 15 条 集会所の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及び形状、住

棟及び児童遊園の配置等に応じて、入居者の利便を確保した適切なもので

なければならない。 

(広場及び緑地) 

第 16 条 広場及び緑地の位置及び規模は、良好な居住環境の維持増進に資する

ように考慮されたものでなければならない。 

(通路) 

第 17 条 敷地内の通路は、敷地の規模及び形状、住棟等の配置並びに周辺の状

況に応じて、日常生活の利便、通行の安全、災害の防止、環境の保全等に

支障がないような規模及び構造で合理的に配置されたものでなければなら

ない。 

2 通路における階段は、高齢者等の通行の安全に配慮し、必要な補助手すり又

は傾斜路が設けられていなければならない。 

   （以下、略） 

 

また、市は、市営住宅の建替事業に関して入居者への明渡請求や新たに整備され

る公営住宅等への入居等について、公営住宅法の規定を踏まえ「市営住宅条例」に

おいて規定している。 

 
○公営住宅法 

 

第四章 公営住宅建替事業 

（公営住宅建替事業の施行） 

第 35 条 地方公共団体は、公営住宅の整備を促進し、又は公営住宅の居住環境

を整備するため必要があるときは、公営住宅建替事業を施行するように

努めなければならない。 

   （中略） 

（公営住宅の明渡しの請求） 

第 38 条 事業主体は、公営住宅建替事業の施行に伴い、現に存する公営住宅を

除却するため必要があると認めるときは、前条第六項（同条第七項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による通知をした後、当該公営住宅

の入居者に対し、期限を定めて、その明渡しを請求することができる。 
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2 前項の期限は、同項の規定による請求をする日の翌日から起算して三月を経

過した日以後の日でなければならない。 

3 第一項の規定による請求を受けた者は、同項の期限が到来したときは、速や

かに、当該公営住宅を明け渡さなければならない。 

（仮住居の提供） 

第 39 条 事業主体は、前条第一項の規定による請求に係る公営住宅の入居者に

対して、必要な仮住居を提供しなければならない。 

（新たに整備される公営住宅への入居） 

第 40 条 事業主体は、公営住宅建替事業により除却すべき公営住宅の除却前の

最終の入居者（当該事業に係る公営住宅の用途廃止について第三十七条

第一項（同条第七項において準用する場合を含む。）の規定による国土

交通大臣の承認があつた日における入居者で、当該事業の施行に伴い当

該公営住宅の明渡しをするものに限る。）で、三十日を下らない範囲内

で当該入居者ごとに事業主体の定める期間内に当該事業により新たに整

備される公営住宅への入居を希望する旨を申し出たものを、当該公営住

宅に入居させなければならない。この場合においては、その者について

は、第二十三条及び第二十四条第二項の規定は、適用しない。 

2 事業主体は、前項の期間を定めたときは、当該入居者に対して、これを通知

しなければならない。 

3 事業主体は、第一項の規定による申出をした者に対して、相当の猶予期間を

置いてその者が公営住宅に入居することができる期間を定め、その期間

内に当該公営住宅に入居すべき旨を通知しなければならない。 

4 事業主体は、正当な理由がないのに前項の規定による通知に係る入居するこ

とができる期間内に当該公営住宅に入居しなかつた者については、第一

項の規定にかかわらず、当該公営住宅に入居させないことができる。 

 
○市営住宅条例 

 

(建替事業による明渡請求等) 

第 36 条 市長は、市営住宅建替事業の施行に伴い、必要があると認めるとき

は、除却しようとする市営住宅の入居者に対し期限を定めて、その明渡

しを請求することができる。 

2 前項の規定による請求を受けた者は、市長が定めた期限までに、当該市営住

宅を明け渡さなければならない。 

3 第 32 条第 2項の規定は、第 1項に規定する建替事業に伴う明渡し請求を行

った場合について準用する。この場合において、第 32 条第 2 項中「前条第 1

項」とあるのは「第 36条第 1項」と、「高額所得者」とあるのは「入居者」

と読み替えるものとする。 

(新たに整備される公営住宅等への入居) 

第 37 条 公営住宅建替事業の施行により除却すべき公営住宅の除却前の最終の

入居者が、法第 40 条第 1項の規定により、当該建替事業により新たに整
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備される公営住宅に入居を希望するときは、市長の定めるところによ

り、入居の申出をしなければならない。 

2 前項の規定は、改良住宅等又は一般住宅の建替事業に係るものについて準用

する。 

 

【参考】 

(高額所得者に対する家賃等) 

第 32 条 第 26 条第 2項の規定により高額所得者と認定された公営住宅の入居

者は、第 14 条第 1項及び第 28 条第 1 項の規定にかかわらず、当該認定

に係る期間(当該入居者が期間中に当該公営住宅を明け渡した場合にあっ

ては、当該認定の効力が生じる日から当該明渡しの日までの間)、毎月、

近傍同種の住宅の家賃を支払わなければならない。  

2 市長は、前条第 1項の規定による請求を受けた高額所得者が同項に定める期

限が到来しても公営住宅を明け渡さないときは、同項の期限が到来した日の

翌日から当該公営住宅の明渡しを行う日までの期間について、毎月、近傍同

種の住宅の家賃の額の 2倍に相当する額の金銭を徴収することができる。 

 
 

市は、不良住宅の撤去、耐震補強工事又は建替事業を実施するにあたり当該市営

住宅の入居者が他の市営住宅又は市営住宅以外の住宅等に移転する際の手続等を具

体的に規定した「市営住宅の入居者の移転等に関する取扱要綱」を定めている。 

 
○市営住宅の入居者の移転等に関する取扱要綱 

 

（趣旨) 

第１条 この要綱は、不良住宅の撤去、耐震補強工事又は建替事業(以下「廃止

事業等」という。)を実施するに当たり、当該市営住宅の入居者が他の市

営住宅又は市営住宅以外の住宅等(以下「移転住宅」という。)に移転す

る際の手続等を定めるものとする。 

（対象者) 

第２条 この要綱において「移転者」とは、廃止事業等の対象となる市営住宅

(以下「対象住宅」という。)に現に入居している入居者とする。 

2 前項の規定にかかわらず、市営住宅条例(平成 9年横須賀市条例第 38 号。以

下「条例」という。)第 31 条第 1項の規定により当該市営住宅の明渡請求を

現に受けている者(同条第 4項の規定により明渡しの期限を延長されている者

を除く。)は、移転者に含めないものとする。 

（協定の締結) 

第３条 市長は、廃止事業等を実施するに当たり、移転者と次に掲げる事項に

ついて協定を締結するものとする。 

(1) 対象住宅の名称 

(2) 移転住宅の名称(移転先が市営住宅の場合に限る。) 

(3) 明渡期日 

(4) 対象住宅を明け渡す際の手続 

(5) 移転補償 
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(6) 前各号に定めるもののほか、移転に必要な事項 

（入居の手続) 

第４条 条例第 12 条の規定は、条例第 5条第 2号又は第 4 号を理由とする移転

者(移転住宅が市営住宅の者に限る。)の住宅入居の手続に準用する。。 

     （中略） 

（協定の締結) 

第７条 第 3条、第 5条及び前条の規定は、耐震補強工事又は建替事業を理由

とした廃止事業等により仮住居である移転住宅に移転する場合及び耐震

補強工事又は建替事業が完了した後の市営住宅に入居する場合の移転手

続に準用する。 

2 市長は、対象住宅と前項に規定する移転住宅との家賃の差額を、市長が別に

定める費用の範囲内で補助することができる。 

 

（２）市営住宅等の種類 

市内には種々の市営住宅があるが、それぞれの住宅種類ごとに根拠法令が異なっ

ている。市が整備している主な市営住宅とその内容・目的、根拠法令は次のとおり

である。 

 

（図表 4Ⅰ-1-1） 市が整備する市営住宅等の種類 

 
（出典：監査人作成） 

 

市では、公共賃貸住宅として、「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律」

に基づく特定優良賃貸住宅（１団地 27 戸）と「高齢者の居住の安定確保に関する

法律」に基づく高齢者向け優良賃貸住宅（１団地 30 戸）を運営している。 

内容・目的 根拠法令

地方公共団体が、建設、買取り又は借上げを行い、低額所得
者に賃貸し又は転貸するための住宅及びその附帯設備をい
う。
健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、住宅に困
窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し又は転貸する
ことにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与するこ
とを目的とするもの。

公営住宅法

不良住宅が密集すること等によって保安衛生等に関し危険又
は有害な状況にある改良地区において、不良住宅をすべて除
却し、生活道路、児童遊園、集会所等を整備し、従前の居住
者のための改良住宅を建設する事業であり、改良地区の環境
の整備改善を図り、健康で文化的な生活を営むことのできる
住宅の集団的な建設を促進することを目的とするもの。

住宅地区改良法

特定優良
賃貸住宅

民間土地所有者が市の補助を受けて建設したファミリー向け
の賃貸住宅を受託管理者が管理し、公的賃貸住宅として活用
している住宅をいう。

特定優良賃貸住
宅の供給の促進
に関する法律

高齢者向け
優良賃貸住宅

高齢者の身体機能に対応した設計、緊急時対応サービス等の
設備など、高齢者に配慮した賃貸住宅をいう。
民間土地所有者が市の補助を受けて建設し、入居者の所得に
応じて市が家賃の一部を補助する住宅である。

高齢者の居住の
安定確保に関す
る法律

市営住宅等の種類

公営住宅

改良住宅

公共
賃貸
住宅
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前者は、「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づいて、民間活力

を活用し、中堅所得者等（ファミリー世帯／原則 月額 20 万円～60 万 1 千円又は

15万8千円～48万7千円）の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅である。

具体には、民間土地所有者が市の補助を受けて建設したファミリー向けの賃貸住宅

を活用する住宅である。単身者は申込みをすることができず、夫婦や親子が主体の

家族であること、世帯の各種控除後の月額所得合計が 158,001 円～487,000 円であ

ること、原則として持家がないこと等が入居資格となっている。 

平成 12 年度から新規オーナー募集を停止中であり、令和 2 年度末時点で 1 団地

27 戸（ブリーゼ北久里浜）が現存している。 

後者は、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づいて、民間活力を活用

し、高齢者の安全で安定した居住を確保するため、高齢者の身体機能に対応した設

計、設備など高齢者に配慮した良質な賃貸住宅である。具体には、民間土地所有者

が市の補助を受けて賃貸住宅を建設し、入居者の所得に応じて市が家賃の一部を補

助する住宅であり、高齢者の身体機能に対応した設計、緊急時対応サービス等の設

備など、高齢者に配慮した賃貸住宅である。60 歳以上で単身又は同居者が配偶者

か又は 60 歳以上の親族であること、市内に在住又は在勤であることなどが入居資

格となっている。 

2007 年度から新規オーナー募集を停止中であり、2020 年度末時点で 1 団地 30

戸（フォレースよこすか）が現存している。 

 

なお、両公共賃貸住宅とも 2021 年度末をもってその運営を終了する予定であり、

本監査の対象には含めていない。 
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２ 市営住宅の概要 

市が管理する種類別・供給方式別の市営住宅の概要は下表のとおりである。 
 

（図表 4Ⅰ-2-1） 横須賀市営住宅一覧（2020 年４月１日現在） 

 
（出典：市営住宅概要より監査人加工） 

 
  

種類 供給方式

公営／改良 直接建設／借上げ

1 金堀アパート 公営住宅 直接建設 4棟 150戸
2 サンマリーナ汐入 公営住宅 借上げ 1棟 16戸
3 追浜東町アパート 公営住宅 直接建設 2棟 60戸
4 浦郷改良アパート 改良住宅 直接建設 1棟 75戸
5 日向アパート 公営住宅 直接建設 4棟 116戸
6 天神アパート 公営住宅 直接建設 11棟 350戸
7 池の谷戸住宅 公営住宅 直接建設 8棟 20戸
8 田浦月見台住宅 公営住宅 直接建設 32棟 74戸
9 長浦住宅 公営住宅 直接建設 18棟 34戸

10 田浦ふれあい住宅 公営住宅 借上げ 1棟 5戸
11 衣笠アパート 公営住宅 直接建設 2棟 40戸
12 アンシャンテ森崎 公営住宅 借上げ 1棟 11戸
13 森崎アパート 公営住宅 直接建設 23棟 761戸
14 本公郷改良アパート 改良住宅 直接建設 4棟 330戸
15 阿部倉アパート 公営住宅 直接建設 10棟 290戸
16 公郷アパート 公営住宅 直接建設 2棟 70戸
17 平作ハイム 公営住宅 直接建設 3棟 161戸
18 池上ハイム 公営住宅 直接建設 2棟 77戸
19 大津住宅 公営住宅 直接建設 8棟 42戸
20 岩瀬アパート 公営住宅 直接建設 5棟 88戸
21 立野アパート 公営住宅 直接建設 6棟 117戸
22 鴨居ハイム 公営住宅 直接建設 11棟 160戸
23 浦賀改良アパート 改良住宅 直接建設 2棟 48戸
24 早稲田ハイム 公営住宅 直接建設 11棟 171戸
25 ウェルネス吉井 公営住宅 借上げ 1棟 10戸
26 久里浜改良アパート 改良住宅 直接建設 9棟 304戸
27 明浜改良アパート 改良住宅 直接建設 2棟 80戸
28 八幡ハイム 公営住宅 直接建設 5棟 280戸
29 久里浜ハイム 公営住宅 直接建設 3棟 165戸
30 サンクレスト野比 公営住宅 借上げ 1棟 16戸
31 スタインシティー 公営住宅 借上げ 1棟 17戸
32 TBラ・コート津久井浜 公営住宅 借上げ 1棟 17戸
33 サニーガーデン野比 公営住宅 借上げ 1棟 15戸
34 長坂アパート 公営住宅 直接建設 6棟 240戸
35 長井アパート 公営住宅 直接建設 5棟 122戸
36 林ハイム 公営住宅 直接建設 6棟 115戸
37 武ハイム 公営住宅 直接建設 3棟 51戸
38 竹川ハイム 公営住宅 直接建設 6棟 164戸

222棟 4,862戸

北下浦

西

合計

棟数
管理
戸数

衣笠

大津

浦賀

久里浜

本庁

追浜

田浦

No. 管内 団地名
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（図表 4Ⅰ-2-1）のとおり、市は 2020 年 4 月 1 日現在で市内に、38 団地、222

棟、管理戸数 4,862 戸の市営住宅を整備している。 

市営住宅のうち、公営住宅は 33 団地（204 棟・管理戸数 4,025 戸）あり、直接

建設方式（直営）による住宅が 25 団地（196 棟・管理戸数 3,918 戸）、借上げ方式

による住宅が 8 団地（8 棟・管理戸数 108 戸）である。改良住宅は 5 団地（18

棟・管理戸数 837 戸）である。 

2020 年 4 月 1 日現在において、市営住宅全体としては、38 団地、222 棟、管理

戸数 4,862 戸に対して、実際の入居戸数は 4,015 戸、入居者数 7,057 人、入居率は

82.6%となっている。 

 

（１）市営住宅等の供給方式 

公営住宅の供給方式には、直接建設（直営）方式と借上げ方式がある。直接建設

方式は、市自身が住宅を建設することにより供給する方式であり、借上げ方式は民

間事業者が住宅を建設し市がこれを借り上げる（賃借する）ことにより供給する方

式である。借上げ方式は、平成 8 年の公営住宅法の改正により可能となった方式

で、高度成長以降の住宅需要の増大に対応するために、従来の直接建設方式による

公営住宅の供給を補完するものとして導入された。 

 借上げ方式は、直接建設方式に比べ土地の取得費、建設費等の多額の初期投資を

必要とせず、効率的な公営住宅の供給が可能であることに加え、公営住宅の供給が

少ない既成市街地等における民間住宅を借上げることにより、公営住宅ストックの

地域的偏在の改善が可能となること、期限を区切った借上げにより、建替・災害時

の一時的・緊急的需要への対応を含む地域の公営住宅需要の変化に対応した供給量

調整が可能であるというメリットがある。 

一方で、収入超過者となっても市場家賃より安く居住できることによる居座りや

既存入居者との家賃の不均衡等が発生すること、借上げ住宅に係る物件情報の効率

的な収集、市及び所有者等との管理上の役割分担、業務委託範囲等のルール整備等

が必要となり、地域の実情を踏まえた具体的な検討・実践が求められる等の効率的

な仕組みの構築が不可欠であるといった課題がある。 
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（２）横須賀市の人口動態と住宅事情 

① 人口減少と高齢化 

横須賀市の人口は、平成 6 年度（1994 年）のおよそ 43 万人代をピークに減少

に転じており、令和 17 年（2035 年）には市の人口は約 34 万 ４千人まで減少

し、さらに令和 22 年（2040 年）には人口約 33 万人まで減少することが見込まれ

ている。 

市営住宅の供給戸数も長期的には人口減少にあわせて、適正な規模へ縮小して

いく方向で検討している。 

 

（図表 4Ⅰ-2-2）横須賀市の人口総数と高齢化率の推移 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 

 

市の 65 歳以上の高齢者の数は（図表 4Ⅰ-2-3）にあるように、平成 28 年

（2016 年）にはおよそ 12 万 3 千人程度であったが、その後増え続け、令和 2 年

（2020 年）においておよそ 12 万 6 千人となっている。また、上表のように人口

総数は今後も減少傾向にあることに対して、高齢化率は今後も上昇していくこと

が見込まれている。令和元年（2019 年）では 31.41%であった高齢化率は、令和

17 年（2035 年）には 35.60%、令和 22 年（2040 年）には 38.6%になると予想さ

れている。 

高齢化の進展は、市営住宅の入居者層の高齢化にも直結することとなる。 
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（図表 4Ⅰ-2-3）横須賀市の高齢者人口の推移 

 
   （出典：市営住宅課提供資料） 

 
このような高齢者人口及び高齢化率の増大に伴って、単身入居世帯の割合も高

まっている。平成 26 年（2014 年）では 45.2%であった割合は、令和 2 年（2020

年）には 49.6%まで上昇し、近い将来には過半を超える割合にまで達すると予想

される。また、単身入居者世帯の 7 割以上を 65 歳以上の高齢者世帯が占めてお

り、今後より一層の単身世帯の割合が増えてくるものと考えられる。 

（図表 4Ⅰ-2-4）横須賀市の単身入居者世帯の推移 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 
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② 市営住宅入居者の居住年数 

市営住宅の入居者の居住年数は、（図表 4Ⅰ-2-5）のように、21 年以上の世帯数

が 1,740 世帯、その割合が全体の 43.3%を占め、入居者の 4 割超が長期間にわた

って市営住宅に入居していることが把握できる。 

市の「横須賀市市営住宅ストック総合活用計画」において、限られた公営住宅

の中に特定の世帯が長く入居し続けることにより、本来入居を必要とする世帯や

希望する世帯の入居を阻害している可能性があるとされている。また、公営住宅

の居住年数の長期化を抑制し、回転を早めるために定期借家制度（期限付き入

居）を導入するなど、入居機会の公平性を高めるよう取り組んでいく必要がある

とされている。 

市は、子育てに適する市営住宅制度（市営住宅条例第 7 条の２、第 10 条の２

等：経済的負担の大きい子育て世代を住宅面から支援するために小学校入学前の

子どものいる若年の夫婦世帯に向けた市営住宅への入居期限付き優先入居枠を設

けた制度）を導入し、入居期間を 10 年間又は小学校未就学児である子が中学校を

卒業するまでの間のいずれか短い期間とするといった入居期間を限定する特例制

度を採っている。 

市は、定期借家制度自体の導入はあくまで「入居機会の公平性」を確保する一

つの手段に過ぎず、必ずしも基本目標とする必要性はないと判断しており、「横須

賀市市営住宅ストック総合活用計画」において定期借家制度の導入に向けての具

体的な取組方針等に関しては記載していない。 

この点、2006 年に施行された「住生活基本法」の基本理念にのっとり、2007

年に施行された「住宅セーフティネット法」及び国の基本方針においては、住宅

確保要配慮者に対して賃貸住宅の供給を促進するため地方公共団体の責務が規定

され、具体的には、高齢者、障害者世帯、著しく所得の低い世帯、母子及び父子

世帯、小さな子どものいる世帯、ＤＶ被害者世帯などへの優先入居の配慮をする

とともに、より公平かつ的確な供給を促進する観点から、公営住宅における定期

借家制度（期限付き入居）の活用を図ることなどについて、自治体が地域住宅計

画を策定し、計画的な取り組みを行うことが要請されている。 
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（図表 4Ⅰ-2-5）居住年収別の入居世帯数とその割合 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 

 
○市営住宅条例 

 

(子育てに適する市営住宅の入居資格等の特例) 

第７条の２ 市長は、市営住宅の一部を、その周辺地域における学校教育法

(昭和 22 年法律第 26 号)第 1 条に規定する小学校及び中学校の立地状況そ

の他の事情を勘案し、子育てに適するものとして指定することができる。 

2 前項の規定により指定された市営住宅(以下「子育てに適する市営住宅」と

いう。)に入居することができるは、第 6 条の規定にかかわらず、同条第 1

項第 1 号及び第 4 号から第 6 号までに掲げる条件を具備するほか、次の各

号に掲げる条件を具備する者でなければならない。 

(1)ともに 40 歳以下の夫婦(婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の

事情にある者その他婚姻の予約者を含む。以下同じ。)の一方であり、現

に同居し、又は同居しようとする当該夫婦の他方及び当該夫婦が扶養す

る小学校就学前の子があること。 

(2)前号に規定する夫婦及びその子のみで世帯が構成されること。 

(3)その者の収入が、104,000 円を超え 214,000 円以下であること。 

3 子育てに適する市営住宅の入居者であって、第 10 条の 2 第 3 項に規定する

規則で定める延長条件を具備しない者は、前項の規定にかかわらず、第 6 条

第 1項第 2号から第 6号までに掲げる条件を具備しなければならない。 

       （中略） 

(子育てに適する市営住宅の入居者の決定の特例) 

第 10 条の２ 市長は、子育てに適する市営住宅の入居者を決定するときは、

入居の条件として当該子育てに適する市営住宅に入居することができる期

間(以下「有効期間」という。)を指定するものとする。この場合におい

て、市長は、当該入居決定者に対して、当該有効期間の満了時に当該子育

てに適する市営住宅を明け渡さなければならない旨を書面により説明しな

ければならない。 
 

 

  

居住年数 世帯数 割合

3年以上 473                11.8%

4～5年 263                6.6%

6～10年 518                12.9%

11～20年 1,021              25.4%

21～30年 751                18.7%

31～40年 490                12.2%

41年以上 499                12.4%

合計 4,015              100.0%
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意見 14「居住年数が長期化している入居者への対応」 

市営住宅の入居者の居住年数は、21 年以上の世帯数が 1,740 世帯で、全体の 

43.3%を占め、入居者の 4 割超が長期間にわたって居住している。 

市の「横須賀市市営住宅ストック総合活用計画」において、限られた公営住宅の

中に特定の世帯が長く入居し続けることにより、本来入居を必要とする世帯や希望

する世帯の入居を阻害している可能性があり、公営住宅の居住年数の長期化を抑制

し、回転を早めるために定期借家制度を導入するなど、入居機会の公平性を高める

よう取り組んでいく必要があるとされているが、市は、定期借家制度はあくまで

「入居機会の公平性」を確保する一つの手段に過ぎず、必ずしも基本目標とする必

要性はないとし、具体的な導入計画や目標設定等を規定していない。 

この点、国は、「住宅セーフティネット法」及び国の基本方針において、より公

平かつ的確な供給を促進する観点から、公営住宅における定期借家制度（期限付き

入居）の活用を図ること等について、各自治体で地域住宅計画を策定し、計画的な

取り組みを行うことを要請している。 

市は、子育てに適する市営住宅制度において入居期間を限定（10 年間又は小学

校未就学児である子が中学校を卒業するまでの間のいずれか短い期間）する特例制

度を採っているが、これに加え「住宅セーフティネット法」及び国の基本方針で規

定されているよう公平かつ的確な供給を促進する観点から定期借家制度の導入及び

活用を検討されたい。 
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③ 横須賀市の住宅事情（持ち家／借家） 

総務省による住宅土地統計調査によると平成 30 年（2018 年）現在で、市内に

は 194,330 戸の住宅があり、そのうち空き家となっているものが、28,750 戸

（14.8%）あるという。 

また、居住世帯 164,600 戸（84.7%）のうち 持ち家が 117,920 戸（71.6％）と

高い水準にある一方、賃貸住宅は 36,960 戸(22.5%)を占めており、そのうち公

営・公共住宅は 8,060 戸（賃貸住宅に占める割合 21.8%）である。  

なお、（図表 4Ⅰ-2-6）中の用語の定義は次のとおりである。 

・公営、公団、公社：都道府県・市区町村が所有又は管理する賃貸住宅や都市

再生機構（UR）又は都道府県・市区町村の住宅供給公社・住宅協会・開発公

社などが所有又は管理する賃貸住宅で、「給与住宅」でないもの。（市営住

宅、県営住宅など） 

・給与住宅：勤務先の会社・官公庁・団体などが所有又は管理し職務の都合上

又は給与の一部として居住している住宅。（社宅、公務員宿舎など。） 
 
（図表 4Ⅰ-2-6）横須賀市における住宅事情 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 

 

  

計
同居世帯

なし

同居世帯

あり
計

一時現在

者のみ
空き家 建築中

194,330 164,600 163,140 1,460 29,730 500 28,750 480

100.0% 84.7% 83.9% 0.8% 15.3% 0.3% 14.8% 0.2%

総数
公営・

公団公社
民営 給与住宅

164,600 117,920 36,960 8,060 26,220 2,670
100.0% 71.6% 22.5% 4.9% 15.9% 1.6%

居住世帯 持ち家

借  家

総住宅数

居住世帯あり 居住世帯なし
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④ 入居者の収入属性 

（図表 4Ⅰ-2-7）にあるように、家賃算定の基礎となる入居者の収入区分（収入

分位）別の入居世帯数は、2020 年 4 月 1 日時点 で全世帯の 79.1%を占める 3,005

世帯が認定月額 104,000 円以下の第Ⅰ分位となっており、その中の 58.8%の

1,768 世帯が認定月額 0 円となっている。 

一方、収入が一定額以上ある収入分位第Ⅱ～第Ⅴは全世帯の 11.8%を占める

448 世帯、収入分位第Ⅵ以上は全世帯の 8.0%を占める 303 世帯である。なお、未

申告の世帯が、全世帯の 1.2%を占める 45 世帯ある。 

 

（図表 4Ⅰ-2-7）市営住宅における収入分位別世帯数（2020 年 4 月 1 日時点） 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 

横須賀市営住宅における収入分位別世帯数 

 

収入分位 認定月額 世帯数 構成比 

Ⅰ 0～104,000 円 3,005 79.1% 

Ⅱ 104,001～123,000 円 141 3.7% 

Ⅲ 123,001～139,000 円 88 2.3% 

Ⅳ 139,001～158,000 円 102 2.7% 

Ⅴ 158,001 円～186,000 円 117 3.1% 

Ⅵ 186,001～214,000 円 86 2.3% 

Ⅶ 214,001 円～259,000 円 92 2.4% 

Ⅷ～ 259,001 円～ 125 3.3% 

未申告 45 1.2% 

合 計 3,801 100% 

 

 

収入分位Ⅰの入居者のうち、認定月額０円の世帯数 

認定月額 世帯数 構成比 

0 円 1,768 58.8% 

1～104,000 円 1,237 41.2% 

計 3,005 100% 
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一方、低所得者のための住宅の意義を満たし、低所得者に多くの住宅を提供で

きている反面、収入超過者や高額所得者も少なからず入居している。 

2009 年度の公営住宅法の改正で、収入分位となる所得金額が引き下げられ、そ

の改正による経過措置期間が 2013 年度で満了したことから、収入超過者や高額

所得者が 2014 年度から増加傾向にあった。 

市は、収入超過者や高額所得者の入居は、本来入居できる所得水準にある入居

者の入居機会を奪うことになるので、公平な利用が図れるように適切に対処して

いくとしている。 

なお、市は翌年度家賃に係る収入申告書の提出を毎年７月末の期限で、入居者

へ依頼しているが、未申告者に対しては公営住宅法第 34 条に基づき９月に再度の

提出依頼を行い、それでも未申告の場合は 12 月に未申告者宅への訪問を実施して

いる。その上なおも未提出の場合は、市営住宅条例第 16 条第２項に規定する収入

申告困難者にも該当しない場合として公営住宅法第 16 条第１項但書に基づき、翌

年度の収入認定通知書に記載する家賃額を近傍同種の住宅の家賃として通知する

こととしている。 

（詳細は「Ⅲ 施設使用料の設定と債権管理」にて後述する。） 

 

（図表 4Ⅰ-2-8）収入超過者・高額所得者の推移 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 

 
※ 収入超過者とは、3 年以上入居し、原則階層であれば収入分位 158,000 円超、高齢者

や障害者などの裁量階層の世帯であれば 214,000 円を超える収入のある世帯のこと。

平成 21 年度にそれぞれ、200,000 円、268,000 円から引き下げられたため、従来は入

居可能であった世帯が退去する努力義務のある世帯となった。なお、収入超過者は通

常の公営住宅家賃より高い近傍同種家賃になる。  
※ 高額所得者とは、5 年以上入居し、引き続き 2 年以上月額 313,000 円（同じく平成 21 

年に 397,000 円から引き下げ）の所得を超える世帯のこと。平成 8 年の公営住宅法の

改正により、高額所得者には明渡し請求が行われることとなっている。高額所得者の

家賃も近傍同種家賃になる。 

  

平成28年 4,414 3,979 90.1% 392 8.9% 9 0.2% 34 0.8%
平成29年 4,295 3,858 89.8% 383 8.9% 11 0.3% 43 1.0%
平成30年 4,210 3,774 89.6% 389 9.2% 11 0.3% 36 0.9%
令和元年 4,112 3,678 89.4% 378 9.2% 10 0.2% 46 1.1%
令和2年 4,015 3,585 89.3% 356 8.9% 10 0.2% 64 1.6%
令和3年 3,873 3,475 89.7% 335 8.6% 9 0.2% 54 1.4%

家賃認定
送付件数

本来家賃入居者 収入超過者 高額所得者 未申告者

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合
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（３）PFI について 

行政と民間が連携して公共サービスの提供を行うスキームは、PPP（パブリッ

ク・プライベート・パートナーシップ）といわれる。PFI は、PPP の代表的な手

法の一つである。 

PFI（プライベイト・ファイナンス・イニシアティブ）とは、公共施設等の設

計、建設、維持管理及び運営に民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提

供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという

考え方である。 

市は、厳しい財政状況の中で効率的かつ効果的な公共施設等の整備等を進めると

ともに、新たな事業機会の創出や民間投資の喚起による経済成長を実現していくた

めには、公共施設等の整備等に民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用してい

くことが重要であり、多様な PPP／PFI 手法を取り入れていくことが必要である

と考えている。 

今後の公共施設等の整備等の方針を検討するに当たって、多様な PPP／PFI 手

法の導入が適切かどうかを、従来型手法に優先して検討することとし、「横須賀市 

PPP／PFI 手法の導入に関する優先的検討方針」（以下「検討方針」という。）に基

づき、全庁的な取り組みを進めるとしている。 

「検討方針」において PPP／PFI 手法を優先的に検討する対象事業として、次

のア及びイの両方を満たすものとしているが、他の自治体で実績のある事業や公の

施設の管理については、事業費がイの金額を下回っている場合でも検討を行うこと

ができるものとしている。 

 

ア．建築物又はプラントの整備・運営に関する事業又は利用料金の徴収を行う公共

施設整備事業等の民間事業者の資金、経営能力及び技術的 能力を活用する効

果が認められる公共施設整備事業 

イ． 施設建設費（設計・建設）が 10 億円以上又は単年度の運営費が１億円以上の

事業費基準を満たす公共施設整備事業  

 

PPP／PFI 手法の導入の検討に当たっては、次の流れで実施するものと規定さ

れている。 
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（図表 4Ⅰ-2-9）横須賀市における PPP／PFI 手法の導入プロセス 

 
（出典：横須賀市 PPP／PFI 手法の導入に関する優先的検討方針） 

 
① 検討の開始時期 

公共施設等の整備・運営の方針を検討する時期等、公共施設等の基本構想、基本

計画等を策定するとき、公共施設等の運営等の見直しを行うとき、市有地の未利用

資産等の有効活用を検討するとき及び公共施設等の集約化又は複合化等を検討する

ときに、PPP／PFI 手法によることを優先的に検討するものとしている。  

 

② 事業担当部局から財務部への協議 

事業担当部局が PPP/PFI 手法の導入を検討する場合には、財務部（FM 推進課

資産活用担当）と協議する。なお、事業の緊急性（スケジュールの観点）、事業の

特性（市の適切かつ積極的関与の必要性）などから、PPP／PFI 手法の導入が困難

な場合には、従来型手法を選択する。 
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③ 採用手法の選択 

対象事業について、「簡易な検討」又は「詳細な検討」に先立って、当該事業の

期間、特性、規模等を踏まえ、当該事業の品質確保に留意しつつ「最も適切な

PPP／PFI 手法」（以下「採用手法」という。）を選択する。 

この場合において、唯一の手法を選択することが困難であるときは、複数の手法

を選択できるものとする。 

なお、PPP／PFI 手法を採用しようとする事業と類似の事例に照らし、指定管理

者制度等の導入が適切と認められる場合においては、「簡易な検討」及び「詳細な

検討」を経ることなく、当該手法の導入を決定することができる。 

 

④ 簡易な検討 

対象事業について、次のように庁内での評価を行い、「採用手法」の導入につい

て検討を行う。  

「PPP／PFI 手法簡易定量評価調書」により、自ら公共施設等の整備等を行う従

来型手法による場合と採用手法を導入した場合との間で、公共施設等の整備等の費

用、公共施設等の運営等の費用、民間事業者の適正な利益及び配当、調査に要する

費用、資金調達に要する費用及び利用料金収入等の費用総額を比較する。 

費用総額その他市民サービスへの影響や業務の効率化における効果等を総合的に

判断し、採用手法の導入の適否を決定する。 

なお、複数の手法を選択した場合においては、各々の手法について費用総額を算

定し、その最も低いものと、従来型手法による場合の費用総額との間で同様の比較

を行う。 

採用手法の過去の実績が乏しいこと等により費用総額の比較が困難な場合は、 

民間事業者への意見聴取を踏まえた評価又は類似事例の調査を踏まえた評価方法等

の公的負担の抑制につながることを客観的に評価することができる方法により採用

手法の導入の適否を判断することができる。 

 

⑤ 詳細な検討 

簡易な検討において、採用手法の導入が適すると評価した事業を対象として、詳

細な検討を行い、改めて採用手法導入の適否を判断する。詳細な検討においては、

専門的な外部アドバイザーを活用するなどにより、詳細な費用等を算出し、従来型

手法及び採用手法の長所・短所の整理、短所の解決策の検討、採用手法を導入する

場合の民間事業者に委託する業務の範囲、要求水準の検討、リスク分担の検討、従

来型手法及び採用手法を導入した場合それぞれの費用総額の算出及び比較、採用手

法に「公共施設等運営権方式等」の既存公共施設等に用いられる手法が含まれてい

る場合には、当該事業の長期契約への適否の検討及び既存公共施設等の状態にかか
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わるリスク分担の検討、採用手法に設計、建設及び運営等を一括して委託する手法

が含まれる場合にあっては当該事業の長期契約への適否の検討等の市民サービスへ

の影響や業務の効率化における効果等を総合的に判断し、採用手法の導入の適否を

決定する。 

簡易な検討又は詳細な検討等で PPP／PFI 手法の導入に適しないと判断した場

合は、導入しないこととした旨及び評価内容をインターネット上で公開するものと

する。また、PFI 手法を導入することとした場合、速やかに実施方針の策定及び公

表を行うものとする。 

 

（４）PFI の導入実績 

市は、市営住宅の建替えや運営の検討に際して、建替えや修繕（大規模修繕、

取り壊しを含む）については、従来どおりの入札等による事業者選定を行い、運

営については指定管理者制度を導入することに加え、市営住宅の建替え修繕、運

営の経済性、効果性、効率性を高めるため PFI を導入している。 

現在工事が進行している「本公郷改良アパート建替事業」（工期：2018 年 12 月

14 日～2025 年 6 月 30 日）に関してその概要を示す。 

 

本事業は、耐震性が低く老朽化した本公郷改良アパートの建替えを行い、安全

安心に生活できる快適な住まいの提供と誰もが暮らしやすい住環境の形成及び長

期間の維持管理に配慮した住宅を整備することを目的としている。効率的かつ円

滑な事業の推進及び事業費の縮減の実現を図るため、「民間資金等の活用による公

共施設等の整備等の促進に関する法律」に基づき、事業者が業務実施にあたり必

要な調査、既存住宅等の解体撤去、更新住宅等の設計、建設を行った後に市に所

有権を移転する、BT（Build Transfer）方式により実施されることとなった。 

当該アパート建替事業は、まず、（図表 4Ⅰ-2-9）のような前提条件のもと、従

来方式と BT 方式の場合の収支を試算している。 

 

（図表 4Ⅰ-2-10）の左側は既存住宅等（解体対象）の概要であり、建替え後は

右側のような住宅等になるとの前提条件を置いている。 
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（図表 4Ⅰ-2-10）本公郷改良アパート建替事業の既存住宅等と更新住宅等の情報 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 

（図表 4Ⅰ-2-11）本公郷改良アパート建替事業の試算結果 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 
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（図表 4Ⅰ-2-11）は本公郷改良アパート建替事業について、従来方式をとった

場合の収支と BT 方式の場合の収支を試算したものである。 

従来方式では、市が自ら事業を実施する場合に要するコストが積算され、過去

の類似施設における平米単価等の実績に基づく原単位を対象施設の仕様に乗じて

算出する方法等により設定される。一方、BT 方式では、事業者がコンサルタント

等の活用や類似事業に関する実態調査、市場調査を行うなどして算出根拠を明確

にした上で、設計、建設、維持管理、運営等の段階ごとに推計し積み上げ、その

上で事業期間全体を通じてコストを算出する。事業者が必要な調査を実施した結

果や過去の実績、経験等に基づく方法等により算出し設定される。 

更新住宅等整備費（図表のＡ）と入居者移転支援費（図表のＢ）はいくつもの

費用項目の積み上げから算定されており、BT 方式の支出額は従来方式の支出額に

縮減率を乗じて算定されている。 

これによると、従来方式で建替事業を実施した場合、更新住宅等整備費（Ａ）

と入居者移転支援費（Ｂ）の合計は 5,406 百万円となるが、BT 方式の場合のそれ

は 4,972 百万円であり、BT 方式の方が 434 百万円の支出が抑えられるという結果

となっている。 

この試算の結果により、本公郷改良アパート建替事業は、BT 方式による PFI 事

業となり、試算により算出された 4,972 百万円は入札予定価格となって、入札説

明書に記載された。 

事業者の選定にあたっては、資格審査、第一次審査、第二次審査の３段階の審

査を踏んで実施されており、第二次審査は有識者からなる市営住宅 PFI 事業者選

定委員会により行われ、現在の工事に至っている。 
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３ 市営住宅に関する計画 

（１）国の公営住宅に関する諸制度 

国（国土交通省）は、高度成長期以降、住宅建設計画法のもとに住宅の「量」の

確保を目指してきたが、本格的な少子高齢化、人口減少社会の到来を踏まえ、８期

にわたる住宅建設５か年計画を 2005 年に終了し、2006 年に住生活基本法を制定

して、量から質への政策転換を図ってきた。そして、既存の施設の更新計画とし

て、2000 年度以降、計画的な建替え・改善等を指向し、各地方自治体に「公営住

宅ストック総合活用計画」の策定を求め、これに基づく計画的な建替え改善等を推

進してきた。 

さらに、更新期を迎えつつある老朽化した大量の公営住宅のストックを効率的か

つ円滑に更新していくために、公営住宅のストックの長寿命化を図り、ライフサイ

クルコストの縮減につなげていくこととした。 

具体的には、施設点検の強化や早期の管理修繕により予防保全管理、長寿命化に

資する改善を推進し、あらたに「公営住宅の長寿命化計画」に基づく改善事業、建

替え事業のみを助成対象とすることとし、施策の誘導を図っている。 

 

（２）横須賀市ＦＭ戦略プランについて 

市は、市営住宅を含む公有財産の有効活用への取り組みとして、「横須賀市ＦＭ

戦略プラン～みんなで考えよう私たちの公共施設の未来～」（以下「FM 戦略プラ

ン」という。）を策定している。 

FM 戦略プランの詳細に関しては、前述の「第３ 公共施設マネジメントへの全

庁的な取り組み」の「Ⅴ 各種計画の策定及び進捗状況」を参照されたい。 

「FM 戦略プラン」は、市の公共施設のうち、建物に関する将来のあり方等につ

いて定める計画であり、「公共施設保全計画」とあわせて、建物系の個別計画とし

て位置付けられている。 

これらの建物系の個別計画を施設種類ごとに定めた更新・再編等に関して、市営

住宅にかかる具体の計画として、「市営住宅ストック総合活用計画」（計画期間：

2011 年度～2021 年度）と「公営住宅等長寿命化計画」（計画期間：2010 年度～

2021 年度）が策定されている。 

  



125 

（図表 4Ⅰ-3-1）各種計画の相互関係（再掲） 

 
（出典：横須賀市 FM 戦略プラン） 

 

市営住宅は、FM 戦略プランの中で利用者エリアにおいては、学校と並び「中エ

リア」施設に位置付けられており、その施設固有の機能を有しているものが多く、

機能が類似・重複している貸室・居場所・生 涯学習・スポーツ（屋外プール）機

能を有する施設等として整理されている。 

また、公共施設の将来像における施設の機能としては、「カテゴリー⑤ 暮らし

の場」のカテゴリーに分類され、市営住宅の機能別な将来像として、「横須賀市市

営住宅ストック総合活用計画」に基づき、長期的視野で集約を図ることとされてい

る。すなわち、暮らしの場の機能を将来に渡り維持しつつ、施設の配置や規模につ

いては、社会状況に合わせた検討を行うものとされ、困ったときに住まいが確保さ

れるなど市内で安心して暮らし続けるための基礎的な環境を維持することを将来像

の実現イメージとして掲げている。 
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そして、「FM 戦略プラン」において、これらの公共施設の将来像を実現するた

め、「老朽化施設に対する安全確保の取組み」として、旧耐震基準で整備された施

設を中心に、安全確保に向けた対応を図るものとされ、具体な取り組み内容として

以下のように記載されている。 

 

また、市は、2020 年度の状況として、市営住宅は「市営住宅ストック総合活用

計画」に基づき、順次取り組みを進めているとしており、具体的な取り組み内容と

して、田浦月見台住宅に関しては 2021 年度に住宅としての用途を廃止するととも

に、廃止後の再活用の可能性も含めて検討するとしている。 

 

（３）横須賀市公共施設保全計画について 

横須賀市では、FM 戦略プランに加え、市が保有する建物系の公共施設につい

て、長寿命化に向けた計画的な維持・保全に関する方針を定め、効率的で安全な施

設運営を目指すため、「横須賀市公共施設保全計画」（以下「保全計画」という。）

を策定している。 

保全計画の詳細に関しては、前述の「第３ 公共施設マネジメントへの全庁的な

取組み」の「Ⅴ 各種計画の策定及び進捗状況」を参照されたい。 

 

（４）横須賀市市営住宅ストック総合活用計画について 

① 概要 

「横須賀市市営住宅ストック総合活用計画」（以下「総合活用計画」という。）

は、前述の国の要請に基づいて市の人口減少や少子高齢化の更なる進行などの社

会情勢の変化を背景として、市営住宅の既存ストックの有効活用を目的とした具

体的な維持管理計画として策定されている。 

この計画では、法定耐用年数を超えている木造・ブロック造平屋建て６団地の

廃止を計画に位置付けたほか、1981 年以前に建設された住宅のうち一定の要件の

ある建物について耐震診断を行うとして計画的な実施を定め、またそのほかの団

地については長寿命化のための計画的な修繕工事の実施を計画している。 

○横須賀市 FM 戦略プラン 

◆取組み内容 

（中略） 

イ 法定耐用年数を超え、老朽化が著しい以下の施設について、入居者の移転を促

進し、建物を順次廃止します。  

・市営住宅 ４施設（田浦月見台、長浦、大津、池の谷戸） 
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「総合活用計画」は、当初 2011 年度に策定されたが、2014 年度に、それまで

に耐震診断を行った住宅の診断結果が判明したことや市全体の施設配置適正化計

画などの検討状況などを踏まえ、現状と新たな課題により早く対応するため、見

直しが行われている。本監査では、主に 2014 年度版の見直し策定された「総合活

用計画」を対象として検討した。 

「総合活用計画」は、上位計画である「横須賀市基本計画」及び「神奈川県住

生活基本計画」を踏まえ、市の分野別計画との整合を図るものとされている。 

 
（図表 4Ⅰ-3-2）総合活用計画の位置付け 

 
（出典：横須賀市市営住宅ストック総合活用計画） 

 

なお、「総合活用計画」の計画期間は、見直しが行われた 2014年度から 2021年

度までとされている。 

「総合活用計画」では、公営住宅に関する国の動向や社会情勢の変化、そこか

ら抽出される横須賀市の市営住宅の課題を整理している。 

横須賀市の人口動態、住宅事情等から、市は市営住宅に関する課題として大き

く、①施設の老朽化、②耐震性の確保を挙げている。 

公営住宅法施行令では、建物の耐用年数を木造住宅の場合 30 年、準耐火構造の

住宅の場合 45 年、耐火構造の住宅の場合 70 年（法定耐用年数）としているが、

市営住宅のうち、耐用年数を上回っている住宅は、木造・ブロック造りの 215 戸

（市営住宅全体の 4.5％）あり、鉄筋コンクリート造住宅（耐火構造）の耐用年数

の 2 分の１（35 年）を上回る建物は 2,504 戸（市営住宅全体の 52.2％）ある。 

市は現在、外壁塗装や屋上防水といった建物の躯体を維持するための改修工事
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を定期的に行っているが、高齢化などに対応したバリアフリー化は十分にできて

おらず、施設自体が古い場合、改修と建替えを費用対効果とあわせて考え、どち

らが適切であるか、また、単身高齢者が多くなりニーズも増えている中で、世帯

向けの比較的広い住宅が多く残っているミスマッチ解消も検討していく必要があ

るとしている。 

さらに、市は躯体そのものの老朽化に加え、給排水設備・台所・トイレ・給湯

設備などといった水回りや電気設備などについても老朽化が進んでおり、全ての

住宅に良好な住環境が維持できるよう、今後、躯体の整備計画と並行して設備の

更新についても検討実施していく必要があるとしている。 

 一方、「新耐震設計基準」が導入された昭和 56 年の建築基準法の改正前に建設

されたコンクリート造の市営住宅（78 棟 2,738 戸）の中には、耐震性能が不明確

なものもあるため、安全・安心の観点から対象となる住宅について、早期に耐震

診断などを行い、建替えや廃止なども見据えた対策を講じていく必要があるとし

ている。 

 

② 基本方針と基本目標 

「総合活用計画」では、前述した、市営住宅の現状と課題、これまでの取り組

みの状況、国の動向、社会情勢の変化を踏まえ、今後の市営住宅ストックの活用

に関する基本方針を定めている。また、基本方針に基づき、推進すべき施策を基

本目標及びその具体的な取り組みとして次のとおり整理している。 

 
○市営住宅ストック総合活用計画 
【基本方針】 
１ 人口増加に伴い、市営住宅を提供してきたこれまでの「量の確保」から、

人口減少や高齢化の 進行を踏まえた「質の確保」へ方針転換します。 耐震化

やバリアフリー化などにより機能を向上させるほか、高齢者の単身世帯向け

住宅を増や すなど、よりニーズに合った手法での再編を検討します。 
２ 高齢化対策・子育て世帯支援・地域のコミュニティの活性化などの諸課題に

対応するとともに、 公平な利用を推進し、適切な収入確保により持続可能な

市営住宅の運営を目指します。 
 
【基本目標】 
１ 住宅ストックの適切な維持 

住宅施設の状況を見極め、老朽化度・耐震性能などにより住宅を区分し、

建替え、補強、廃止、個別改善等住宅にあった適切な維持管理を図ります。

また、この計画期間だけでなく長期的な視野で検討します。 
≪具体的な取り組み≫ 
① 施設の診断等を実施し、建替え・補強・廃止等の個別の事業計画の策定 
② 屋上防水・外壁塗装工事など定期的な大規模な維持保全工事の実施 
③ 用途廃止が決定している住宅の速やかな移転、廃止の実施 
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２ 安全安心で快適な住環境の整備 

安全で安心で快適な住環境の整備のため、施設のバリアフリー対策や個別

改善に取り組みます。 
≪具体的な取り組み≫ 
① 指定管理者制度を活用した、適切かつ迅速な小規模修繕工事等の実施 
② 住宅敷地内、住宅内部の段差の解消 
③ 住宅内設備の更新 

④ 駐車場の整備推進と適正管理の実施 
 
３ 住宅困窮者への的確な対応 

高齢者や障害者、また子育て世帯などの住宅困窮者に対して的確な支援を

行います。 
≪具体的な取り組み≫ 
 ① 高齢者、障害者、子育て世帯等への募集時の優遇制度の適切な運用 
 ② 高齢化に伴う、階数の低い住宅への住み替え推進 
 ③ 指定管理者や福祉政策と連携した高齢者等見守りの実施 
④ 火災や風水害被災者などへの一時使用による住宅の提供などの有効活用 

 
４ 適切な入居管理による公平性の確保 

限られた市営住宅の資産を有効活用するとともに、公平公正の観点から適

切に入居者の入居退去、家賃管理等を行います。 
≪具体的な取り組み≫ 
 ① 家賃滞納者への的確かつ厳格な対応 
 ② 高額所得者の明渡しの実施 
 ③ 入居承継承認の適切な運用 
 ④ 退去空家等の適切な管理 
 ⑤ 空き駐車場の活用 
 

 

③ 具体的な取り組みの内容 

市は、設定した基本方針、基本目標及びその取り組みに対して、具体的な業務

の内容を規定している。 

基本目標、具体的な取り組み、及び具体的な業務の内容は（図表 4Ⅰ-3-3）のと

おりである。 
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（図表 4Ⅰ-3-3）基本目標、具体的な取り組み、及び具体的な業務内容 

 

計画に明記された業務内容
１ 住宅ストックの適切な維持

① 施設の診断等を実施し、建
替え・補強・廃止等の個別の
事業計画の策定

①旧耐震設計住宅への対応※
ア 耐震診断等の実施
イ 耐震診断後の方針決定
ウ 旧耐震設計基準で建設された建物（ＲＣ・ＰＣ壁式）の老朽化度を検証し、
集約・統合を検討していく住宅（廃止含む）
②借上住宅の見直し
借上市営住宅は、市営住宅戸数の短期的な供給不足を補うべく、民間活力の導
入により行ってきましたが、今後、市営住宅全体の管理戸数を削減していくこ
ととしているため、20年間の契約終期に合わせて今後の契約等について慎重に
検討していきます。 なお、集約化に伴う移転等で十分な空き家が確保できない
場合に、一時的な移転先として借上住宅の活用についても検討していきます。

② 屋上防水・外壁塗装工事な
ど定期的な大規模な維持保全
工事の実施

ア　定期的な外壁塗装や屋上防水工事など維持保全工事に加え、共同設備、配
管、給湯器の取替えなどの改修を定期的に実施し、長寿命化を図る住宅
長井アパート（D,E棟）、天神アパート（A,B,C,D,J,K棟）、衣笠アパート、日
向アパート、立野アパート、林ハイム、竹川ハイム、早稲田ハイム
イ　定期的な外壁塗装や屋上防水工事など維持保全工事を主体に取り組む住宅
（昭和56年以降に建設され、新耐震基準を満たしており、給湯器などの設備が
比較的新しい住宅）
武ハイム、八幡ハイム、平作ハイム、久里浜ハイム、池上ハイム、鴨居ハイム

③ 用途廃止が決定している住
宅の速やかな移転、廃止の実
施

・木造・ブロック造住宅の廃止
法定耐用年数を超え、老朽化が著しい木造・ブロック造の平屋建て住宅につい
ては、敷地の形状、面積から建替え等による有効活用が図れないため、順次廃
止します。
（平成33年までに廃止する住宅）
米の台住宅（平成25年度廃止済み）、温泉谷戸住宅、田浦月見台住宅
（次期ストック総合活用計画の計画期間内に廃止する住宅）

２ 安全安心で快適な住環境の整備
① 指定管理者制度を活用し
た、適切かつ迅速な小規模修
繕工事等の実施

-

② 住宅敷地内、住宅内部の段
差の解消

-

③ 住宅内設備の更新 -
④ 駐車場の整備推進と適正管
理の実施

-

具体的な取組
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（出典：総合活用計画をもとに監査人作成） 

※旧耐震住宅に関する対応は以下のとおりである。 

 

ア  耐震診断等の実施  

鉄筋コンクリート造の市営住宅には、柱と梁で建物を支える「ラーメン構造」

と壁で支える「壁式構造」の２種類があります。市営住宅の大部分を占める５階

建て以下の中層住宅は、多くが「壁式構造」となっています。壁式の住宅は壁量

計画に明記された業務内容
３ 住宅困窮者への的確な対応

① 高齢者、障害者、子育て世
帯等への募集時の優遇制度の
適切な運用

ア コミュニティの活性化と子育て支援の拡充
市営住宅の高齢化が進むと、自治会活動などのコミュニティ活動についても継
続が難しくなります。本市では、平成24年度から「子育て世帯」に優先枠を設
け、「未就学児童のいる家庭」の入居を推進し、世代バランスの改善に努めて
きました。今後さらに資格要件を緩和し、より子育て世帯が入居しやすくする
とともに、既存の入居者についても子どもが中学卒業までは裁量階層世帯とす
るなどし、子育て世帯への支援を拡充していきます。
イ 高齢者等向けの住宅の整備
市営住宅では、近年一般世帯向けの間取りの多い住居を積極的に整備してきま
した。そのため、単身高齢者向けに提供できる住宅が少なく、単身高齢者向け
の住居の応募倍率は、一般世帯向けよりも高くなっています。 今後も、単身高
齢者世帯が増加することが見込まれますので、建替え等を行う場合は単身者向
けの住宅の整備を検討していきます。また、整備にあたっては、段差の解消な
どのバリアフリー化などの高齢者や障害者も利用しやすい施設の整備も併せて
検討します。さらに、既存の住宅については、高齢者等の低層階への移転促進
についても取り組んでいきます。

② 高齢化に伴う、階数の低い
住宅への住み替え推進

-

③ 指定管理者や福祉政策と連
携した高齢者等見守りの実施

ウ 指定管理者等との連携による高齢者対策
単身高齢者世帯が増加しているため、入居者うち75歳以上の単身高齢者を定期
訪問し相談等を行うライフサポート事業を指定管理者と連携して実施していま
す。さらに福祉部局とも連携し、入居者が地域から孤立しないような取り組み
を進めていきます。
また、鴨居ハイムで行っている、シルバーハウジングについても継続して実施

④ 火災や風水害被災者などへ
の一時使用による住宅の提供
などの有効活用

エ 政策空家の確保
団地の廃止、建替えや設備改善を行うにあたって、事業を円滑に進めるために
入居者が退去した住宅と入居募集を縮小し、空家を「政策空家」として確保し
ていきます。 また、これらの住宅の一部を火災等で住宅をり災した場合の被災
者の一時的な住居を提供するための住宅としても活用を図ります。

４ 適切な入居管理による公平性の確保

① 家賃滞納者への的確かつ厳
格な対応

オ 滞納対策の推進
家賃収納率は、高額滞納者への訴訟や納付指導センターによる早期の督促、訪
問督励などの取り組みにより、短期滞納者が減少するなどして現年度の収納率
は向上していますが、引き続き滞納者を発生させない取り組みや高額滞納者へ
の厳格な対応などにより、収納対策に取り組んでいきます。

② 高額所得者の明渡しの実施 -
③ 入居承継承認の適切な運用 -
④ 退去空家等の適切な管理 -

⑤ 空き駐車場の活用

カ 余剰地の活用
市営住宅として管理している土地には、跡地で隣地との境界が未確定なもの、
また使用している団地の中にも不要となった汚水処理施設などがあります。こ
ういった住宅として使用していない土地等は、普通財産として整理し適切な管
理処分を進めていきます。将来、廃止や統廃合で余剰となった土地について
も、市としてほかの用途での使用の検討や売却などにより有効に活用していき
ます。 また、近年、高齢者の増加や若者の車離れなどにより市営住宅に設置し
た駐車場の空き区画が増えてきています。空き区画が多い駐車場を平成24年度
からは入居者以外へ貸し出しを行い、さらに空きがあるところについてはコイ
ンパーキング事業者へ一括して貸し出しを行いました。駐車場についても地域
の財産として有効に活用していきます。

具体的な取組
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がバランスよく配置されていて耐震性が高く、過去の大地震においても極めて損

傷が少なく、構造に起因する建物の倒壊の例は出ていていません。 

一方、「ラーメン構造」の住宅では、「新耐震設計基準」以前の住宅に被害が出

ています。これらを踏まえ、昭和 56 年以前に建設された「ラーメン構造」の住

宅については、順次耐震診断を行い、耐震診断結果により今後の対策を進めてい

きます。 

 

①Ｌ字型の建物形状などの特殊な構造を有する住宅（浦郷改良アパート【実施済

み】） 

②１階がピロティなどで壁が少ないなど特殊な構造を有する住宅（本公郷改良ア

パート） 

③６階建以上の住宅（本公郷改良アパート） 

④５階建以下の「ラーメン構造」の住宅については、必要な診断等を実施してい

きます。（森崎アパート（一部（J,L,M,N,O,P,R,S,T,U 棟））、久里浜改良アパ

ート（一部（G,H,I 棟）） 

 

イ  耐震診断後の方針決定 

耐震診断の結果、耐震性のない住宅については、耐震補強工事を行うことで、

工事費用に見合った効果があり改修後 30 年以上設備等を含めて十分な住宅機能

が維持できる住宅以外は、原則として、解体します。 

また、２棟以下の小規模な住宅については、敷地内で建替え集約ができないた

め廃止し、３棟以上からなる団地については、入居者の状況、現在の住宅の劣化

度等を勘案しながら、団地内で複数棟を集約し、近隣の団地等も含めて統合を前

提に建替えを検討します。建替えにあたっては、高齢者の単身向け住宅の高いニ

ーズを考慮し、単身向け住宅を増やすとともに、住宅のバリアフリー化を図りま

す。なお、集約の結果生じた余剰な敷地等については有効活用を図ります。 

 

①耐震診断等の結果、耐震性が低く小規模な単独棟で敷地内建替え等ができない

住宅で費用対効果を考慮し廃止する住宅→浦郷改良アパート 

②耐震診断の結果、耐震性が低いと判定された場合、団地内で複数棟を集約する

か近隣の団地等も含めて統合を前提に建替えを行う住宅→耐震診断を実施した

住宅で耐震性が低いと判定された住宅 

 

ウ  旧耐震設計基準で建設された建物（ＲＣ・ＰＣ壁式）の老朽化度を検証し、集

約・統合を検討していく住宅（廃止含む） 

旧耐震基準で建設された建物については、躯体だけでなく設備面からも老朽化
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度を検証、さらに改修等の費用対効果を勘案し、集約統合を検討します。→浦賀

改良アパート、森崎アパート（J,L,M,N,O,P,R,S,T,U 棟を除く）、久里浜改良ア

パート（G,H,I 棟を除く）、金堀アパート、公郷アパート、追浜東町アパート、

阿部倉アパート、明浜改良アパート、長坂アパート、天神アパート（E､F,G,H,I 

棟）、岩瀬アパート、長井アパート（A,B,C 棟） 

  

（５）横須賀市公営住宅等長寿命化計画について 

「横須賀市公営住宅等長寿命化計画」（以下「長寿命化計画」という。）は、昭和 

40 年代後半に大量供給されたストックが更新時期を迎え、建替や計画的な修繕・

改善により長寿命化を図るものの判別など、効率的・効果的な事業計画に基づくス

トックマネジメントが要請されるようになり、長期活用を図るべき住棟について、

予防保全の観点からの中長期的な維持、修繕や改善の計画を定め、長寿命化による

更新コストの削減と事業量の平準化を図ることを目的として策定された。 

 

市営住宅にかかる長寿命化の基本方針として、長寿命化計画において次のとおり

定められている。 

○公営住宅等長寿命化計画 
【基本方針】 
１ ストックの状態の把握及び日常的な維持管理の方針 

・管理する公営住宅の整備、管理データを住棟単位で整理する。 
・公営住宅の定期点検を実施するとともに、予防保全的な維持管理を実施す

る。 
・公営住宅の住棟単位の修繕履歴データを整備し、随時履歴を確認できる仕組

みを整理する。 
 
２ 長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

・対症療法型の維持管理から、予防保全的な維持管理及び耐久性の向上等を図

る改善を実施することによって、公営住宅等の長寿命化を図る。 
・仕様のアップグレード等による耐久性の向上、予防保全的な維持管理の実践

による修繕周期の延長などによってライフサイクルコストの縮減を図る。 
・修繕標準周期に先だって定期点検を充実し、建物の老朽化や劣化による事故等

を未然に防ぐとともに、修繕や改善の効率的な実施につなげる。 
 
 

なお、長寿命化計画の計画期間は、2010 年度から 2021 年度までとされている。 

長寿命化計画の期間内に実施する修繕・改善事業の具体的な内容は、次の類型に

よるものとされている。 

 

【修繕対応】 

・標準修繕周期を踏まえて定期的な点検を行い、適切な時期に予防保全的な修繕を
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行うことで、居住性・安全性等の維持・向上を図り、長期的に活用する。 

＜実施内容＞ 

定期点検の充実、標準周期を踏まえた経常修繕の実施、駐輪場塗装、鉄部塗装、

給湯器改修等 

 

【居住性向上型】 

・地上デジタル波への平成 23 年 7 月の完全移行に伴い住戸ごとに設備改修を行い、

居住性を向上させる。 

＜実施内容＞ 

地上デジタル波対応 

 

【福祉対応型】 

・高齢者等が安心して生活することができるよう、共用部分のバリアフリー化とト

イレの洋式化を行う。 

＜実施内容＞ 

階段手摺設置、住戸・集会所のトイレの洋式化 

 

【安全性確保型】 

・消防法の改正により義務付けられている住戸内への火災警報器を設置し、安全性

を高める。 

・老朽化した鉄製の手摺をアルミ製に取替え、安全性能向上を図る。 

・旧耐震設計住宅（昭和 56 年以前に建設された住宅）の住宅の安全性を確認する。 

＜実施内容＞ 

火災警報器設置、ベランダ手摺改修、耐震診断 

 

【長寿命化型】 

・一定の居住性や安全性等が確保されており長期的な活用を図るべき住棟において、

耐久性の向上や、躯体への影響の低減、維持管理の容易性向上の観点から予防保

全的な改善を行う。 

・浴槽の段差解消のためユニットバスを導入するなど住戸の個別改善を図り、高齢

者等が安心して生活できるようにする。 

＜実施内容＞ 

外壁改修、屋上改修、ガス管改修、給排水管改修、電気設備改修、住戸の個別改

善 

 

なお、公営住宅等における建替事業の実施方針として、耐震診断の結果、耐震
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性のない住宅については、ＰＦＩ手法により、建替えを行うものとされている。 

市は、長寿命化計画に基づく修繕・改善事業を実施することにより、（図表 4Ⅰ-

3-4）のような維持管理による効果が期待されるとしている。 

 
（図表 4Ⅰ-3-4）長寿命化計画に基づく修繕・改善事業による効果 

①従来の対症療法型の維持管理から、定期的な点検を実施して公営住宅等スト

ックの状況を把握した上で、適切な時期に予防保全的な修繕及び耐久性の向

上等を図る改善を実施することで、公営住宅等の長寿命化が図られコスト縮

減につながる。 
②定期点検により現状を把握しながら適切な修繕及び改善を実施することで、

公営住宅等の安全性が確保される。 
③建設年度、立地等を踏まえ、重要度に応じた維持管理を実施することで、限

られた予算の中で効率的な維持管理を実施することができる。 
（出典：横須賀市公営住宅等長寿命化計画） 

 

以上のように、市では建物系の個別計画である「FM 戦略プラン」及び「公共

施設保全計画」が策定され、さらに市営住宅という個別施設に関して更新・再編

等の計画を規定した「市営住宅ストック総合活用計画」及び「公営住宅等長寿命

化計画」が存在する。 

これら諸計画は、社会経済状況の変化等に応じて見直しされてきているが、そ

れぞれの計画の進捗状況等については、「Ⅴ．公共施設マネジメントに関する計画

の進捗状況」で後述する。 

 

４ 市営住宅等の利用状況 

（１）現在の市営住宅の利用状況について 

① 各団地の入居率と廃止予定 

（図表 4Ⅰ-4-1）のとおり、2020 年 4 月 1 日現在の市営住宅全体の管理戸数は

4,862 戸であり、このうち 4,015 戸が入居しており、入居率が 82.6%となってい

る。 

浦郷改良アパートは、2021 年度に解体工事を行っており、住宅供給の用途は廃

止されている。また、池の谷戸住宅、田浦月見台住宅、長浦住宅及び大津住宅は、

平屋建ての市営住宅で多くの入居者が生活をしているが、市は住宅の老朽化を主

な理由として既に廃止決定がなされているか、もしくは今後廃止予定であるとし

ている。 

サンマリーナ汐入、田浦ふれあい住宅、アンシャンテ森崎、ウェルネス吉井、

サンクレスト野比、スタインシティー、TB ラ・コート津久井浜及びサニーガーデ

ン野比は、民間からの借上げ住宅であり、高い入居率を示しているが、市は借上

げに係る維持管理コストが高額であることを主な理由として今後廃止予定である
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としている。 

 
（図表 4Ⅰ-4-1）団地別の管理戸数、入居戸数及び入居率（2020 年 4 月 1 日現在） 
 

 

1 金堀アパート 150戸 139戸 92.7%

2 サンマリーナ汐入 16戸 16戸 100.0%

3 追浜東町アパート 60戸 53戸 88.3%

4 浦郷改良アパート 75戸 － －

5 日向アパート 116戸 111戸 95.7%

6 天神アパート 350戸 318戸 90.9%

7 池の谷戸住宅 20戸 12戸 60.0%

8 田浦月見台住宅 74戸 6戸 8.1%

9 長浦住宅 34戸 22戸 64.7%

10 田浦ふれあい住宅 5戸 2戸 40.0%

11 衣笠アパート 40戸 38戸 95.0%

12 アンシャンテ森崎 11戸 11戸 100.0%

13 森崎アパート 761戸 538戸 70.7%

14 本公郷改良アパート 330戸 226戸 68.5%

15 阿部倉アパート 290戸 266戸 91.7%

16 公郷アパート 70戸 69戸 98.6%

17 平作ハイム 161戸 149戸 92.5%

18 池上ハイム 77戸 75戸 97.4%

2020年4月1日現在

管理
戸数

入居
戸数

入居
率

No 管内 団地名

田浦

衣笠

本庁

追浜
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（出典：市営住宅課提供資料より監査人加工） 

 

② 空き戸数の状況 

2020 年 4 月 1 日現在の市営住宅全体としての管理戸数は 4,862 戸であるのに対

し、入居戸数が 4,015 戸（82.6%）であることから、空き戸数 847 戸（17.4%）で

あることが把握できる。 

以下の（図表 4Ⅰ-4-2）において、団地別の空き戸数と空き戸数としている理由

等を一覧に示す。 

総空き戸数 847 戸の空き家としている主な理由としては、政策空家が 578 戸

（68.2%）と最も大きな割合を占めている。次いで、募集途上にある空き家が 235

戸（27.7%）、事故物件等・その他事由による空き家が 34 戸（4.1%）となってい

る。 

政策空家のうち、浦郷改良アパートは 2021 年度中に解体工事が実施され、廃止

されることから政策空家に区分されている。本公郷改良アパートは現在建替事業

19 大津住宅 42戸 23戸 54.8%

20 岩瀬アパート 88戸 85戸 96.6%

21 立野アパート 117戸 101戸 86.3%

22 鴨居ハイム 160戸 148戸 92.5%

23 浦賀改良アパート 48戸 23戸 47.9%

24 早稲田ハイム 171戸 155戸 90.6%

25 ウェルネス吉井 10戸 10戸 100.0%

26 久里浜改良アパート 304戸 260戸 85.5%

27 明浜改良アパート 80戸 78戸 97.5%

28 八幡ハイム 280戸 257戸 91.8%

29 久里浜ハイム 165戸 149戸 90.3%

30 サンクレスト野比 16戸 14戸 87.5%

31 スタインシティー 17戸 15戸 88.2%

32 TBラ・コート津久井浜 17戸 15戸 88.2%

33 サニーガーデン野比 15戸 14戸 93.3%

34 長坂アパート 240戸 213戸 88.8%

35 長井アパート 122戸 102戸 83.6%

36 林ハイム 115戸 103戸 89.6%

37 武ハイム 51戸 45戸 88.2%

38 竹川ハイム 164戸 154戸 93.9%

4862戸 4015戸 82.6%

西

入居
率

2020年4月1日現在

管理
戸数

入居
戸数

合計

大津

浦賀

久里浜

北下浦

No 管内 団地名
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を実施して、本公郷ハイムを建設していることに伴い、本公郷ハイムには本公郷

改良アパートの入居者を優先的に移転させているため、政策空家となっている。

また、久里浜改良アパートは 2019 年度の耐震診断結果で耐震性能に問題があると

されたため、政策空家としているが、今後、耐震補強工事を実施することが決定

されたため、政策空家から外す方向で調整しているという。それ以外の住宅にお

ける政策空家は、主に老朽化に伴って将来的に廃止する予定であるため募集を停

止していることが要因である。 

 
（図表 4Ⅰ-4-2）団地別の空き戸数とその内訳（2020 年 4 月 1 日現在） 

 

 

政策
空家

募集中
事故
物件

その他

1 金堀アパート 11戸 － 11戸 0戸 0戸

2 サンマリーナ汐入 0戸 － － － －

3 追浜東町アパート 7戸 － 7戸 0戸 0戸

4 浦郷改良アパート 75戸 75戸 － － －

5 日向アパート 5戸 － 5戸 0戸 0戸

6 天神アパート 32戸 － 27戸 4戸 1戸

7 池の谷戸住宅 8戸 8戸 － － －

8 田浦月見台住宅 68戸 68戸 － － －

9 長浦住宅 12戸 12戸 － － －

10 田浦ふれあい住宅 3戸 － － － 3戸

11 衣笠アパート 2戸 － 1戸 1戸 0戸

12 アンシャンテ森崎 0戸 － － － －

13 森崎アパート 223戸 223戸 0戸 0戸 0戸

14 本公郷改良アパート 104戸 104戸 － － －

15 阿部倉アパート 24戸 － 22戸 2戸 0戸

16 公郷アパート 1戸 － － － 1戸

17 平作ハイム 12戸 － 11戸 1戸 0戸

18 池上ハイム 2戸 － 2戸 0戸 0戸

本庁

追浜

田浦

衣笠

No 管内 団地名

2020年4月1日現在

空き
戸数

空き戸数
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（出典：市営住宅課提供資料より監査人加工） 

 

（図表 4Ⅰ-4-2）中の「政策空家」とは、市営住宅の中で既に耐用年限を満了し

た住宅や近いうちに耐用年限を超える住宅、耐震性能に問題があるとされた住宅

等で今後、建替え・用途廃止等の決定がなされるまでの間、政策的に入居者募集

を行わず空家としているものである。政策空家は、入居者の退去により空室が発

生した場合には、新たな入居者募集は行わない。 

また、「事故物件」とは、市営住宅において入居者が自殺した場合や殺人事件が

あった場合、入居者が孤独死し発見が遅くなった場合、入居者が火災によって焼

死する事故等があった場合の修繕等対応中の住宅のことである。 

 

③ 募集・申込・応募状況 

2020 年度の市営住宅全体としての募集戸数は、101 戸であることに対し、入居

政策
空家

募集中
事故
物件

その他

19 大津住宅 19戸 19戸 － － －

20 岩瀬アパート 3戸 － 3戸 0戸 0戸

21 立野アパート 16戸 － 16戸 0戸 0戸

22 鴨居ハイム 12戸 － 11戸 1戸 0戸

23 浦賀改良アパート 25戸 25戸 － － －

24 早稲田ハイム 16戸 － 14戸 2戸 0戸

25 ウェルネス吉井 0戸 － － － －

26 久里浜改良アパート 44戸 44戸 － － －

27 明浜改良アパート 2戸 － － － 2戸

28 八幡ハイム 23戸 － 21戸 2戸 0戸

29 久里浜ハイム 16戸 － 16戸 0戸 0戸

30 サンクレスト野比 2戸 － － － 2戸

31 スタインシティー 2戸 － － － 2戸

32 TBラ・コート津久井浜 2戸 － － － 2戸

33 サニーガーデン野比 1戸 － － － 1戸

34 長坂アパート 27戸 － 24戸 1戸 2戸

35 長井アパート 20戸 － 20戸 0戸 0戸

36 林ハイム 12戸 － 10戸 2戸 0戸

37 武ハイム 6戸 － 6戸 0戸 0戸

38 竹川ハイム 10戸 － 8戸 1戸 1戸

847戸 578戸 235戸 17戸 17戸

2020年4月1日現在

空き
戸数

空き戸数

久里浜

北下浦

西

合計

No 管内 団地名

浦賀

大津
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申込者数は 555 者であり、応募倍率は 5.5 倍である。 

次の（図表 4Ⅰ-4-3）に、団地別の募集戸数、入居者申込者数及び応募倍率を示

す。 

応募状況に関しては、市営住宅の所在地（管内）によって倍率に違いが見られ

る。本庁や追浜地区、衣笠地区、大津地区、久里浜地区、北下浦地区は、比較的

高い倍率での競争になっているように見受けられる。一方で、西管内に所在する

市営住宅は軒並み募集定数を割っている。西管内の募集戸数が 29 戸であるのに対

し、申込者数 12 戸しかなく、応募倍率は 0.41 と低い水準となっている。 

 
（図表 4Ⅰ-4-3）団地別の募集戸数、申込者数及び応募倍率（2020 年度） 

 

1 金堀アパート 5戸 37戸 7.40
2 サンマリーナ汐入 － － －
3 追浜東町アパート 4戸 28戸 7.00
4 浦郷改良アパート － － －
5 日向アパート 2戸 3戸 1.50
6 天神アパート 9戸 13戸 1.44
7 池の谷戸住宅 － － －
8 田浦月見台住宅 － － －
9 長浦住宅 － － －

10 田浦ふれあい住宅 － － －
11 衣笠アパート 1戸 4戸 4.00
12 アンシャンテ森崎 － － －
13 森崎アパート － － －
14 本公郷改良アパート － － －
15 阿部倉アパート 7戸 13戸 1.86
16 公郷アパート 1戸 9戸 9.00
17 平作ハイム 3戸 63戸 21.00
18 池上ハイム 1戸 2戸 2.00

募集
戸数

申込
者数

応募
倍率

本庁

追浜

団地名

2020年度
No 管内

衣笠

田浦
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（出典：市営住宅課提供資料より監査人加工） 

 

（２）過去からの利用状況の推移について 

① 管理戸数・入居戸数の推移 

（図表 4Ⅰ-4-4）に、団地別の管理戸数に関する過年度推移の状況を示す。 

管理戸数の総数は、2016年度が 4,919戸であったが、2018年度に温泉谷戸住宅

（45 戸）等が廃止されたことで、2019 年度では 4,870 戸に減少している。 

また、2020 年度に浦郷改良アパート（75 戸）等が廃止されたことで、2021 年

度では 4,812 戸に減少している。 

 

 

 

  

19 大津住宅 － － －
20 岩瀬アパート 2戸 3戸 1.50
21 立野アパート 7戸 4戸 0.57
22 鴨居ハイム 4戸 39戸 9.75
23 浦賀改良アパート － － －
24 早稲田ハイム 6戸 10戸 1.67
25 ウェルネス吉井 － － －

26 久里浜改良アパート － － －

27 明浜改良アパート 2戸 26戸 13.00
28 八幡ハイム 7戸 113戸 16.14
29 久里浜ハイム 5戸 121戸 24.20
30 サンクレスト野比 － － －

31 スタインシティー 2戸 10戸 5.00
32 TBラ・コート津久井浜 3戸 35戸 11.67
33 サニーガーデン野比 1戸 10戸 10.00
34 長坂アパート 8戸 5戸 0.63
35 長井アパート 5戸 0戸 0.00
36 林ハイム 9戸 3戸 0.33
37 武ハイム 2戸 1戸 0.50
38 竹川ハイム 5戸 3戸 0.60

101戸 555戸 5.50

2020年度

募集
戸数

申込
者数

応募
倍率

合計

大津

浦賀

久里浜

北下浦

西

No 管内 団地名
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（図表 4Ⅰ-4-4）団地別の管理戸数の推移 

 
（出典：市営住宅課提供資料を監査人加工） 

 
（図表 4Ⅰ-4-5）に、団地別の入居戸数に関する過年度推移の状況を示す。入居

戸数の総数は、2016 年度が 4,416 戸であり、その後は年々減少傾向にあり、2019

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

大津住宅 1957 42 42 42 42 42 42
温泉谷戸住宅 1961 45 45 45 0 0 0
池の谷戸住宅 1961 20 20 20 20 20 20

長浦住宅 1961 34 34 34 34 34 34
田浦月見台住宅 1961 74 74 74 74 74 74

浦賀改良アパート 1964 48 48 48 48 48 48
久里浜改良アパート 1968 304 304 304 304 304 304

浦郷改良アパート 1969 75 75 75 75 75 0
森崎アパート 1971 761 761 761 761 761 761
金堀アパート 1973 150 150 150 150 150 150
公郷アパート 1974 70 70 70 70 70 70

本公郷改良アパート 1974 330 330 330 330 330 330
本公郷ハイム 2020 0 0 0 0 0 40

阿部倉アパート 1975 290 290 290 290 290 290
明浜改良アパート 1975 80 80 80 80 80 80
追浜東町アパート 1976 60 60 60 60 60 60

長坂アパート 1979 240 240 240 240 240 240
岩瀬アパート 1980 88 88 88 88 88 88
長井アパート 1982 122 122 122 122 122 122
衣笠アパート 1984 40 40 40 40 40 40
天神アパート 1984 350 350 350 350 350 350
日向アパート 1986 116 116 116 116 116 116

武ハイム 1987 51 51 51 51 51 51
立野アパート 1987 117 117 117 117 117 117

林ハイム 1988 115 115 115 115 115 115
竹川ハイム 1990 164 164 164 164 164 164

早稲田ハイム 1991 171 171 171 171 171 171
八幡ハイム 1993 280 280 280 280 280 280

田浦ふれあい住宅 1995 17 15 14 13 5 0
平作ハイム 1995 161 161 161 161 161 161

久里浜ハイム 1997 165 165 165 165 165 165
池上ハイム 1999 77 77 77 77 77 77

ウェルネス吉井 2001 10 10 10 10 10 0
サンマリーナ汐入 2001 16 16 16 16 16 16
サンクレスト野比 2003 16 16 16 16 16 16
スタインシティー 2005 17 17 17 17 17 17
アンシャンテ森崎 2006 11 11 11 11 11 11

TBラ・コート津久井浜 2007 17 17 17 17 17 17
サニーガーデン野比 2008 15 15 15 15 15 15

鴨居ハイム 2009 160 160 160 160 160 160
合計 戸数 4,919 4,917 4,916 4,870 4,862 4,812

管理戸数（各年度4月1日現在）

団地名
管理開始

年度
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年度で 4,112 戸、2020 年度で 4,015 戸、2021 年度では 3,873 戸まで減少してい

る。 

 

（図表 4Ⅰ-4-5）団地別の入居戸数の推移 

 
（出典：市営住宅課提供資料を監査人加工） 

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

大津住宅 1957 34 29 27 25 23 22
温泉谷戸住宅 1961 5 0 0 0 0 0
池の谷戸住宅 1961 17 16 15 13 12 11

長浦住宅 1961 29 27 24 23 22 21
田浦月見台住宅 1961 50 25 13 9 6 0

浦賀改良アパート 1964 25 25 25 23 23 22
久里浜改良アパート 1968 287 288 284 272 260 245

浦郷改良アパート 1969 0 0 0 0 0 －

森崎アパート 1971 673 632 600 562 538 515
金堀アパート 1973 141 143 143 142 139 138
公郷アパート 1974 66 66 68 68 69 66

本公郷改良アパート 1974 278 264 256 245 226 170
本公郷ハイム 2020 － － － － － 30

阿部倉アパート 1975 268 269 273 272 266 252
明浜改良アパート 1975 77 76 73 77 78 76
追浜東町アパート 1976 59 57 56 50 53 52

長坂アパート 1979 222 215 215 214 213 205
岩瀬アパート 1980 85 84 85 88 85 84
長井アパート 1982 115 111 111 106 102 102
衣笠アパート 1984 40 39 37 39 38 39
天神アパート 1984 338 335 330 324 318 317
日向アパート 1986 116 108 106 107 111 112

武ハイム 1987 46 47 45 45 45 45
立野アパート 1987 110 110 105 104 101 101

林ハイム 1988 104 110 110 109 103 101
竹川ハイム 1990 154 155 152 153 154 149

早稲田ハイム 1991 165 164 159 155 155 155
八幡ハイム 1993 269 265 265 262 257 248

田浦ふれあい住宅 1995 15 14 13 4 2 0
平作ハイム 1995 149 145 149 149 149 143

久里浜ハイム 1997 154 160 152 151 149 149
池上ハイム 1999 70 73 73 70 75 75

ウェルネス吉井 2001 10 10 10 10 10 0
サンマリーナ汐入 2001 16 16 16 16 16 11
サンクレスト野比 2003 16 16 16 15 14 14
スタインシティー 2005 17 16 15 17 15 16
アンシャンテ森崎 2006 11 9 10 11 11 11

TBラ・コート津久井浜 2007 17 16 17 17 15 16
サニーガーデン野比 2008 14 15 14 14 14 14

鴨居ハイム 2009 154 149 153 151 148 146
合計 戸数 4,416 4,299 4,215 4,112 4,015 3,873

団地名
管理開始

年度

入居戸数（各年度4月1日現在）
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次に、市営住宅の管理戸数総数に対する入居戸数総数及び入居率の推移に関す

る過年度推移の状況を（図表 4Ⅰ-4-6）に示す。 

また、（図表 4Ⅰ-4-7）に、団地別の入居率に関する過年度推移の状況を示す。 

 

（図表 4Ⅰ-4-6）市営住宅の総数に対する入居率の推移 

 
（出典：市営住宅概要より監査人作成） 

 

市営住宅全体としての入居率は、2016 年度から緩やかに減少が続き、2020 年

度）までの間に7.2ポイント、2021年度までの間には9.3ポイント減少している。 

 

  

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

管理戸数 4,919 4,917 4,916 4,870 4,862 4,812
入居戸数 4,416 4,299 4,215 4,112 4,015 3,873
入居率 89.8% 87.4% 85.7% 84.4% 82.6% 80.5%



145 

（図表 4Ⅰ-4-7）団地別の入居率の推移 

 
（出典：市営住宅課提供資料を監査人加工） 

 

次の（図表 4Ⅰ-4-8）に、団地別の空き戸数に関する要因別内訳数の推移を示す。 

政策空家の戸数は、2018 年 4 月 1 日現在では 468 戸であったものの、2019 年

同日では 528 戸、2020 年同日では 578 戸と増加している。 

団地別にみると、現在建替工事を行っている本公郷改良アパートでは、この 3

年間で 74戸、85戸、104戸と増加している。また、耐震診断の結果、耐震性能が

確認できなかった森崎アパートでは、161 戸、199 戸、223 戸と大きく増加してい

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

大津住宅 1957 81.0% 69.0% 64.3% 59.5% 54.8% 52.4%
温泉谷戸住宅 1961 11.1% 0.0% 0.0% － － －

池の谷戸住宅 1961 85.0% 80.0% 75.0% 65.0% 60.0% 55.0%
長浦住宅 1961 85.3% 79.4% 70.6% 67.6% 64.7% 61.8%

田浦月見台住宅 1961 67.6% 33.8% 17.6% 12.2% 8.1% 0.0%
浦賀改良アパート 1964 52.1% 52.1% 52.1% 47.9% 47.9% 45.8%

久里浜改良アパート 1968 94.4% 94.7% 93.4% 89.5% 85.5% 80.6%
浦郷改良アパート 1969 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% －

森崎アパート 1971 88.4% 83.0% 78.8% 73.9% 70.7% 67.7%
金堀アパート 1973 94.0% 95.3% 95.3% 94.7% 92.7% 92.0%
公郷アパート 1974 94.3% 94.3% 97.1% 97.1% 98.6% 94.3%

本公郷改良アパート 1974 84.2% 80.0% 77.6% 74.2% 68.5% 51.5%
本公郷ハイム 2020 － － － － － 75.0%

阿部倉アパート 1975 92.4% 92.8% 94.1% 93.8% 91.7% 86.9%
明浜改良アパート 1975 96.3% 95.0% 91.3% 96.3% 97.5% 95.0%
追浜東町アパート 1976 98.3% 95.0% 93.3% 83.3% 88.3% 86.7%

長坂アパート 1979 92.5% 89.6% 89.6% 89.2% 88.8% 85.4%
岩瀬アパート 1980 96.6% 95.5% 96.6% 100.0% 96.6% 95.5%
長井アパート 1982 94.3% 91.0% 91.0% 86.9% 83.6% 83.6%
衣笠アパート 1984 100.0% 97.5% 92.5% 97.5% 95.0% 97.5%
天神アパート 1984 96.6% 95.7% 94.3% 92.6% 90.9% 90.6%
日向アパート 1986 100.0% 93.1% 91.4% 92.2% 95.7% 96.6%

武ハイム 1987 90.2% 92.2% 88.2% 88.2% 88.2% 88.2%
立野アパート 1987 94.0% 94.0% 89.7% 88.9% 86.3% 86.3%

林ハイム 1988 90.4% 95.7% 95.7% 94.8% 89.6% 87.8%
竹川ハイム 1990 93.9% 94.5% 92.7% 93.3% 93.9% 90.9%

早稲田ハイム 1991 96.5% 95.9% 93.0% 90.6% 90.6% 90.6%
八幡ハイム 1993 96.1% 94.6% 94.6% 93.6% 91.8% 88.6%

田浦ふれあい住宅 1995 88.2% 93.3% 92.9% 30.8% 40.0% －

平作ハイム 1995 92.5% 90.1% 92.5% 92.5% 92.5% 88.8%
久里浜ハイム 1997 93.3% 97.0% 92.1% 91.5% 90.3% 90.3%

池上ハイム 1999 90.9% 94.8% 94.8% 90.9% 97.4% 97.4%
ウェルネス吉井 2001 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% －

サンマリーナ汐入 2001 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 68.8%
サンクレスト野比 2003 100.0% 100.0% 100.0% 93.8% 87.5% 87.5%
スタインシティー 2005 100.0% 94.1% 88.2% 100.0% 88.2% 94.1%
アンシャンテ森崎 2006 100.0% 81.8% 90.9% 100.0% 100.0% 100.0%

TBラ・コート津久井浜 2007 100.0% 81.8% 90.9% 100.0% 100.0% 100.0%
サニーガーデン野比 2008 93.3% 100.0% 93.3% 93.3% 93.3% 93.3%

団地名
管理開始

年度

入居率（各年度4月1日現在）
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る。さらに、老朽化が著しく廃止予定となっている平屋建て住宅（池の谷戸住宅、

田浦月見台住宅、長浦住宅及び大津住宅）においては募集停止としていることか

ら政策空家が増加している。 

 
（図表 4Ⅰ-4-8）団地別の空き戸数に関する要因別内訳数の推移 

 
（出典：市営住宅課提供資料より監査人加工） 

政策
空家

募集
中

事故
物件

その
他

政策
空家

募集
中

事故
物件

その
他

政策
空家

募集
中

事故
物件

その
他

1 金堀アパート － 6戸 1戸 0戸 － 8戸 0戸 0戸 － 11戸 0戸 0戸

2 サンマリーナ
汐入

－ － － － － － － － － － － －

3 追浜東町
アパート

－ 4戸 0戸 0戸 － 7戸 3戸 0戸 － 7戸 0戸 0戸

4 浦郷改良
アパート

75戸 － － － 75戸 － － － 75戸 － － －

5 日向アパート － 9戸 1戸 0戸 － 9戸 0戸 0戸 － 5戸 0戸 0戸
6 天神アパート － 16戸 4戸 0戸 － 21戸 4戸 1戸 － 27戸 4戸 1戸
7 池の谷戸住宅 5戸 － － － 7戸 － － － 8戸 － － －

8 田浦月見台
住宅

61戸 － － － 65戸 － － － 68戸 － － －

9 長浦住宅 10戸 － － － 11戸 － － － 12戸 － － －

10 田浦ふれあい
住宅

－ － － － － － － － － － － 3戸

11 衣笠アパート － 3戸 0戸 0戸 － 1戸 0戸 0戸 － 1戸 1戸 0戸

12 アンシャンテ
森崎

－ － － － － － － － － － － －

13 森崎アパート 161戸 － － － 199戸 － － － 223戸 0戸 0戸 0戸

14 本公郷改良
アパート

74戸 － － － 85戸 － － － 104戸 － － －

15 阿部倉
アパート

－ 17戸 0戸 0戸 － 17戸 1戸 戸 － 22戸 2戸 0戸

16 公郷アパート － － － － － － － － － － － 1戸
17 平作ハイム － 11戸 1戸 0戸 － 12戸 0戸 0戸 － 11戸 1戸 0戸
18 池上ハイム － 3戸 1戸 0戸 － 7戸 0戸 0戸 － 2戸 0戸 0戸
19 大津住宅 15戸 － － － 17戸 － － － 19戸 － － －

20 岩瀬アパート － 3戸 0戸 0戸 － 0戸 0戸 0戸 － 3戸 0戸 0戸
21 立野アパート － 12戸 0戸 0戸 － 12戸 0戸 1戸 － 16戸 0戸 0戸
22 鴨居ハイム － 7戸 0戸 0戸 － 9戸 0戸 0戸 － 11戸 1戸 0戸

23 浦賀改良
アパート

23戸 － － － 25戸 － － － 25戸 － － －

24 早稲田ハイム － 10戸 2戸 0戸 － 14戸 2戸 0戸 － 14戸 2戸 0戸
25 ウェルネス吉井 － － － － － － － － － － － －

26 久里浜改良
アパート

44戸 － － － 44戸 － － － 44戸 － － －

27 明浜改良
アパート

－ － － － － － － － － － － 2戸

28 八幡ハイム － 15戸 0戸 0戸 － 17戸 1戸 0戸 － 21戸 2戸 0戸
29 久里浜ハイム － 12戸 1戸 0戸 － 13戸 1戸 0戸 － 16戸 0戸 0戸

30 サンクレスト
野比

－ － － － － － － － － － － 2戸

31スタインシティー － － － － － － － － － － － 2戸

32 TBラ・コート

津久井浜
－ － － － － － － － － － － 2戸

33 サニーガーデン
野比

－ － － － － － － － － － － 1戸

34 長坂アパート － 20戸 3戸 2戸 － 22戸 2戸 2戸 － 24戸 1戸 2戸
35 長井アパート － 11戸 0戸 0戸 － 16戸 0戸 0戸 － 20戸 0戸 0戸
36 林ハイム － 4戸 0戸 1戸 － 5戸 1戸 0戸 － 10戸 2戸 0戸
37 武ハイム － 6戸 0戸 0戸 － 6戸 0戸 0戸 － 6戸 0戸 0戸
38 竹川ハイム － 9戸 2戸 1戸 － 9戸 1戸 1戸 － 8戸 1戸 1戸

468戸 178戸 16戸 4戸 528戸 205戸 16戸 5戸 578戸 235戸 17戸 17戸合計

2018年4月1日現在 2019年4月1日現在 2020年4月1日現在

No 団地名

空き戸数 空き戸数 空き戸数
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② 過年度の募集・申込・応募状況の推移 

年 2 回行っている定期募集の応募倍率は、最近年度では徐々に減少傾向にあり、

平成 29 年度からは 10 倍を下回っている。 

応募者総数は年々減少しており、建替えが終わり新規に提供する住宅が減った

ことから新築住宅への魅力や人気もおさまり、10 年前の水準と比較すると昨今で

は減少している。 

 

（図表 4Ⅰ-4-9）募集戸数・応募者数・応募倍率の推移 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 
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地区別の応募倍率は、比較的新しく交通の便も良い久里浜地区には多くの応募

がある一方で、 西地区や田浦地区など、応募数・倍率ともに低くなるなど大きく

偏りがあることがうかがえる。 

 

（図表 4Ⅰ-4-10）地区別の応募倍率の推移 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 
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本庁 7 53 7.57 2 17 8.50 4 20 5.00 6 76 12.67 8 55 6.88

追浜 2 30 15.00 0 0 0.00 3 15 5.00 12 49 4.08 21 107 5.10

田浦 0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

衣笠 33 337 10.21 39 478 12.26 28 211 7.54 39 304 7.79 21 87 4.14

大津 1 29 29.00 0 0 0.00 1 11 11.00 3 14 4.67 5 22 4.40

浦賀 18 120 6.67 25 125 5.00 16 154 9.63 24 154 6.42 25 197 7.88

久里浜 19 738 38.84 37 700 18.92 29 620 21.38 28 441 15.75 21 321 15.29

北下浦 2 28 14.00 1 49 49.00 1 25 25.00 3 41 13.67 4 48 12.00

西 22 53 2.41 31 52 1.68 35 116 3.31 35 44 1.26 30 32 1.07

合計 104 1,388 13.35 135 1,421 10.53 117 1,172 10.02 150 1,123 7.49 135 869 6.44

地区

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
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５ 市営住宅の駐車場 

（１）市営住宅駐車場 

公営住宅における駐車場は、公営住宅の入居者の共同の福祉のために必要な施設

（共同施設）として公営住宅法施行規則第 1 条第 6 号に掲げられている施設であ

る。 

駐車場の整備費用に関しては、国から一定の補助があるため、整備費用の総額か

ら国の補助を控除した残額が市の負担となる。 

2020 年 4 月 1 日現在の市営住宅の駐車区画総数は 1,614 区画であり、うち入居

者が使用することができる入居者用区画数は 1,481 区画、外部利用等区画数は 129

区画（行政財産目的外使用（外部貸し駐車場）：88 区画、行政財産貸付使用：41

区画）、その他の用途区画数（来客用等）は 4 区画である。利用の状況としては、

入居者用区画においては 937 区画（63.3％）、外部貸し駐車場は、43 区画

（48.9%）が使用されている状況である。 

市（指定管理者）は入居者用区画、外部利用等区画ともに、（図表 4Ⅰ-5-1、（図

表 4Ⅰ-5-2）のように駐車場台帳を作成して管理している。 

実際の駐車区画においては、これらの台帳をもとに封鎖物による駐車区画の解

除、封鎖を行っている。 

 

（図表 4Ⅰ-5-1）入居者用区画の駐車場台帳の例示（一部抜粋） 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 

 

  

天神アパート
駐車場
番号

備考 面積 使用料金 月額料金 台数

1
R2/7/14～
R2/10末解約

15.88 6.35 * 2.50 0 12,300 0

2 14.10 6.00 * 2.35 13,600 12,300 1

3 13.16 5.60 * 2.35 13,600 12,300 1
4 12.34 5.25 * 2.35 13,600 12,300 1

5 　 11.63 4.95 * 2.35 13,600 12,300 1
6 11.63 4.95 * 2.35 13,600 12,300 1

7 R3/7末 解約 11.52 4.90 * 2.35 0 12,300 0
8 R3/7末 解約 11.40 4.85 * 2.35 0 12,300 0

9 11.28 4.80 * 2.35 13,600 12,300 1
10 R1/10～新入居 11.28 4.80 * 2.35 13,600 12,300 1

11 11.16 4.75 * 2.35 12,100 11,200 1
12 11.05 4.70 * 2.35 12,000 11,100 1

13 来客用 10.93 4.65 * 2.35 0 11,000 0
14 10.93 4.65 * 2.35 11,800 11,000 1
15 10.81 4.60 * 2.35 11,700 11,000 1

面積計算
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（図表 4Ⅰ-5-2）外部貸し駐車場区画の駐車場台帳（一部抜粋） 

 
（出典：市営住宅課提供資料） 

通番
団地別

通番
Key 団地名

駐車区画
No

契約状況 通番
団地別

通番
Key 団地名

駐車区画
No

契約状況

1 1 36106 森崎アパート 106 ●空● 31 1 40001 平作ハイム 1 ●空●

2 2 36107 森崎アパート 107 ○ 32 2 40002 平作ハイム 2 ●空●

3 3 36108 森崎アパート 108 ○ 33 3 40003 平作ハイム 3 ●空●

4 4 36109 森崎アパート 109 ○ 34 4 40004 平作ハイム 4 ●空●

5 5 36110 森崎アパート 110 ○ 35 5 40005 平作ハイム 5 ○

6 6 36111 森崎アパート 111 ○ 36 6 40006 平作ハイム 6 ○

7 7 36158 森崎アパート 158 ●空● 37 7 40007 平作ハイム 7 ○

8 8 36159 森崎アパート 159 ●空● 38 8 40008 平作ハイム 8 ●空●

9 9 36160 森崎アパート 160 ○ 39 9 40055 平作ハイム 55 ●空●

10 10 36161 森崎アパート 161 ●空● 40 10 40056 平作ハイム 56 ●空●

11 11 36162 森崎アパート 162 ○ 41 1 41002 池上ハイム 2 ●空●

12 12 36163 森崎アパート 163 ●空● 42 2 41004 池上ハイム 4 ●空●

13 13 36164 森崎アパート 164 ○ 43 3 41013 池上ハイム 13 ●空●

14 14 36165 森崎アパート 165 ●空● 44 4 41015 池上ハイム 15 ●空●

15 15 36166 森崎アパート 166 ○ 45 5 41017 池上ハイム 17 ●空●

16 16 36167 森崎アパート 167 ○ 46 6 41019 池上ハイム 19 ●空●

17 17 36168 森崎アパート 168 ○ 47 7 41020 池上ハイム 20 ○

18 18 36169 森崎アパート 169 ●空● 48 8 41021 池上ハイム 21 ○

19 19 36170 森崎アパート 170 ○ 49 9 41023 池上ハイム 23 ○

20 20 36171 森崎アパート 171 保育課 50 1 74001 八幡ハイム 1 ○

21 21 36172 森崎アパート 172 保育課 51 2 74002 八幡ハイム 2 ○

22 22 36173 森崎アパート 173 保育課 52 3 74003 八幡ハイム 3 ○

23 23 36174 森崎アパート 174 保育課 53 4 74004 八幡ハイム 4 ●空●

24 24 36175 森崎アパート 175 保育課 54 5 74005 八幡ハイム 5 ○

25 1 38116 阿部倉アパート 116 ●空● 55 6 74006 八幡ハイム 6 ●空●

26 2 38117 阿部倉アパート 117 ●空● 56 7 74007 八幡ハイム 7 ○

27 3 38118 阿部倉アパート 118 ●空● 57 8 74008 八幡ハイム 8 ○

28 4 38119 阿部倉アパート 119 ○ 58 9 74009 八幡ハイム 9 ●空●

29 5 38120 阿部倉アパート 120 ○ 59 1 75001 久里浜ハイム 1 ○

30 6 38121 阿部倉アパート 121 ○ 60 2 75002 久里浜ハイム 2 ○
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（２）市営住宅駐車場の管理主体 

横須賀市の市営住宅における駐車場の管理は、市及び指定管理者が担っている。

従来は、市と自治会との間で契約がなされたうえで自治会が入居者へ貸し付けてい

るといった形態であったが、現在では市と入居者との間での直接の契約関係が成立

している。 

市営住宅の入居者が駐車場の使用を希望した際は、指定管理者に対し申込み（申

請）をし、指定管理者による審査を受けた上で市の許可を受けることになってい

る。また、入居者以外の者に対する貸付け（外部貸し）についても市及び指定管理

者のホームページにおいて公募受付公開をし、指定管理者が窓口となって、申込み

（申請）の受理、審査の手続を行った上で市が許可することになっている。 

指定管理者は、市営住宅駐車場の使用に際し、「駐車場使用許可書」を交付した

ときは、速やかに当該駐車区画に設置している封鎖物を撤去し、また、使用区画の

返還を受けたときは、速やかに市の指定する構造による封鎖物により、当該駐車区

画を封鎖すること、市営住宅駐車場の使用許可を取り消した駐車区画に対しては、

市の指定する日に当該駐車区画を封鎖するという対応をとることになっている。 

 

（３）市営住宅駐車場にかかる指定管理者の分担 

指定管理者が管理する市営住宅駐車場の範囲は「駐車場の貸付区画（コインパー

キング）を除き、すべての駐車区画」である。また、指定管理者が実施する業務と

しては、駐車場の維持・修繕業務、入居者等への貸出業務等、駐車場の外部貸補助

業務となっている。 

駐車場の維持・修繕業務では、次に掲げる事項について、月１回以上の現地確認

調査を実施し、その結果を市に報告をすることになっている。なお、現地確認調査

の結果、路面の補修や区画の線引き等の修繕工事を必要とする場合は、市と協議

し、「駐車場管理費」で対応することとなっている。 

① 使用状況 

② 団地ごとの使用台数及び使用料 

③ 路面・車止め等の設備の状況 

④ 来客用駐車場の使用状況 
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（４）市営住宅駐車場の設置状況について 

市営住宅の建築年度で見ると駐車区画数がゼロという団地もあり、借上げによる

供給方式を除けば、概ね 1950 年～60 年代にかけて建設された団地が多く、38 団

地ある中の 5 団地、1970 年～80 年代にかけて建設された団地も 3 団地あった。こ

れは、1950 年～60 年代は自動車の普及を予想せず、住宅戸数の確保を最優先に敷

地の活用がなされていたことによるものと考えられる。このため、駐車場としての

用地が確保されていない。 

次の（図表 4Ⅰ-5-3）は各市営住宅の管理戸数と駐車区画数、管理戸数に対する

駐車区画数の割合（設置率）と市営住宅の入居率を一覧にしたものである。 

市は 38 の市営住宅、管理戸数 4,862 戸を有しており、入居率は 82.6%にのぼる

が、駐車区画数は 1,614 台分、管理戸数に対する比率（設置率）は 33.2%である。
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（図表 4Ⅰ-5-3）市営住宅別の駐車場の状況

 
（出典：市営住宅課提供資料より監査人加工） 

2020年4月1日現在

1 金堀アパート 直営 150 2 1.3% 92.7%
2 サンマリーナ汐入 借上げ 16 0 0.0% 100.0%
3 追浜東町アパート 直営 60 34 56.7% 88.3%
4 浦郷改良アパート 直営 － － － －

5 日向アパート 直営 116 42 36.2% 95.7%
6 天神アパート 直営 350 86 24.6% 90.9%
7 池の谷戸住宅 直営 20 0 0.0% 60.0%
8 田浦月見台住宅 直営 74 0 0.0% 8.1%
9 長浦住宅 直営 34 0 0.0% 64.7%

10 田浦ふれあい住宅 借上げ 5 0 0.0% 40.0%
11 衣笠アパート 直営 40 14 35.0% 95.0%
12 アンシャンテ森崎 借上げ 11 0 0.0% 100.0%
13 森崎アパート 直営 761 230 30.2% 70.7%
14 本公郷改良アパート 直営 330 122 37.0% 68.5%
15 阿部倉アパート 直営 290 146 50.3% 91.7%
16 公郷アパート 直営 70 0 0.0% 98.6%
17 平作ハイム 直営 161 91 56.5% 92.5%
18 池上ハイム 直営 77 52 67.5% 97.4%
19 大津住宅 直営 42 0 0.0% 54.8%
20 岩瀬アパート 直営 88 13 14.8% 96.6%
21 立野アパート 直営 117 48 41.0% 86.3%
22 鴨居ハイム 直営 160 72 45.0% 92.5%
23 浦賀改良アパート 直営 48 0 0.0% 47.9%
24 早稲田ハイム 直営 171 77 45.0% 90.6%
25 ウェルネス吉井 借上げ 10 0 0.0% 100.0%
26 久里浜改良アパート 直営 304 107 35.2% 85.5%
27 明浜改良アパート 直営 80 31 38.8% 97.5%
28 八幡ハイム 直営 280 141 50.4% 91.8%
29 久里浜ハイム 直営 165 115 69.7% 90.3%
30 サンクレスト野比 借上げ 16 0 0.0% 87.5%
31 スタインシティー 借上げ 17 0 0.0% 88.2%
32 TBラ・コート津久井浜 借上げ 17 0 0.0% 88.2%
33 サニーガーデン野比 借上げ 15 0 0.0% 93.3%
34 長坂アパート 直営 240 0 0.0% 88.8%
35 長井アパート 直営 122 0 0.0% 83.6%
36 林ハイム 直営 115 52 45.2% 89.6%
37 武ハイム 直営 51 52 102.0% 88.2%
38 竹川ハイム 直営 164 87 53.0% 93.9%

4,862戸 1,614 33.7% 82.6%

入居率

北下浦

西

駐車
区画数

供給方式
直営

／借上げ
設置率

管理
戸数

追浜

田浦

衣笠

大津

浦賀

久里浜

No. 管内 団地名

本庁

合計
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（５）市営住宅駐車場の料金設定について 

入居者が支払うべき駐車場の使用料は、償却費、修繕費、管理事務費及び地代相

当額等から算出した金額を基準とし、市営住宅周辺の民間駐車場料金を基礎とし

て、市営住宅条例において規定されている。 

○市営住宅条例 
（駐車場の使用等） 
第 42 条 市長は、入居者等の使用に供するため、駐車場を設置する。 
2 前項に規定する駐車場を使用しようとする入居者等は、市長の許可を受けな

ければならない。この場合において、駐車場を使用することができる者は、次の

各号のいずれにも該当する者でなければならない。 
(1) 駐車場の使用料を支払うことができること。 
(2) 家賃を滞納していないこと。 
(3) 第 40 条第 1 項第 1 号、第 3 号、第 4 号及び第 7 号から第 9 号までのいず

れにも該当していないこと。 
3 駐車場の使用料は、別表第 3 に定めるとおりとする。 
4 市長は、特別の理由があると認めるときは、駐車場の使用料を減免し、又は

その徴収の猶予をすることができる。 
 
（駐車場の使用等の特例） 
第 42 条の 2 市長は、前条第 1 項の規定にかかわらず、駐車場の使用の現況に

照らして入居者等の使用を妨げない限度において、次の各号のいずれ

にも該当する入居者等以外の者に対して、地方自治法第 238 条の 4 第

7 項の規定により駐車場の使用を許可することができる。 
(1) 駐車場の使用料を支払うことができること。 
(2) その者の使用が公の秩序を乱し又は住民の生活の平穏を害する恐れがな

いこと 
(3) 市税を滞納していないこと。 
(4) 暴力団員でないこと。 

2 市長は、前項の規定により許可を受けた者から、近傍同種の駐車場の使用料

との均衡を勘案して別に定める額の使用料を徴収する。 
3 前条第 4 項の規定は、前項の使用料について準用する。 
4 市長は、前条第 1 項の規定にかかわらず、同条第 2 項及び第 1 項の規定によ

る使用の許可による駐車場の使用の現況に照らして、使用されない一団の駐車場

の区画がある場合において、近隣の需要及び地域の状況を勘案し、地域の活性化

や利便性の向上に資すると認められるときは、地方自治法第 238 条の 4 第 2 項

の規定により当該一団の駐車場の区画の貸付けを行うことができる。 
 
 

市営住宅条例第 42 条では、入居者等が使用する駐車場に関して規定されてお

り、使用料は別表第 3 で定めるものとされている。 

また、同条例第 42 条の 2 では、入居者等以外の者が使用する駐車場に関して規

定されており、近傍同種の駐車場の使用料との均衡を勘案して使用料を定めて徴収

するものとされている。 
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〇市営住宅条例別表第 3（第 42 条第 3 項関係） 

名称 

1 月当たりの使用料 
1 区画の面積が 11.25

平方メートル以上の

駐車場 

1 区画の面積が 11.25 平方メートル未満

の駐車場 

天神アパート 
円 

13,600 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

1,088 円を乗じて得た額 

日向アパート 12,200 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

976 円を乗じて得た額 

追浜東町アパート 14,300 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

1,144 円を乗じて得た額 

金堀アパート 11,900 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

952 円を乗じて得た額 

本公郷改良アパート 10,200 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

816 円を乗じて得た額 

衣笠アパート 10,200 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

816 円を乗じて得た額 

池上ハイム 9,100 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

728 円を乗じて得た額 

阿部倉アパート 7,500 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

600 円を乗じて得た額 

平作ハイム 9,700 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

776 円を乗じて得た額 

森崎アパート 10,200 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

816 円を乗じて得た額 

岩瀬アパート 11,900 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

952 円を乗じて得た額 

立野アパート 9,200 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

736 円を乗じて得た額 

早稲田ハイム 9,000 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

720 円を乗じて得た額 

鴨居ハイム 8,900 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

712 円を乗じて得た額 

八幡ハイム 11,800 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

944 円を乗じて得た額 

明浜改良アパート 12,200 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

976 円を乗じて得た額 

久里浜改良アパート 12,200 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

976 円を乗じて得た額 

久里浜ハイム 12,200 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

976 円を乗じて得た額 

林ハイム 7,200 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

576 円を乗じて得た額 

武ハイム 6,900 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

552 円を乗じて得た額 

竹川ハイム 6,300 
1 区画の面積に 1 平方メートル当たり

504 円を乗じて得た額 

※使用料の額に 100 円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 
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駐車場使用料の改定に関しては、市営住宅条例及び市営住宅条例施行規則に沿っ

て、市営住宅駐車場の適正な管理及び運営に必要な事項として「市営住宅駐車場管

理事務処理要領」が定められている。 

本要領の第６章で、駐車場使用料の改定等に関して規定されている。 

 

○市営住宅駐車場管理事務処理要領 

第６章  駐車場使用料の改定等 

１ 市営住宅駐車場使用料算定に伴う調査については、公有財産規則による使用料の

改定の時期とあわせ、すべての駐車場を対象として行うものとする。 

２ １の改定にかかわらず、経済事情の変動等により使用料を改定する必要があると

認める場合は、調査を行うことができる。 

３ 調査の方法は、市営住宅周辺の民間駐車場の料金を現地調査及び電話等による聞

き取りによって指定管理者が調査するものとし、当該料金調査の結果、さらに詳細

な算定金額の確認が必要な場合は、市が再調査を行うものとする。 

４ 料金調査は、各市営住宅駐車場の中心から半径２キロメートル以内の近傍民間駐

車場を３か所以上抽出して行うものとし、抽出にあたっては、原則として前回調査

個所を選定するものとする。 

５ 調査は、次の各号に定める項目について調査を行うものとし、調査結果及び調査

位置図を添付して、市営住宅課に提出するものとする。 

（１）設置個所 

（２）設置規模（台数） 

（３）整備形状 

（４）管理者名 

（５）連絡先 

（６）月額料金 

６ 使用料の改定は、「公の施設の使用料に関する基本方針（令和元年７月）」に基づ

き、原則として調査結果に基づく民間駐車場の料金の平均値との均衡を勘案し、設

定するものとする。ただし、現行の駐車場使用料に対し大幅に増額となる場合は、

激変緩和措置として料金の値上げ幅については2,000円を限度とする。 

７ 第３章の６に定める外部貸駐車場使用に係る使用料（以下「外部貸駐車場使用

料」という。）は、上記６により算出する。ただし、すでに外部貸駐車場の使用を開

始している住宅にあっては、上記６により算出した使用料が、改正前の外部貸駐車

場使用料を下回る場合は、その額（改正前の外部貸使用料）を据え置くことができ

る。 
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駐車場使用料の詳細に関しては、後述「Ⅲ 施設使用料の設定と債権管理」の

「１ 施設使用料の設定」、「（２）駐車場使用料について」を参照されたい。 

 

６ 運営体制 

（１）都市部市営住宅課の概要 

市営住宅の運営は、横須賀市都市部市営住宅課において行われている。都市部

は、6 つの課に分かれ、市営住宅課、都市計画課、まちなみ景観課、公共建築課、

開発指導課及び建築指導課から構成されている。 

また、市営住宅課は、3 つの係に分かれており、総務企画係、管理供給係及び家

賃対策係に分掌される。市営住宅課の人員としては、17 名体制であり、正規職員 

13 人 及び会計年度任用職員 4 人で業務に当たっている。 

横須賀市都市部市営住宅課の主な業務は、以下のとおりである。 

 
◆横須賀市都市部市営住宅課の主な業務 

(1)市営住宅の供給並びに家賃の決定及び徴収に関すること。 
(2)高齢者向け優良賃貸住宅等に関すること。 
(3)市営住宅の用地の整理に関すること。 
(4)市営住宅の管理に関すること。 
 

 

（２）指定管理者 

① 指定管理者制度 

指定管理者とは、「地方自治法」第 244 条の第２項以下に規定されており、公の

施設の設置の目的を効果的に達成するため、必要があると認めるときに、条例の

定めるところにより、地方公共団体が指定をして当該公の施設の管理を行わせる

法人その他の団体のことである。 

指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとされ、条例には、指定管理者の

指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲、その他必要な事項を

定めるものとされている。 

指定管理者へのモニタリングに関しては、「地方自治法」第 244 条の２第 10 項

において規定されており、「指定管理者の管理する公の施設の管理の適正を期する

ため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、

実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。」と規定している。ま

た、同条第 11 項では、「指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定

管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り

消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。」

としている。 
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② 市営住宅における指定管理者制度 

市営住宅に関しては、指定管理者の指名を行い、一般社団法人かながわ土地建

物保全協会が指定管理者として指定されている。 

市の指定管理者制度の概要は、次のとおりである。 

 

（図表 4Ⅰ-6-1） 市の指定管理者制度の概要 

根拠 市営住宅条例第 3 条の 2 
指定管理者制度の開始時期 2006 年 4 月～ 
指定期間 4 年間（2022 度よりは 5 年間） 

指定管理者の業務内容 

①市営住宅等の一般管理 
②市営住宅等の工事・修繕及び整備と同業務に伴う

調整業務 
③市営住宅等の施設設備等の保守管理 
④市営住宅の入居者募集に関する業務 
⑤市営住宅の家賃関係業務 
⑥市営住宅の駐車場管理業務 
⑦災害時の市営住宅等一時使用業務 
⑧月次報告書・事業報告書 
⑨指定管理者独自の提案業務 

（出典：市営住宅課提供資料より監査人作成） 

 

（図表 4Ⅰ-6-2） 指定管理者の概要 

指定管理者の名称 一般社団法人かながわ土地建物保全協会 
指定管理者の所在地 神奈川県横浜市中区日本大通 33 番地 

（出典：市営住宅課提供資料より監査人作成） 

 

（図表 4Ⅰ-6-3） 指定管理者の募集及び選定方法 

指定管理者の募集方法 公募公募（市営住宅条例第 3 条の 3） 
指定管理者の選定方法 内部職員 5 名の合議による選定 

（出典：市営住宅課提供資料より監査人作成） 

 

横須賀市は、横須賀市営住宅等指定管理者との間で「横須賀市営住宅等指定管

理業務基本協定書」（以下「基本協定書」という。）を締結している。基本協定は、

指定管理者が市営住宅等の指定管理業務を実施する上で必要な事項が定められて

いる。また、指定管理者の指定期間を協定期間としており、現行の「基本協定書」

における協定期間は、2018 年 4 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日までである（基本協

定書第 6 条）。 
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「基本協定書」において指定管理者の管理業務の範囲は、以下のように規定さ

れている。 

 
〇横須賀市営住宅等指定管理業務基本協定書（抜粋） 

 
また、「基本協定書」の附属書類として「横須賀市営住宅等の管理業務等処理要

領」（以下「処理要領」という。）がある。 

「処理要領」は、市が管理する市営住宅、その付帯施設及び市営住宅跡地の管

理の効率化と円滑化を図るため、指定管理者が実施する管理業務の細目や満たさ

なければならない条件等が示されている（基本協定第７条第２項）。指定管理者は、

「処理要領」に基づき市と協議しつつ計画的に管理業務の実施を行うものとされ

ている。 

指定管理者は、市に対して「横須賀市市営住宅等指定管理業務基本協定」に基

づいて、毎月、管理業務の運営状況の報告を行っている。 

具体的な指定管理者による事業報告は、毎月「令和 2 年●月分指定管理者業務

報告書」として、以下の内容が事業報告されている。 

 

ⅰ）一般管理業務の事業報告 

市営住宅等の巡回目視点検に関して実施した内容及びその結果、高齢単身者へ

の個別訪問に関して実施した内容、防火管理業務、災害及び事故の状況の調査報

告、要望・苦情・相談等の処理に関して具体的な受理内容や処理経過の状況、申

請書・申出書等の受付処理の状況、明渡し住宅の立会・調査の状況、入居者デー

タの更新状況、警察への被害届等補助業務に関する報告、行政財産及び普通財産

使用許可申請受付業務に関する報告がなされている。 

 

（管理業務の範囲）
第７条　乙が管理を行なう市営住宅等の業務（以下「管理業務」という。）の範囲は、
次に掲げるとおりとする。

（１）市営住宅等の一般管理に関すること。
（２）市営住宅等の工事、修繕及び整備、これに付随する調整業務等に関すること。
（３）市営住宅等の施設設備等の保守管理に関すること。
（４）市営住宅の入居者募集に関すること。
（５）市営住宅の入居者の退去に関すること。
（６）市営住宅の家賃関係業務に関すること。
（７）市営住宅の駐車場管理業務に関すること。
（８）市営住宅等の火災等の緊急時の対応に関すること。
（９）災害時等の市営住宅等一時使用業務に関すること。
（10）月次報告書・事業報告書の提出に関すること。
（11）乙の自主事業に関すること。
（12）その他甲乙が協議して別途定めた事項に関すること。
２ 前項各号に掲げる業務の細目及び乙が管理業務を実施するにあたって満たさなけれ
ばならない条件等は、処理要領等で示すものとする。
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ⅱ）修繕業務の事業報告 

小破修繕、空家修繕、緊急修繕、樹木等管理、家財撤去、駐車場対策等の件数

及び執行金額等が実績報告されている。 

 

ⅲ）入居者募集事務の事業報告 

募集案内・申込書の作成及び配布の状況、入居申込者の相談・入居申込書受理

の状況、抽選実施の結果、資格・優遇倍率等審査の状況、入居候補者名簿の作

成、入居説明会の開催状況、入居手続・鍵渡し等の状況、各種書類の保管状況、

入居決定者・自治会長との連絡調整の結果等の実績報告がなされている。 

 

ⅳ）家賃関係業務の事業報告 

収入申告書の作成・発送の状況、収入申告書記載内容の確認結果、家賃情報の

入力・管理の状況、収入認定・家賃決定通知の状況、収入認定通知・家賃決定通

知の照会結果、収入再認定の状況、家賃の収納状況、過誤納金の還付・充当の状

況、口座振替結果の状況等の実績が報告されている。 

 

ⅴ）駐車場業務の事業報告 

駐車場新規受付件数、駐車場使用受付件数、駐車場保管場所使用承諾証明書発

行件数、駐車場明渡し指導件数、駐車場返還届出件数、駐車場の利用状況、駐車

場使用料の件数及び金額等、駐車場巡回の実施結果、要望・苦情・相談等の処理

状況、外部貸し駐車場の状況等の実績が報告されている。 

指定管理者の相談窓口には多数の苦情や相談が寄せられるようになっている。

指定管理者による受付管理の状況は、月次の指定管理者業務報告書中の『（５）

要望・苦情・相談等の処理』において市へ報告されている。 

 

（３）市営住宅等の管理 

公営住宅は、自治体における公の施設であり、指定管理者による管理運営ができ

る。従来、公の施設のうち自治体が直接管理しなければならないもの以外は、外郭

団体等への管理委託により運営されていた。 

自治体が直営で管理する方式の他、管理委託、指定管理者制度、PFI を活用した

管理方式などがある。 

現在の市営住宅の管理は、横須賀市都市部市営住宅課及び指定管理者が担ってい

る。 

市営住宅においては、2005 年度までは管理委託方式により運営されてきたが、

2006 年度に指定管理者制度が導入されている。いずれも施設の設置目的や性格か
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ら管理の代行者を特定することが適当であり、厳格な個人情報管理が要請される施

設であると考えられる。 

指定管理者制度は、民間の能力を活用することにより、公の施設の管理運営をよ

り適正かつ効率的に行うことを目的として、地方自治法の改正により、導入された

制度である。 

市と指定管理者は、市営住宅等の管理業務の各年度の業務内容及び管理業務の指

定管理料を定めることを目的に、「市営住宅等の管理に係る年度協定書」（以下「年

度協定書」という。）を締結している。 

横須賀市の市営住宅管理における業務分担は、次の表のようになっている。な

お、業務分担（責任分担、費用分担）に関しては、公営住宅法等の法令の規定に基

づく他、協定書及び管理業務等処理要領等において定められている。 
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（図表 4Ⅰ-6-4）市と指定管理者の主な業務分担 

 
（出典：市営住宅課提供資料より監査人作成） 

 
市営住宅に対しては、横須賀市が自ら行う業務と指定管理者が行う業務に大別さ

れる。市が行っている業務は、主に入居手続や入居者からの各種申請、届出等に関

する承認や決定に関すること、使用料の算定及び決定に関すること、施設及び設備

管理に関することである。 

 

  

横須賀市 指定管理者

募集手続 ○

入居手続 決定 ○

各種申請・届出等手続 決定等 ○

相談・苦情対応 △ ○

退去手続 ○

収入申告手続 ○

使用料算定及び決定 ○

収納手続 収納 ○

納付指導（督促） ○

法的措置（強制執行等） ○

施設（土地及び建物）関係
設備関係

○ 巡視

小破修繕工事 ○

空き家修繕工事 ○

緊急修繕工事 ○

付帯工事 ○

家財撤去 ○

樹木等管理 ○

保守点検等管理 ○

その他の修繕工事等 双方協議 双方協議

使用・貸出手続 審査・決定 ○

巡視・維持・修繕 ○

収納手続 収納 ○

納付指導（督促） ○

業務内容

入居者管理

駐車場管理

維持修繕

使用料管理
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ここで、指定管理者が業務を担っている維持修繕の内容に関して説明しておく。 

 

〇小破修繕工事：必要性や緊急性、費用負担を考慮し、速やかに実施する小規模

で軽易な修繕工事 

〇空家修繕工事：次の入居者が快適に使用できるように実施する入居者の退去に

ともなう修繕工事 

〇緊急修繕工事：火災等による復旧工事、安全確保のための緊急修繕、駐輪場の

鉄部塗装を中心とした予防修繕、市営住宅等敷地内にある側溝

清掃及び害虫駆除を含み小破修繕工事及び空家修繕工事のいず

れにも該当しない修繕工事 

〇付帯工事：各種修繕工事に関連する工事で市が別に指示した工事 

 

なお、市営住宅の管理主体として、市営住宅ごとに自主管理を目的として結成さ

れている自治会がある。自治会に関しては、（４）で詳述する。 

 

（４）自治会について 

市営住宅では、それぞれの団地内で入居者を構成員として「自治会」と呼ばれる

コミュニティを形成し、自主活動により、共用部分の維持管理や地域活動を行って

いる。入居者には原則加入を求めており、市営住宅に入居する者及び地域住民が、

豊かで住みよいまちづくりを目指して、団地及び地域における様々な問題解決に取

り組むとともに、住民の連帯意識の向上に努めている任意の団体である。 

横須賀市では「入居のしおり」の中で、『快適な共同生活を送るために、多くの

団地では自治会がつくられ自主的な活動を行っています。主な自治会活動として

は、共用部分の清掃、入居者相互の連絡、共益費（共用部分の電気・上下水道料金

等）の徴収・管理などがあります。 自治会は、住民相互の親睦と団地の環境整備

を行い、住み良い快適な生活を送るための組織ですので、必ず自治会に加入し、積

極的に自治会活動への参加と協力をお願いします。』と記載されている。また、自

転車置場や集会室、団地内の除草等の管理も自治会が行うものとされている。 

昨今、入居者の高齢化の進行等により、活動の担い手が不足することに加え、自

治会への参加を拒む入居者があるなど、活動の低下がみられる。 

従来は、自治会による活発な活動により、団地内のコミュニティによって様々な

諸課題や諸問題が解決できてきたが、最近ではその機能低下により入居者間のトラ

ブルに発展することも多くなっているという。 

現地視察の結果でも触れるが、駐輪場の不法占拠問題や違法駐車などの諸問題

は、まずは地域に根ざした自治会によって解決されるべきことであると考えられる

が、それも難しくなってきたというように感じられる。 
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７ 事業予算及び決算の概要 

市の市営住宅事業の予算及び決算は、市が作成している歳出歳入決算書等から把

握できる。市は、既存の市営住宅の運営管理業務に加えて、2019 年度及び 2020

年度においては「本公郷改良アパート建替事業」を実施しており、公営住宅建設事

業費等の歳出が発生している。 

歳入面では、市営住宅の入居者から市営住宅使用料（家賃）や駐車場利用収入等

を収納している。 

市営住宅課が所管する市営住宅事業における 2020 年度の歳出及び歳入予算額及

び決算額は、次のとおりである。 

 
（図表 4Ⅰ-7-1）2020 年度の歳出予算額及び決算額 

 
  （出典：市営住宅課提供資料より監査人作成） 

単位：百万円

事業別　歳出
2020年度
予算額

2020年度
決算額

給与費 68 73

市営住宅運営事業費 158 140

市営住宅指定管理事業費 310 309

市営住宅改修事業費 136 125

市営住宅等用地整理事業費 9 7

外壁等改修事業費 286 237

解体事業費 103 0

特定優良賃貸住宅供給事業費 1 1

高齢者向け優良賃貸住宅供給事
業費

12 12

訴訟関係事務費 5 1

住宅管理費　計 1,089 904

本公郷改良アパート建替事業費 1,170 1,117

公営住宅建設事業費　計 1,170 1,117

歳出　合計額 2,259 2,022

※給与費には、非常勤報酬、会計年度任用職員給を含んでいない。
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（図表 4Ⅰ-7-2）2020 年度の歳入予算額及び決算額 

 
（出典：市営住宅課提供資料より監査人作成） 

 

上表より、市営住宅事業の 2020 年度予算における歳入合計額が 2,778 百万円に

対し、歳出合計額 2,259 百万円であり、歳入歳出の差額は 519 百万円（公債の償還

及び利息支出を除く。）である。 

一方、市営住宅事業の 2020 年度決算における歳入合計額が 2,563 百万円に対

し、歳出合計額 2,022 百万円であり、歳入歳出の差額は 541 百万円（公債の償還及

び利息支出を除く。）である。 

次に、市営住宅事業における直近 5 か年度の歳出及び歳入決算額は、次の（図表

4Ⅰ-7-3）及び（図表 4Ⅰ-7-4）のとおりである。 

  

単位：百万円

事業別　歳入
2020年度
予算額

2020年度
決算額

市営住宅使用料 1,108 1,067

　（市営住宅家賃） 992 964

　（駐車場使用料） 116 103

市営住宅賃貸借証明
等手数料

0 0

耐震改修促進事業費
補助

46 36

公的賃貸住宅家賃対
策補助

56 49

既設公営住宅改修事
業費補助

182 89

市営住宅建設事業費
補助

727 738

貸地料 10 10

雑入 18 14

公営住宅整備事業費
公債

632 560

歳入　合計額 2,778 2,563
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（図表 4Ⅰ-7-3）市営住宅事業の直近５か年度の歳出決算額 

   
（出典：市営住宅課提供資料より監査人作成） 

 

  

単位：百万円

事業別　歳出
2016年度
決算額

2017年度
決算額

2018年度
決算額

2019年度
決算額

2020年度
決算額

給与費 107 112 101 90 73

市営住宅
運営事業費

147 154 148 151 140

市営住宅
指定管理事業費

288 308 306 314 309

市営住宅
改修事業費

231 154 290 52 125

市営住宅等
用地整理事業費

5 6 6 6 7

外壁等改修事業費 0 0 0 90 237

解体事業費 0 0 0 0 0

特定優良賃貸住宅
供給事業費

9 6 4 2 1

高齢者向け優良賃貸住宅
供給事業費

12 12 12 12 12

訴訟関係事務費 1 2 0 1 1

住宅管理費　計 799 753 867 718 904

本公郷改良アパート
建替事業費

0 0 0 457 1,117

公営住宅建設事業費　計 0 0 0 457 1,117

歳出　合計額 799 753 867 1,175 2,022

※給与費には、非常勤報酬、会計年度任用職員給を含んでいない。
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（図表 4Ⅰ-7-4）市営住宅事業の直近５か年度の歳入決算額 

 
（出典：市営住宅課提供資料より監査人作成） 

 

上表より、公債の償還及び利息支出を除く、歳入歳出の差額を算出したものが、

（図表 4Ⅰ-7-5）である。 

 
（図表 4Ⅰ-7-5）市営住宅事業の直近５か年度の歳入歳出決算 

 
（出典：市営住宅課提供資料より監査人作成） 

単位：百万円

事業別　歳入
2016年度
決算額

2017年度
決算額

2018年度
決算額

2019年度
決算額

2020年度
決算額

市営住宅使用料 1,117 1,099 1,085 1,059 1,067

　（市営住宅家賃） 1,006 992 983 962 964

　（駐車場使用料） 111 108 102 97 103

市営住宅賃貸借
証明等手数料

0 0 0 0 0

耐震改修促進
事業費補助

6 18 15 23 36

公的賃貸住宅
家賃対策補助

58 57 54 53 49

既設公営住宅改修
事業費補助

88 43 91 41 89

市営住宅建設
事業費補助

0 0 0 293 738

貸地料 5 5 5 6 10

雑入 14 14 10 8 14

公営住宅整備
事業費公債

74 59 160 216 560

県支出金 5 2 1 1 0

歳入　合計額 1,367 1,297 1,421 1,700 2,563

単位：百万円

2016年度

決算

2017年度

決算

2018年度

決算

2019年度

決算

2020年度

決算
歳入合計額 1,367 1,297 1,421 1,700 2,563
歳出合計額 799 753 867 1,175 2,022
歳入歳出差額 568 544 554 525 541
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８ 市営住宅の事業規模 

（１）市営住宅の供給戸数と人口等の推移について 

① 経年推移 

（図表 4Ⅰ-8-1）は、戦後から現在に至るまでの横須賀市の人口や世帯数、市営

住宅（改良住宅等を含む。）の供給戸数との関係を示したものである。 
 
（図表 4Ⅰ-8-1）横須賀市の人口・世帯数と市営住宅供給戸数の推移 

 
（出典：市営住宅課提供データより監査人作成） 

 
横須賀市の人口は、戦後 20 万人程度であったが、その後 1965 年には 31 万 7千

人、1990 年には 43 万 3 千人となり、この頃にピークを迎えた。次第に人口は減

少傾向となり、2000 年には 42 万 9 千人、2010 年には 41 万 8 千人、2020 年には

38 万 9 千人となり、40 万人を下回った。 

 また、世帯数を見ると、戦後 4 万 6 千世帯であったが、その後は人口と同様

に増加を続ける。1965 年には 7 万 9 千世帯、1990 年には 13 万 9 千世帯となっ

た。人口は 1990 年頃から減少に転じるが、世帯数はなおも増加を続け、2000 年

には 15 万 6 千世帯、2010 年には 16 万 4 千世帯、2020 年には 16 万 7 千世帯とい
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まだに増加傾向にある。 

このことは、人口は減少しているものの、単身世帯の増加、夫婦世帯の増加、

子どもの人数の減少が要因と考えられる。今後、2035 年までは単身世帯の増加等

の理由から、世帯数の増加傾向は続くものと考えられる。 

一方、市営住宅の供給量は 1965 年度では 1,994 戸であったが、その後、1970

年代にかけて住宅供給量は急増し、1970 年度では 2,817 戸、1975 年度では 3,740

戸、1980 年度では 4,171 戸となった。実に、1970 年代のみで 1,354戸増加したこ

とになる。 

その後も、増加は続き、1985年度には 4,276戸、1990年度には 4,452戸、1995

年度には 4,636 戸、2000 年度には 4,851 戸、2010 年度には 4,942 戸とピークとな

った。 

2010 年度以降は供給量の増加は見られず、微減が続き、2020 年度現在では

4,862 戸となっている。 

 

② 歴史的経緯 

横須賀市は、1907 年（明治 40 年）の市制施行から、わが国最大の軍港都市と

して発展してきている。第 2 次世界大戦の終戦により、軍港としての使命を失っ

たことで軍事産業からの転換を迫られ、あわせて市内への海外引揚者等の流入な

どで住宅不足に直面した。国は、県や市に対して賃貸住宅の供給を構想し、実際

に 1945 年の住宅緊急措置令を受け、軍事建物や民間会社の遊休物件による転用住

宅が設置された。実に、1945 年中に横須賀海軍工廠や第 1 海軍技術廠等を中心に

転用住宅が設置されている。 

さらに、1950 年には旧軍港市転換法の適用を受け、地方公共団体が医療施設、

社会事業施設、引揚者の寮，学校等の用地に旧軍用地を利用する場合には国はそ

の設置者に対して旧軍用地を譲与又は時価の 5 割以内において減額した価格で譲

渡できるようになり、市内に広大な面積を占める旧軍用地の一部を市営住宅用地

として利用できる機会が作られたのである。これに基づいて設置されたのが、日

向アパート （旧海軍運輸部）、八幡ハイム（旧久里浜住宅：旧海軍軍需部二四課

地帯）、天神アパート（旧追浜住宅：旧海軍天神用地)、平作ハイム（旧池上アパ

ート：旧横須賀海軍工廠池上工員宿舎）、久里浜ハイム（旧久里浜アパート：旧海

軍工作学校）、池の谷戸住宅（旧第２海軍航空廠補給部池の谷戸工員宿舎）、長浦

住宅 （旧海軍軍需部長浦宿舎）等である。 

その後、市は 1955 年に住宅公社を設立し、より積極的に住宅用地の確保にあた

った。住宅公社は市への新たな住宅用地の提供を使命としており、立野住宅、早

稲田住宅、森崎アパートの用地を取得及び造成等を行い、市へ譲渡している。 

1965 年、住宅公社による民間を含めた大規模な宅地造成、分譲事業に伴う公共
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投資の増大による市財政への圧迫が生じ、住宅公社は市開発公社へ衣替えを行っ

た。新組織となり、公共用地先行取得事業によって、金堀アパート、阿部倉アパ

ート、公郷アパートを取得した。 

1974 年には地方公共団体に代わって公共用地の先行取得を行うことを主な目的

として、市開発公社に代わって土地開発公社が創設された。長坂アパート、長井

アパートの用地が取得された。 

このように横須賀市の市営住宅は、第 2 次世界大戦直後に既存の建物を利用し

た転用住宅から始まっている。旧軍用地の転用による団地、丘陵地の開発により

造成した地に立地した団地、また開発が困難となり駅から遠距離に立地した団地

等がある。 

横須賀市は、広大な旧軍用地を市営住宅用地に利用できたこと、未開発な広大

な丘陵地を有していたことが、市の公営住宅の増大成功に大きな影響を及ぼした

ものと考えられる。 

 

③ 人口動態等と市営住宅供給戸数の関係性 

市の人口及び世帯数の増減と市営住宅の供給戸数との関係性について考察する。 

まず、年度ごとに、横須賀市内の人口に対する市営住宅の供給量を比較分析す

ることにより、人口の増減と住宅供給量との関係性を確認する。 

次の（図表 4Ⅰ-8-2）は、横須賀市の人口と住宅供給量及び人口 1 人当たりの住

宅供給量を示している。市は、市営住宅の供給量は人口の増減に応じて検討して

きているという。 
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（図表 4Ⅰ-8-2）横須賀市の人口と市営住宅の供給量との関係の推移 

 
（出典：市営住宅課提供データより監査人作成） 

 
上表より、1965 年度までは人口 1 人当たり住宅供給量（市営住宅の供給量を市

の人口数で除した値）は 0.0063 前後であった。その後、高度経済成長期を迎え、

市営住宅の建設ラッシュとなり、住宅供給量は急増していった。1970 年度の人口

1人当たり住宅供給量は 0.0081、1975年度の人口 1人当たり住宅供給量は 0.0096、

1980 年度の人口 1 人当たり住宅供給量は 0.0099 であり、1970 年度に比べ人口 1

人当たり住宅供給量は 1.2 倍に増加している。 

その後も市営住宅の供給量は増加を続け、人口が 1990 年度頃をピークに減少傾

向に転じることにより、人口 1 人当たり住宅供給量は更に増加を続けていくこと

になる。1990 年度の人口 1 人当たり住宅供給量は 0.0103、1995 年度では 0.0107、

2000 年度では 0.0113、2010 年度では 0.0118、2015 年度では 0.0121、2019 年度

では 0.0124 である。実に、市営住宅の大量供給が始まる前の 1965 年度と比較す

ると、人口 1 人当たり住宅供給量は 2 倍に増加したことになる。 

 

④ 関係性についての考察 

人口の増加に伴って、市営住宅の供給を行ってきた訳だが、横須賀市の人口は

1990 年度にピークを迎えた一方で、市営住宅の供給量はその後 20 年間増加し続

けたということが言える。また、1990 年度以降、人口は減少しているにもかかわ

らず、住宅供給を続けてきたことから、人口 1 人当たり住宅供給量は 1990 年度以

降も引き続き増加をしている。 

人口
（人）

住宅供給量
（戸）

人口1人当たり
住宅供給量（戸）

昭和37年度 (1962年度) 301,282 1,944 0.0065
昭和40年度 (1965年度) 317,411 1,994 0.0063
昭和45年度 (1970年度) 347,576 2,817 0.0081
昭和50年度 (1975年度) 389,557 3,740 0.0096
昭和55年度 (1980年度) 421,107 4,171 0.0099
昭和60年度 (1985年度) 427,116 4,276 0.0100

　平成 2年度 (1990年度) 433,358 4,452 0.0103
　平成 7年度 (1995年度) 432,193 4,636 0.0107

12年度 (2000年度) 428,645 4,851 0.0113
17年度 (2005年度) 426,178 4,796 0.0113
22年度 (2010年度) 418,325 4,942 0.0118
23年度 (2011年度) 415,461 4,942 0.0119
24年度 (2012年度) 412,739 4,942 0.0120
25年度 (2013年度) 409,340 4,925 0.0120
26年度 (2014年度) 406,787 4,925 0.0121
27年度 (2015年度) 406,586 4,919 0.0121
28年度 (2016年度) 403,383 4,917 0.0122
29年度 (2017年度) 400,221 4,916 0.0123
30年度 (2018年度) 396,971 4,870 0.0123

令和元年度 (2019年度) 393,025 4,862 0.0124

年　度
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市営住宅のような施設を整備する上で課題となるのは、一度、建設するとすぐ

には廃止することはできないという点ではなかろうか。市営住宅の場合、公営住

宅法の規制により、耐用年限が経過しないと廃止できないという制約がある。こ

のため、高度経済成長期に市は市営住宅を多く建設したものの、いざ人口が減少

したからといって、供給戸数をすぐには容易に減らせないという現実があるとい

える。 

昨今のように福祉政策の一端を担うこととなった市営住宅事業における適正な

供給量の算出は一筋縄ではいかないものであるが、過去の人口の増減の推移や市

営住宅の供給実績とを相対的に比較すれば、現在は、横須賀市の人口に比して多

くの市営住宅が供給されているということが言える。 

ただし、上述しているとおり、横須賀市の人口は 1990 年代以降、減少し続けて

いるが、一方で横須賀市の世帯数は増加の傾向にある。また、後述するように、

入居応募倍率が依然として高い団地もあることから、人口という一つの指標だけ

で市営住宅の供給戸数を決めるのではなく、長期的な視点で、総合的、俯瞰的な

観点から検討することが必要となるのではないか。 

さらに、公営住宅事業の特性として、一旦建設すると長期間にわたり事業を運

営し続けなければならない。かつての大量建設時に、長期的な視点から計画を策

定し、また適切な政策判断に基づいて実施されてきたのか、今後、将来的なある

べき市営住宅の供給量を検討する際には確認されたい。 

仮に、公営住宅の建設ラッシュが終わった高度経済成長期後である 1985 年度の

公営住宅の供給量が適正量であると仮定した場合のあるべき市営住宅の供給量に

ついて試算してみる。 

1985 年度の人口 1 人当たり住宅供給量は 0.0100 であることから、2019 年度の

人口は 393,025人であるのに対し、3,930戸が一つの目安としての供給量であると

いうことができよう。これを適正な住宅供給量とすると、2019 年度時点で 932 戸

が過剰供給であるといえる。 

一方で、1985 年度の世帯当たり住宅供給量（住宅供給量を世帯数で除したも

の。）は 0.0328 であることから、2019 年度の世帯数は 167,134 世帯であるのに対

し、5,482戸がもう一つの目安としての供給量であるということができよう。これ

を適正な住宅供給量とすると、2019 年度時点で 620 戸が供給不足であるといえる。 

また、将来の人口予測及び世帯数推計に基づいて、市営住宅の供給量を検討し

てみる。1985 年度の人口 1 人当たり住宅供給量は 0.0100 であることから、2025

年度の人口推計は 376,935人であるのに対し、3,769戸が一つの目安としての供給

量であるということができよう。同様に、2040 年度の人口推計は 330,074 人であ

るのに対し、3,301 戸が一つの目安としての供給量となる。 

一方で、1985 年度の世帯当たり住宅供給量は 0.0328 であることから、2025 年
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度の推計世帯数は 160,507世帯であるのに対し、5,265戸がもう一つの目安として

の供給量であるということができよう。同様に、2035 年度の推計世帯数は

144,919 世帯であるのに対し、4,753 戸が一つの目安としての供給量となる。 

いずれにしても、適正な住宅供給量を検討する上では、市営住宅の福祉的な側

面から、人口数に限らず、多方面的な係数を用いて、推計することが必要である

と考える。 

 

（図表 4Ⅰ-8-3）1985 年度の住宅供給量を適正量と仮定して将来予測した場合の推計 

 
（出典：監査人作成） 

（２）公営住宅の供給目標量について 

① 神奈川県内の各市の状況 

次の（図表 4Ⅰ-8-4）は、神奈川県内の市営住宅の設置割合（世帯数を分母に、

市営住宅戸数を分子にとった比率）である。 

  

住宅
供給量
実数

（戸）

人口
上段：人数
下段：比率

世帯数
上段：世帯
下段：比率

人口1人当た

り住宅供給
量により推
計したある
べき供給量

世帯当たり
住宅供給量
により推計
したあるべ
き供給量

427,116 130,469 - -
0.0100 0.0328 - -

393,025 167,134
0.0124 0.0291

令和7年度 2025年度 - 376,935 160,507 3,769 5,265
令和12年度 2030年度 - 361,294 153,339 3,613 5,030
令和17年度 2035年度 - 344,752 144,919 3,448 4,753
令和22年度 2040年度 - 330,074 - 3,301 -
※2025年度以降の世帯数、人口は将来推計から転用

3,930 5,482

年度

昭和60年度 1985年度 4,276

令和元年度 2019年度 4,862
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（図表 4Ⅰ-8-4）市営住宅戸数の市全体世帯に対する比率及び県営住宅、市営住宅戸

数の市全体世帯に対する比率（2013 年 3 月 31 日現在） 

 
（出典：横須賀市市営住宅ストック活用総合活用計画） 

 

2013 年 3 月 31 日現在、横須賀市の市営住宅の設置割合は 2.99％であり、神奈

川県内の 19 市の中で最も高い割合となっている。 県内の市の平均 1.71％に比べ、

1.28 ポイント高くなっており、これを戸数で換算する と、平均より約 2,100 戸多

いこととなる。 また、県営住宅を合わせた比率でも 5.45%で、三浦市に次ぎ高い

割合となっている。 

 

② 住生活基本法 

公営住宅の供給目標量に関しては、住生活基本法に基づいて都道府県は住生活

基本計画を定めることが義務付けられており、その中で公営住宅の供給の目標量

を定め、計画的な実施を図ることとされている。 

公営住宅の供給目標量設定の基本的な考え方として、公営住宅の供給の目標量

は、新規の建設及び買取りの戸数、建替えによる建替え後の戸数、民間住宅等の

借上げの戸数、既存公営住宅の空家募集の戸数を合計したものとされ、居住の安

定の確保を図るべき世帯に対し必要な住宅供給を行う観点から設定することとさ

れている。 

また、都道府県内の住宅事情を踏まえ、市場において自力では適正な水準の住

宅を適正な負担で確保することが困難と見込まれ、公的な支援により居住の安定

の確保を図るべき世帯（以下「要支援世帯」という）に対して必要な目標量を設
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定することとされている。 

公営住宅供給目標量を設定するためには、5 年後、10 年後の要支援世帯のボリ

ュームを推計する必要がある。具体的には、国が作成した「公営住宅供給目標量

設定支援プログラム」に、『国勢調査』や『住宅・土地統計調査』、『家計調査』、

『日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）』の統計データの数値を入力し、5

年後、10 年後における総世帯数や民間借家に住む世帯数、最低居住面積水準未満

世帯数、著しい困窮年収未満世帯数などを推計する。 

要支援世帯に対する公営住宅等の供給計画（公営住宅の今後の空き家募集予定

戸数や公営住宅の新設戸数、民間賃貸住宅の活用戸数等の合計≧要支援世帯数）

を設定する。 

基本的な考え方は、まず住宅に困窮する低額所得者等の公営住宅への入居者資

格を有する世帯（公営住宅入居資格世帯）に対して、その世帯の居住の安定の確

保のために公営住宅の供給等が必要であるという住宅需要量を検討する。その際

には、近年の厳しい財政状況のもとでは、ストックの量的拡大が困難であり、効

率的な運用が強く求められるようになっていること、一方で全ての公営住宅入居

資格世帯が公営住宅への入居ニーズを有しているとは限らないということから、

それぞれの地域に居住する世帯の困窮度や居住面積水準等を勘案して、必要な公

営住宅の供給量を検討することが重要であるとされる。 

公営住宅入居資格世帯は、今後５年後及び 10 年後の両時点までに、公営住宅へ

の入居や退去（世帯の滅失、戻り入居を除く）が行われないと仮定した場合の公

営住宅以外の借家に居住する低額所得者等の世帯として推計をし、これが公営住

宅に対する需要の最大値となると考える。 

そして、公営住宅入居資格世帯数のうち、それぞれの地域の状況に応じ、世帯

の困窮度や居住面積水準等を勘案して、公的な支援により居住の安定の確保を図

るべき世帯の数（要支援世帯数）を推計する。 

以上の困窮状況類型別に検討した要支援世帯に対して、公営住宅の供給量の目

標として設定される。 

 

③ 神奈川県住生活基本計画 

神奈川県が 2017 年 3月に策定した「神奈川県住生活基本計画（人生 100歳時代

の住まいまちづくり）」によると、神奈川県及び市町村が供給する公営住宅の供給

目標量は以下のとおりである。 

 

  
前期 5 年間 

（2016 年～2020 年） 
10 年間合計 

（2016 年～2025 年） 
計画期間における公営住宅

の供給目標量 
25,000 戸 50,000 戸 
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※供給目標量は、新規建設と建替えによる戸数に空き家（空き住戸）募集の戸

数を加えたものです。 

（出典：神奈川県住生活基本計画） 

 

住生活基本法上、市町村は「住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策

を策定し、及び実施する責務を有する」（第７条）と規定されており、より地域に

密着した行政主体である市町村が、地域特性を踏まえて住宅政策全般を対象とす

るマスタープランを策定することは有益であるため、市町村においても、住生活

基本法の基本理念や住生活基本計画（全国計画）を踏まえ、計画を策定すること

が望ましいとされている。 

市町村住生活基本計画とは、市町村の住宅政策全般を対象とするマスタープラ

ンであり、当該市町村の区域の自然、歴史、文化等の特性に応じた住生活を巡る

課題を設定し、施策の方向性を提示した計画である。 

市町村住生活基本計画については、公営住宅の供給の目標量の設定は、必須と

されていないが、 市町村における公営住宅の供給の目標量を設定する場合には、

都道府県計画で設定された公営住宅の供給の目標量と整合性の図られたものとす

ることが望ましいとされている。 

なお、市は「横須賀市市営住宅長寿命化計画」の策定途上にあり、パブリック

コメント手続中（意見募集期間：2021 年 11 月 10 日～2021 年 12 月１日）にあ

る。この計画においては、市営住宅の管理戸数を令和 22 年度までに 4,000 戸へと

縮減する方針が明記されている。 

 

意見 15 「公営住宅の供給目標量の設定」 

住生活基本法上、市町村は「住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を

策定し、及び実施する責務を有する」（第７条）と規定されており、より地域に密

着した行政主体である市町村が、地域特性を踏まえて住宅政策全般を対象とするマ

スタープランを 策定することは有益であるため、市町村においても、住生活基本

法の基本理念や住生活基本計画（全国計画）を踏まえ、計画を策定することが望ま

しいとされている。 

市においては、各種計画において公営住宅の供給の目標量が設定されていないが、

「市町村住生活基本計画の手引き」や「市町村住生活基本計画のための統計データ

活用マニュアル」、「市町村計画策定支援データセット」（国土交通省住宅局住宅政

策課）等を活用して、市が目標とする公営住宅の供給量を設定することが望まれる。 

 

意見 16 「北下浦管内における公営住宅の需要と供給」 

北下浦管内の 4 団地は全て借上げ住宅であり、応募倍率が 5 倍～10 倍とニーズ



177 

は高い状況である。借上げ住宅の廃止により、北下浦地区における市営住宅がなく

なることとなる。 

市は、応募倍率が高い理由は、地区的な影響によるものではなく、居住環境の良

いことが原因であり、市営住宅はこの地域になくなるが、公営住宅として津久井県

営アパート（12 棟 430 戸）があるため、住宅困窮者に対するニーズに支障がない

とのことであるが、県との連携によって当該地域の供給量を決めている訳ではない。

県が当該県営住宅を廃止することも想定され、北下浦地域の市営団地の供給がゼロ

でよいのか、県営住宅等の他の供給主体の動向も踏まえ、また住宅ニーズに沿って

検討することが望まれる。 

 

意見 17 「各種試算に基づく適正な住宅供給量の推計の必要性」 

市は、市営住宅の適正な供給量を人口の増減に応じて検討しているという。そこ

で、市の人口及び世帯数の増減と市営住宅の供給戸数との関係性について、年度ご

とに市内の人口に対する市営住宅の供給量を比較分析することにより、人口の増減

と住宅供給量との関係性を考察した。 

人口の増加に伴って、市営住宅の供給を行ってきたが、市の人口が 1990 年度に

ピークを迎えた一方で、市営住宅の供給量はその後 20 年間増加し続けてきたとい

うことが言える。また、1990 年度以降は人口が減少しているにもかかわらず、住

宅供給を続けてきたことから、人口 1 人当たり住宅供給量は 1990 年度以降も引き

続き増加している。 

仮に公営住宅の建設ラッシュが終わった高度経済成長期後である 1985 年度の公

営住宅の供給量が適正量であると仮定した場合のあるべき市営住宅の供給量につい

て試算した。 

将来の人口予測及び世帯数推計に基づいて市営住宅の供給量を検討してみると、

2025 年度の人口推計は 376,935 人であるのに対し 3,769 戸が一つの目安としての

供給量であり、2040 年度の人口推計は 330,074 人であるのに対し 3,301 戸が供給

量の目安となる。 

一方で、2025 年度の推計世帯数は 160,507 世帯であるのに対し 5,265 戸がもう

一つの目安としての供給量であり、2035 年度の推計世帯数は 144,919 世帯である

のに対し、4,753 戸が供給量の目安となる。 

適正な住宅供給量を把握する上では、市営住宅の福祉的な側面から、人口数に限

らず、世帯数の動向等多方面的な係数を用いて、このような仮定に基づく試算によ

る推計をすることが望まれる。 
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Ⅱ 監査実施手続 

 
１ 監査の着眼点 

・市営住宅事業に関する収入・支出及び資産の管理状況 

・市営住宅事業に関して策定された整備計画等の進捗管理状況 

・市営住宅等の維持・修繕計画等の進捗管理状況  

・市営住宅課の事務事業の執行及び指定管理者が実施している団地の運営・管理 

の適正性、経済性・効率性 

・その他、市営住宅事業に関して包括外部監査人が必要と認める視点 

 

２ 主な監査手続 

・市営住宅課及び関連する部課からの運営・管理状況に関するヒアリング 

・それぞれの市営住宅の概要把握 

・それぞれの市営住宅へ現地視察 

・関連する法令・条例・規則・要領・要綱等の閲覧 

・市営住宅事業の財務に関連する事務手続について、関連する帳簿、証拠資料及び

文書等の閲覧 

・その他、市営住宅事業に関して包括外部監査人が必要と認める手続 

 

なお、公共賃貸住宅（特定優良賃貸住宅及び高齢者向け優良賃貸住宅）に関して

は、市は 2021 度をもってその運営を終了する予定であることから、監査の対象に

は含めないこととした。 

 

３ 現地視察の実施 

本監査では、2021 年 6 月～2021 年 8 月にかけて、市が所管する 38 団地の全て

の現地視察を実施した。 

現地視察の目的は、市が管理する公営住宅及び改良住宅に関して、市営住宅課及

び指定管理者等が入居者の安全な住環境を確保するために、団地の運営・管理を適

切に、経済的・効率的に実施しているかという観点から現地の状況を確かめること

にある。 

本監査のテーマは、市が保有する公有財産に関するファシリティマネジメントで

あるが、市営住宅に関しては FM 戦略プランから市営住宅に係る各種計画といった

マクロな観点に加え、各個の現場を直接視察することによって、気が付いた事項を

論点として取り上げ、「現場から見るファシリティマネジメント」というミクロの

観点からも検討することとした。 
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Ⅲ 施設使用料の設定と債権管理 
１ 施設使用料の設定 

（１）家賃について 

① 家賃の設定方法 

市営住宅の家賃は、公営住宅法第 28 条、第 29 条、公営住宅法施行令第 8 条及

び第 9 条に基づき、その収入区分及び入居状況に応じて本来入居者、収入超過者、

高額所得者に区分され、家賃の計算方法がそれぞれ異なる。入居者の区分は（図

表 4Ⅲ-1-1）のとおりであり、収入区分及び入居状況の双方を満たすことが収入超

過者及び高額所得者の対象要件となる。なお、収入超過者については市営住宅を

明け渡す努力義務が、高額所得者は明渡しを市から請求された場合、６か月の期

間を過ぎると住宅を明け渡す義務がある。 

 

（図表 4Ⅲ-1-1）入居者の区分 
入居者区分 収入※1 区分 入居状況 
本来入居者 収入超過者、高額所得者以外 

収入超過者 

（公営住宅の場合） 
①裁量階層※2： 214,000 円超 
②その他：158,000 円超 
（改良住宅の場合） 
①裁量階層※2： 139,000 円超 
②その他：114,000 円超 

公営住宅・改良住宅・更新住宅に引き

続き 3 年以上入居している 

高額所得者 
313,000 円超 公営住宅に引き続き 5 年以上入居して

いる 

※1 世帯における 1 年間の総所得金額を計算した上、当てはまる控除額を全て差し

引いた残りの金額を 12 で割った額(月収額)をいう 

※2 以下に該当する世帯を裁量階層とする 
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（出典：横須賀市ホームページ「裁量階層について」） 

 

市営住宅の家賃は、公営住宅法、及び公営住宅法施行令において算式が決定さ

れており、独自で市が設定できる部分は利便性係数のみと限定的である。それぞ

れの収入区分における算式は以下のとおりである。 

 

ⅰ）本来入居者の家賃 

家賃算定基礎額×市町村立地係数×規模係数×経過年数係数×利便性係数 

・家賃算定基礎額：入居者の収入区分（入居者からの収入申告等）に応じて定め

られる額。 

・市町村立地係数：市町村の立地の偏差に応じた値（市は 0.95）。 

・規模係数：住宅の専有部分の床面積に応じた値。 

・経過年数係数：建設時からの経過年数に応じた値 

・利便性係数：住宅の利便性（交通条件、公営住宅の設備等）に応じて地方公共
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団体が「0.5～1.3」の間で定める値（1.6 を市町村立地係数で除した数値の方が小

さい場合は、その数値）。 

 

ⅱ）収入超過者の家賃 

本来入居者の家賃＋（近傍同種の住宅の家賃－本来入居者の家賃）×年度の区分

及び入居者の収入の区分に応じて定める率 

近傍同種の住宅の家賃＝（基礎価格×利回り＋償却額＋修繕費＋管理事務費＋損

害保険料＋公課＋空家等引当金）／12 

 

ⅲ）高額所得者の家賃 

原則、近傍同種の住宅の家賃 

 

市は、独自の設定可能な利便性係数について、（図表 4Ⅲ-1-2）のとおり、評価係

数、駅距離係数、設備係数の 3 点で評価を行い、0.7~1.0 の間となるように計算を

行っている。公営住宅法施行令第 2 条第 2 項第 4 号の 0.5~1.3 の範囲内におさまる

ように設定されており、問題は発見されなかった。 
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（図表 4Ⅲ-1-2）利便性係数の算出方法 

 
（出典：「横須賀市 利便性係数の算出方法」） 

 

② 家賃計算のフロー 

市は、家賃計算フローとして、「家賃計算（年次処理フロー）」に基づき処理を

行っている。本フローは（図表 4Ⅲ-1-3）のとおりであり、10 月ごろに家賃算定

の基礎情報設定等（フロー図の 2.）を行っている。 
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（図表 4Ⅲ-1-3）家賃計算（年次処理フロー）の概要 

 

（出典：「家賃の計算年次処理フロー」を参考として監査人作成） 

 

7月～9月

収入申告書印字

税情報取込

裁量区分一括判定

収入情報作成

10月～2月

基準家賃計算（一括）

収入一括認定

収入認定通知書印字

収入個別再認定

1.基準更新（収入認定に必要な情

報を前年度からコピー）

2.家賃算定基礎情報設定（固定資

産税評価額を含む各種係数情報の

登録。）

3.基準家賃計算（一括）

4.収入申告書印字

5.税情報取込

6.各種マスタ設定（所得控除等,

減免関係等）

7.裁量区分一括判定

8.収入情報作成・入力

9.収入一括認定、個別認定

10.収入認定通知書印字

11.減免登録

12.納付書印字

3.基準家賃計算（損害保険料

等の確認）
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市は、「市営住宅使用料（家賃）の算定誤りについて」（2019 年 3 月 15 日）に

おいて 2011 年度～2018 年度における使用料収入の算定誤りがあったことを公表

している（図表 4Ⅲ-1-4）。市によると、これは、ダブルチェックや更新内容の確

認漏れがあったことによるものであり、具体的には、以下の 2 点によるとのこと

である。 

ⅰ）利便性係数の計算に利用される固定資産税評価額（3 年に一度変更）について、

数値の更新は行ったものの、利便性係数の計算に用いる数式に誤りが生じてい

た（（図表 4Ⅲ-1-3）2. 家賃算定基礎情報設定の計算誤り） 

ⅱ）損害保険料率の更新漏れ（近傍同種の家賃計算の一部であり、（図表 4Ⅲ-1-3）

3.基準家賃計算において確認漏れ） 

 

市は、上記誤りの再発防止策として、（図表 4Ⅲ-1-5）家賃の計算チェックリス

トによって計算等の時期や計算誤りの防止を図っており、2020 年度から本チェッ

クリストを用いて、実施内容を確認したうえで係長が「✓」を付している。しか

し、担当者のセルフチェックが行われているかは確認できず、また、各項目につ

いては誰がチェックをいつ行ったのか等は把握ができず、具体的にどのような点

に留意すべきかは不明瞭な状況にある。 

（図表 4Ⅲ-1-4）市営住宅使用料（家賃）の算定誤りについて 

 



185 

（図表 4Ⅲ-1-5）家賃計算チェックリストと 2020 年度の実施状況 

 
 

意見 18 「家賃チェックリストの様式と記入」 

2020 年度の家賃チェックリストでは、処理を行った日付の欄に✓を付すことに

より業務が実施されたことは最低限確認ができるが、誰がいつ実施し、いつチェッ

クを行ったかが不明瞭な状態である。また、項目欄が作業の内容となっているため、

どのような目線でチェックを行ったかが本チェックリストのみでは不明瞭である。 

本チェックリストにより、係長が作業状況を確認しているため、現時点において

実質的な影響はないと考えられるが、今後人事異動により上席者等の変更が行われ

た場合、現状のチェックリストでは形式的なチェックになってしまうおそれがある。 

家賃チェックリストの記載内容の詳細化、実施者、実施日、チェック者、チェッ

ク日付の記入を行うなど、チェックリストの充実を行うことについて検討されたい。 

 

③ 家賃収入の状況 

家賃収入の推移は（図表 4Ⅲ-1-6）のとおりであり、減少傾向にある。これは、募

集に供さない空き家（用途廃止予定や住み替え準備用）が増えたことに伴い、入居

戸数が減少しているためである。 
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（図表 4Ⅲ-1-6）家賃収入の推移 

 
（出典：横須賀市 事業報告書） 

 

また、現年度の収入未済額（滞納額）推移、収入率（収入済額（入金額）/調定

額8）の推移は（図表 4Ⅲ-1-7、図表 4Ⅲ-1-8）のとおりであり、入居者の経済事情

等により一定程度の収入未済額は発生しているものの、近年の現年度収入率9は一

貫して 95%を超えている状況にある。しかし、過年度収入率10は 10%前後と低い

状況が続いているため、年間収入率11は 80%前後にある。滞納金額が増加してお

り、財政を圧迫する可能性があることから、滞納金額の回収強化に向けて市も取

り組みを強化している状況にある。 

 

  

 
8 調定とは、地方公共団体の歳入（収入）を徴収しようとする場合に、その歳入の内容（所属

年度、歳入科目、納入すべき金額、納入義務者など）を調査して収入金額を決定する行為、す

なわち、徴収に関する地方公共団体の意思決定の行為をいい、調定額とは地方公共団体の徴収

予定額（債権額）をいう。 
9 現年度収入率とは、当年度に発生した調定額（債権額）に対して、実際に入金されてきた割

合をいう。 
10 過年度収入率とは、過年度において発生した滞納債権額に対して、実際に当年度において入

金されてきた割合をいう 
11 年間収入率とは、当年度において回収予定の債権額合計（当年度において発生した調定額

に、過年度において発生した滞納債権額を加えたもの）に対して、実際に当年度に入金されて

きた割合をいう。 
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（図表 4Ⅲ-1-7）現年度分の過去 5 年の月平均調定件数、年間調定額、 

年間収入未済額 

 

（出典：横須賀市 事業報告書） 

（図表 4Ⅲ-1-8）収入率の推移 

 
（出典：横須賀市 事業報告書） 

 

（２）徴収猶予及び減免 

① 定義 

徴収猶予とは、災害や疾病等により定められた期限における支払いが困難にな

ったときに、本来の納期を変更し、新たな徴収（支払い）計画を策定することで

ある。 

減免とは、定められた支払金額の一部を減額すること及び同支払金額の全部又

は一部の支払いを免除することである。 

市においては、以下のとおり、市営住宅条例第 17 条において、家賃の減免又は

徴収を猶予できる場合を定めている。また、これらの具体的な手続等については、

市営住宅条例施行規則第 17 条及び市営住宅家賃の減免等に関する取扱要綱に規定

されている。 

 
【市営住宅条例】 
（家賃の減免及び徴収猶予） 
第 17 条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合のうち適当であると認め

るときは、家賃を減免し、又はその徴収を猶予することができる。 
   ⑴ 入居者又は同居者（以下「入居者等」という。）の収入が著しく     低
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額であるとき。 
⑵ 入居者等が病気にかかったとき。 
⑶ 入居者等が災害により著しい損害を受けたとき。 
⑷ 前各号に準ずる特別の事情があるとき。 

 
【市営住宅条例施行規則】 

第 17 条 条例第 17 条の規定により、家賃の減免を受けようとする者は、市営

住宅家賃減免申請書（第 10 号様式）に、同条の規定により家賃の徴収猶予を

受けようとする者は市営住宅家賃徴収猶予申請書（第 11 号様式）に、それぞ

れの理由を証する種類を添えて、市長に提出しなければならない。 
2 市長は、前項の規定により申請書の提出を受けたときは、その内容を審査

し、結果を市営住宅家賃減免承認・不承認通知書（第 12 号様式）又は市営住

宅家賃徴収猶予承認・不承認通知書（第 13 号様式）により申請者に通知する

ものとする。 
3 市長は、前項の規定により減免の承認を受けた者に減免の理由が消滅したと

認めるときは、当該入居者に対し、その旨を市営住宅家賃減免廃止通知書

（第 13 号様式の 2）により通知するものとする。 
 
【市営住宅家賃の減免等に関する取扱要綱】 
（減免の対象） 

第 3 条 条例第 17 条第 1 号に規定する収入が著しく低額であるときとは、次の

いずれかのときとする。 
⑴  入居者又は同居者が失職した場合において、入居者及び同居者の収入額が

生活保護基準額に当該市営住宅の家賃の額を加えた額以下であるとき。 
⑵  生活保護法による住宅扶助の受給世帯で、支給される住宅扶助の額が当該

市営住宅の家賃の額に満たないとき。 
2 条例第 17 条第 2 号に規定する病気にかかったときとは、次のいずれかのと

きとする。 
⑴  入居者又は同居者が病気にかかり長期にわたる療養を必要とした場合にお

いて、当該療養のために支出した費用又は支出すべき費用のうち市長が認定

した額を、収入額から控除して算出した額が生活保護基準額に当該市営住宅

の家賃の額を加えた額以下であるとき。 
⑵  生活保護法による住宅扶助の受給世帯で、入居者又は同居者の病気等によ

る入院加療のため、住宅扶助の支給を停止されたとき。 
3 条例第 17 条第 3 号に規定する災害により著しい損害を受けたときとは、入

居者又は同居者が風水害、火災その他の災害（以下「災害」という。）により

容易に回復し難い損害を受けた場合において、損害額のうち市長が認定した

額を、収入額から控除して算出した額が生活保護基準額に当該市営住宅の家

賃の額を加えた額以下であるとき。ただし、その損害が入居者等の故意又は

重大な過失による場合は除く。 
（減免の期間） 

第 8条 市長は、第 5条第 1項の規定による減免の期間は、次に掲げるとおりと

する。ただし、新たな申請に係る期間は、申請日の属する月の翌月から当該

年度の 3 月までとする。 
⑴  第 3 条第 1 項第 1 号又は第 2 項第 1 号に該当する場合 申請日の属する月

の翌月から 6 月以内 
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 ⑵ 第 3 条第 1 項第 2 号又は第 2 項第 2 号に該当する場合 1 年 
（家賃の徴収猶予） 

第 13 条 家賃の徴収猶予は、第 3 条第 1 項第 1 号、第 2 項第 1 号又は第 3 項の

規定に該当し、3 月以内に家賃の支払い能力が回復すると認められる場合に行

うものとする。 

 

過去 5 年間になされた家賃の徴収猶予及び減免の件数、理由、月数などは以下

のとおりである。2020 年度には、新型コロナウイルス感染症を原因とする減収に

より、7 件の徴収猶予が認められた。 

 

（図表 4Ⅲ-1-9）家賃の徴収猶予及び減免件数等一覧（2016 年度～2020 年度） 

年度 
徴収猶予 減免 

理由 件数 理由 件数 月数 
金 額

（円） 

2016 － 0 
疾病 4 26 454,400 
失業・休職 1 6 322,200 
住宅扶助打切 1 7 57,400 

2017 － 0 
疾病 6 32  906,100 
失業・休職 7 38  2,229,600 
住宅扶助打切 4 25  320,800 

2018 － 0 
疾病 3 9 157,900 
失業・休業 7 34 1,227,800 
住宅扶助打切 3 21 231,600 

2019 － 0 
疾病 4 21 633,000 
失業 5 26 1,391,100 
住宅扶助打切 1 12 157,200 

2020 減収 7 
疾病 5 15 579,300 

失業 6 30 1,010,200 
住宅扶助打切 0 0 0 

  

（３）家賃滞納 

① 家賃の滞納状況 

ⅰ）家賃滞納金額及び滞納月数 

過去 5 年間それぞれの年度末における市営住宅家賃滞納金額及び滞納月数は以

下のとおりである。 
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（図表 4Ⅲ-1-10）家賃滞納金額及び滞納月数（2016 年度～2020 年度） 
 滞納金額（円） 

※ 
滞納月数（月） 

2016 年度 192,089,416 12,012 
2017 年度 201,387,292 11,560 
2018 年度 209,256,085 10,942 
2019 年度 236,948,056 11,035 
2020 年度 239,181,034 9,757 

     ※ 年度内に退去した者による滞納分を含む 

（＝年度末に現に入居している者による滞納金額合計＋同年度内に退去した

者による滞納金額合計） 

 

ⅱ）2020 年度末に現に入居している者による滞納状況 

2020 年度末に入居している者（＝年度内に退去した者による滞納金額は含ま

ない）による滞納状況及びそのうちの生活保護受給世帯数等は以下のとおりであ

る。 

 

（図表 4Ⅲ-1-11）2020 年度末現在入居している者による滞納金額別滞納件数及び

そのうちの生活保護受給者数等 

滞納金額

（円） 
滞納件数

（件） 
滞納金額合計

（円） 
滞納月数合計

（月） 

滞納件数のうち

生活保護受給世

帯数（件） 
600,001 以上 57 50,438,453 1,911 3 
300,001～
600,000 

 
63 

 
26,970,406 

 
1,337 

 
15 

100,001～
300,000 

 
97 

 
18,111,120 

 
920 

 
9 

50,000～
100,000 

 
67 

 
4,516,308 

 
213 

 
4 

50,000 未満 372 8,215,820 504 30 
合計 656 108,252,107 4,885 61 

 

このように、2020 年度末現在の滞納金額合計 239,181,034 円のうち、同年度

末現在市営住宅に入居している者による滞納金額は 108,252,107 円と、総額の約

45.2％にとどまる。すなわち、滞納金額合計の約 55％は、市営住宅をすでに退

去した者による未払家賃である。 

入居中の者であれば、居住を継続するためには、未払い家賃を支払わなければ

ならず、かかる事情は滞納家賃解消への動機づけとなりうる。他方退去者に対し

ては動機付けとならず、したがって未払い家賃の回収は一層困難になる可能性が

高い。 



191 

ⅲ）2020 年度末現在、家賃滞納がある入居者のうち生活保護受給者による滞納状

況 

 

（表 4Ⅲ-1-12）入居中の保護受給者の滞納状況（2020 年度末現在） 

滞納月数 件数 滞納金額計 滞納月数 件数 滞納金額計 
1 21 275,300 18 2 749,400 
2 5 150,943 19 1 274,900 
3 4 141,977 20 1 649,700 
4 1 108,300 21 1 281,403 
5 3 207,100 22 2 1,284,900 
7 1 56,100 24 2 983,303 

10 1 89,000 28 1 333,200 
12 2 450,490 32 1 417,000 
13 1 356,400 33 1 602,100 
15 3 757,399 36 1 567,100 
16 2 603,800 38 1 507,300 
17 2 758,300 44 1 395,300 

 合計 61 11,000,715 

 

2020 年度末現在の入居者による滞納件数合計及び滞納金額合計は、上記のと

おり、それぞれ 656 件、108,252,107 円であるから、生活保護受給者による滞納

が、件数において全体の約 9.3％（61/656 件）、金額において約 10.2％

（11,000,715/108,252,107 円）を占めている。生活保護受給者の収入は通常限ら

れており、一度滞納が発生すると、その後の支払いは一層困難になることが想定

される。したがって、生活保護受給者による家賃滞納の発生及び滞納額の増額を

防ぐ必要がある。 

 

意見 19 「生活保護受給世帯家賃の代理納付」 

生活保護受給世帯の滞納の発生又は滞納金額の増加を防止するため、保護費の全

額が給付される世帯の家賃は、市の福祉部が代理納付を行っている。 

他方、就業による給与等、保護費以外の収入がある場合には、代理納付は行われ

ていない。給与等は月により増減することがあり、この場合、保護費の額に変更が

生じる。そのため、代理納付を行うとその清算が必要になるなど事務手続が煩雑に

なることが主な理由とのことである。 

しかし、2020 年度末に市営住宅に現に入居している者で、家賃を滞納している

件数は 656 件、同滞納合計金額は 108,252,107 円であるところ、このうち、61 件

（9.30％）、滞納金額 11,000,715 円（10.16％）が生活保護受給者による滞納であ

る。 

生活保護受給者の場合、基本的に収入が限られているため、一度滞納が発生する



192 

と、その解消は困難となりやすいことを考えれば、滞納発生の防止及び早期解消を

図る必要性が高い。 

そもそも生活保護費における住宅扶助は、居住費用の支払い目的のために支給さ

れる金員である。また、国（厚生労働省社会・援護局保護課長）も、各都道府県、

同指定都市、同中核市民生主管部（局）宛の、令和 2 年 3 月 31 日付「生活保護法

第 37 条の 2 に規定する保護の方法の特則（住宅扶助の代理納付）に係る留意事項

について」と題する書面等にて、公営住宅の場合、住宅扶助について、原則代理納

付を適用するよう求めている。 

したがって、生活保護費の給付が一部にとどまる者についても、コンピューター

システムを構築するなどして、代理納付を進めるべく福祉部と更に協働を進めるべ

きである。 

 

② 滞納発生防止のための市の施策 

市は滞納発生防止のため、年に数回程度、期限通りの家賃支払いを促すパンフ

レットを各団地の自治会に配布している。 

 

③ 滞納発生時の流れ 

家賃滞納が発生した場合の事務手順等については、横須賀市債権管理条例の他、

市営住宅家賃納付指導員事務手順（但し、令和３年２月１日施行）、市営住宅家賃

等高額滞納等整理に係る事務処理要綱、市営住宅家賃の滞納者に対する法的措置

対象者の選定基準等が定めている。 

滞納が発生した場合の、市の事務手順（連帯保証人がいない入居者に対する）

の概要は、以下のとおりである。 

 

  



193 

（図表 4Ⅲ-1-13）滞納事案の処理手順 
             

滞納月数 1 2 3 4  ・・・ 
滞納金額 60万円未満 60万円以上 

             
内容               ※やじるしは対象としている滞納者の月数もしく

は額を示す 
【担当】 
             

督促状 
【指定管理者】 

   
   

市営住宅明渡請求 
要件該当予告通知  【市営住宅課】 

   
   

市営住宅明渡請求 
要件該当通知    【市営住宅課】 

   
   

督励（訪問・文書） 
     【市営住宅課】 

   
   

納付依頼①（架電） 
     【市営住宅課】 

   
   

納付依頼②（架電） 
【市税納付推進センター（納税課）】 

         ※納付依頼②については、直近１年以内で滞納が２月以内の者に限る 

 

納付面接 
            【市営住宅課】 

 ※上記面接時に、分納相談も実施 

   
   
   

和解（訴えの提起前）  
【市営住宅課】 

訴えの提起  
【市営住宅課】 

 

また、市営住宅家賃等高額滞納等整理にかかる事務処理要綱が定める、相当の

額を滞納した入居者及び相当の期間滞納した入居者（以下「高額滞納者等」とい

う）に対する事務手順の概要は、以下のとおりである。 

なお、「高額滞納者」とは滞納額が 60 万円を超えるものをいう（市営住宅家賃

の滞納者に対する法的措置対象者の選定基準第 4 条。ただし、令和 3 年 10 月 1 日

から滞納額が 40 万円を超えるものに引き下げられている）。 

  



194 

（図表 4Ⅲ-1-14）高額滞納者事案事務手順（基本的な流れ） 

 
（出典：「市営住宅家賃等高額滞納整理にかかる事務処理要網」に基づき監査人が作成） 

 

※1 高額滞納者等に対し、納入期限を定めて滞納している家賃の納入を催告するとともに、納入期

限までに納入がなく、かつ納入について誠意ある回答がないときは、市営住宅入居許可を取消

し、法的措置を採る旨の催告書を送付すること 

※2 連帯保証人の届出がない者は 1 年以内 

※3 民事訴訟法 275 条の和解成立により、市は、強制執行を行う債務名義を取得できる。 

（注）市営住宅家賃等高額滞納整理にかかる事務処理要綱は令和 3年 10 月 1日に改定がなされ上記手

続の一部が変更されている。 

納入について誠意を示さない 

催告に応じる 

和解の催告 

催告に応じない 

和解の申立て（民

訴法 275）※3 

納入あり 納入なし 

入居許可取消 

明渡請求（条例 40Ⅰ②） 

納入意思表示有 納入意思表示無 

30 日以内の期限

を定め納入催告 

納入意思を示す 

誓約書の提出 
誓約書の提出＋ 

徴収猶予申請 

不承認 承認 

3 月以上分納家賃又は家賃納入を遅滞 

徴収猶予及び分割納入の承認取消 

法的措置を採る旨の通知書送付 

3 年以内に弁済する分納計画 ※2 

催告 ※1 

訴えの提起又は調停申立て 

支払督促及び仮執行宣言申立て 

勝訴判決等確定 

強制執行申立て 
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④ 訴訟関係事務 

ⅰ）法的措置対象者 

滞納家賃の回収に際し、市は、法的措置をとる場合がある。法的措置の対象者

については、「市営住宅家賃の滞納者に対する法的措置対象者の選定基準」に以

下のとおり定めている。 

 
【市営住宅家賃の滞納者に対する法的措置対象者の選定基準】 
（定義） 
第 2 条 次の各項に該当するいずれかの者を長期滞納者と定義する。 

 1 連帯保証人の届出をしている者については、12 月分を超える滞納があ

り、要綱（※）第 2 条第 1 項ただし書きに該当しない者 
 2 連帯保証人の届出をしていない者について、4 月分を超える滞納があり、

要綱（※）第 2 条第 1 項ただし書きに該当しない者 
第 3 条 長期滞納者で公営住宅法等及び市営住宅条例に規定する収入基準を超

過している者を収入超過滞納者と定義する。 
第 4 条 滞納額が 60 万円を超える者を高額滞納者と定義する。  
（選定） 

第 5 条 第 2 条第 1 項に該当する長期滞納者については、滞納額が多い者から

法的措置対象者として選定する。 
第 6 条 第 2 条第 2 項に該当する長期滞納者については、滞納月数が多い者か

ら法的措置対象者として選定する。 
第 7 条 第 3 条の規定による収入超過滞納者については、滞納額が多額で収入

超過年数の長い者から法的措置対象者として選定する。 
第 8 条 第 4 条の規定による高額滞納者については、その全てについて法的措

置対象者として選定する。 
 
（※）要綱とは、「市営住宅家賃等高額滞納等整理に係る事務処理要綱」をい

う。 
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ⅱ）訴訟手続の利用状況 

市が、過去 5 年間に家賃滞納を理由として訴訟手続を用いた事案は以下のとお

りであり、2020 年度は 5 件、過去 5 年間で合計 21 件にのぼる。 

 

（表 4Ⅲ-1-15）過去 5 年間に家賃滞納を理由として訴訟手続を用いた事案の一覧 

No  年度 住宅名 滞 納 家 賃

（円） 
滞納月

数

（月） 

訴訟手

続等の

種類 

結 果 連 帯

保 証

人 の

有無 
1 2020 八幡ﾊｲﾑ 1,732,600 38 訴訟 判決後、自主退去 有 
2 2020 天神ｱﾊﾟｰﾄ 1,437,000 28 訴訟 判決確定、強制執行 有 
3 2020 森崎ｱﾊﾟｰﾄ 1,298,300 86 訴訟 判決確定、強制執行 無 
4 2020 鴨居ﾊｲﾑ 1,915,500 40 訴訟 判決後、自主退去 有 
5 2020 鴨居ﾊｲﾑ 1,349,700 46 訴訟 判決確定、自主退去 有 
6 2018 森崎ｱﾊﾟｰﾄ 927,500 30 訴訟 判決後、自主退去 － 
7 2018 八幡ﾊｲﾑ 1,240,400 20 訴訟 判決後、自主退去 － 
8 2018 本公郷改良

ｱﾊﾟｰﾄ 
869,000 51 訴訟 判決後、自主退去 － 

9 2018 天神ｱﾊﾟｰﾄ 903,800 31 訴訟 判決後、強制執行 － 
10 2017 天神ｱﾊﾟｰﾄ 1,287,000 43 訴訟 判決後、強制執行 － 
11 2017 森崎ｱﾊﾟｰﾄ 990,100 102 訴訟 判決後、強制執行 － 
12 2017 八幡ﾊｲﾑ 1,076,100 30 訴訟 判決後、自主退去 － 
13 2017 長坂ｱﾊﾟｰﾄ 1,180,900 36 訴訟 判決後、強制執行 － 
14 2017 天神ｱﾊﾟｰﾄ 964,600 44 訴訟 判決後、強制執行 － 
15 2017 長坂ｱﾊﾟｰﾄ 987,100 76 訴訟 判決後、強制執行 － 
16 2016 日向ｱﾊﾟｰﾄ 1,083,800 61 訴訟 判決後、自主退去 － 
17 2016 TB ﾗ･ｺｰﾄ津

久井浜 
1,309,800 16 訴訟 判決後、強制執行 － 

18 2016 金堀ｱﾊﾟｰﾄ 1,082,000 90 訴訟 判決後、自主退去 － 
19 2016 平作ﾊｲﾑ 1,003,900 40 訴訟 判決後、自主退去 － 
20 2016 森崎ｱﾊｰﾄ 966,900 85 訴訟 判決後、強制執行 － 
21 2016 八幡ﾊｲﾑ 1,095,400 43 訴訟 判決後、自主退去 － 

（注）連帯保証人の有無については 2020 年度についてのみ調査した。 

（出典：市作成の資料に監査人が加筆） 

 

ⅲ）指定代理人による訴訟行為 

指定代理人とは、地方自治法第 153 条第 1 項（※）に基づき、普通地方公共団

体の長が、その権限に属する事務の一部をその補助機関である職員に委任し、又

はこれに臨時に代理させるものである。 

未払い賃料の支払い請求、建物明け渡し請求等の訴訟行為に関し、市では弁護

士又は弁護士法人（以下「弁護士等」という）に委任するのではなく、指定代理

人として、市職員がこれを行っている。 

かかる指定代理人を用いることにより、弁護士等に依頼した際の経費を削減す
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ることができ、訴訟手続による解決を図る機会を増やすことが可能となりうる。 

市職員が指定代理人として経験を積むことにより得た、又は今後得る、訴訟手

続等の知識、ノウハウ等の蓄積、承継を図ることにより、更なる指定代理人の業

務の拡大、活躍等が期待される。 

 

（※）地方自治法第 153 条第 1 項 普通地方公共団体の長は、その権限に属する事

務の一部をその補助機関である職員に委任し、又はこれに臨時に代理させるこ

とができる。 

 

指摘 7 「滞納発生時の連帯保証人への連絡、請求等」 

2020 年度に市が家賃滞納者に対し、訴訟を提起した 5 件のうち、4 件において

連帯保証人の届け出がなされていた。しかし、記録上、訴訟に至る経緯において、

連帯保証人に対し積極的に支払いを求めた事案は確認出来なかった。 

連帯保証人は、家賃の支払について、借主とともに支払義務を負う者である。 

また、連帯保証人を通して借主へ支払いを求めることにより、借主による支払が

促進される場合もある。したがって、滞納が発生したときには、連帯保証人が存す

る事案においては、連帯保証人への連絡及び請求を行うべきである。 

なお、市によれば、2021（令和 3）年に「市営住宅家賃納付指導員事務手順」を

新たに策定し（同年 2 月 1 日施行）、連帯保証人への請求にも取り組み始めている

とのことである。  

 

指摘 8 「訴訟提起時に連帯保証人を被告に加えること」 

連帯保証人の届け出がなされていた 4 件全てにおいて、被告としたのは借主のみ

であった。しかし、連帯保証人も滞納家賃の支払義務を負うものである。また、連

帯保証人が被告とされることで、連帯保証人自らが滞納家賃の一部又は全部を支払

う可能性もある。 

さらに、借主の他に連帯保証人を被告に加えても、基本的には、訴額に影響する

ことはないため、訴え提起時に貼付する印紙の額に変更はなく、せいぜい郵便代が

増額する程度である。 

もっとも、連帯保証人がすでに死亡し、相続が発生しているためその相続人の確

定を要するなど、連帯保証人を被告に加えるために多くの作業や費用を要する場合

もありうる。 

そこで、訴訟手続を要する滞納事案において連帯保証人が存する場合には、先ず

は、連帯保証人を被告に加えることを検討し、その結果これを否定するべき上記の

ような特段の事情がない場合には、連帯保証人も被告に加えるべきである。 

         



198 

⑤ 滞納整理（滞納金額の回収状況） 

ⅰ）現年度収入率及び回収金額 

過去 5 年間の現年度収入率及び回収金額は以下のとおりである。 

 

（表 4Ⅲ-1-16）現年度収入率 

年度 現年度収入率 回収金額（円） 
（滞留１か月以上の収納） 

2016 年度 97.4％ 372,244,750 
2017 年度 96.9％ 369,061,375 
2018 年度 96.7％ 491,774,760 
2019 年度 95.5％ 603,311,209 
2020 年度 96.6％ 469,468,465 
5 年間平均 96.6％ 461,172,111 
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ⅱ）滞納期間別回収金額 

2020 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日までの滞納期間別回収金額の概要は以

下のとおりである。 

（表 4Ⅲ-1-17）滞納期間別回収金額（2020 年 4 月 1 日～2021 年 3 月 31 日） 
滞納期間 回収金額 滞納期間 回収金額 

1 か月 386,847,853 
 

5 年 1 か月 
～6 年 0 か月 

827,741 

2 か月 35,306,678 6 年 1 か月 
～7 年 0 か月 

870,796 

3 か月 10,144,900 7 年 1 か月 
～8 年 0 か月 

316,600 

4 か月 4,292,700 8 年 1 か月 
～9 年 0 か月 

612,700 
 

5 か月 2,560,200 9 年 1 か月 
～10 年 0 か月 

727,812 

6 か月 2,388,200 10 年 1 か月 
～11 年 0 か月 

339,800 

7 か月 1,681,200 11 年 1 か月 
～12 年 0 か月 

268,900 

8 か月 1,705,100 12 年 1 か月 
～13 年 0 か月 

28,000 

9 か月 1,758,000 13 年 1 か月 
～14 年 0 か月 

25,300 

10 か月 1,511,296 14 年 1 か月 
～15 年 0 か月 

188,800 

11 か月 1,293,100 15 年 1 か月 
～16 年 0 か月 

0 

1 年 0 か月 1,393,300 16 年 1 か月 
～17 年 0 か月 

25,000 

1 年 1 か月 
～1 年 6 か月 

5,070,835 
 

17 年 1 か月 
～18 年 0 か月 

14,900 

1 年 7 か月 
～2 年 0 か月 

2,749,340 18 年 1 か月 
～19 年 0 か月 

12,000 

2 年 1 か月 
～2 年 6 か月 

1,788,800 19 年 1 か月 
～20 年 0 か月 

21,000 

2 年 7 か月 
～3 年 0 か月 

1,675,327 20 年 1 か月 
～21 年 0 か月 

15,000 

3 年 1 か月 
～3 年 6 か月 

1,166,607 21 年 1 か月 
～22 年 0 か月 

220,200 

3 年 7 か月 
～4 年 0 か月 

768,564 22 年 1 か月 
～23 年 0 か月 

20,000 

4 年 1 か月 
～4 年 6 カ月 

414,618 23 年 1 か月 
～23 年 3 か月 

10,000 

4 年 7 か月 
～5 年 0 か月 

407,298 
合 計 469,468,465 
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上記のとおり、3 か月以内の回収が突出している。3 か月以内の滞納は件数も

多いであろうが、3 か月以内であれば、1 件当たりの滞納金額はまだ低額にとど

まっているはずである。3 か月以内の回収金額の多さは早期対応が滞納解消に極

めて有効であることを物語るものである。 

 

意見 20 「滞納指導カードの電子化」 

滞納が発生した場合、督促状の送付は指定管理者が行い、それ以降の手続は主に

市が行っている。そして指定管理者と市の担当者との間で、滞納を発生させた借主

への指導の進捗等については、滞納指導カードと呼ばれる紙媒体に手書きで記入す

る方法が採られていた。滞納解消のための指導状況においては、指定管理者と市職

員との間で情報の共有が進めば業務の効率化が期待される。また紙媒体では紛失の

恐れも存する。 

そこで、指導その他滞納者とのやり取り等については、個人情報の保護に留意し

ながらも、電子データ化を図るべきである。 

 

意見 21 「私債権の名寄せ」 

市では、市営住宅家賃、駐車場使用料のほか、学校給食費、貸付金等複数の私債

権を扱っている。そこで、債権管理の効率化を図るべく、これら私債権を名寄せし

て各部署において情報の共有を図る、又はこれを進めて特定の部署で一括管理を行

うことが考えられる。 

支払の遅延は通常現預金の欠乏などに起因するものであるから、市に対し複数の

支払い債務を負う者が、ある支払いが遅れている場合には、他の支払いも遅れてい

る可能性は高い。したがって、滞納状況及びその債務者の経済状況等は、各部署が

扱う債権回収に共通する有益な情報となる。 

なお、関係部署における情報の共有又は私債権の一括管理については、個人情報

保護の観点から問題となりうるが、あらかじめ本人から同意を得ておく、又は必要

な条例等を制定する方法で対応が可能である。 

したがって、ある程度の時間を要するにしても、管理システムの構築による情報

の共有、場合によっては、私債権管理の一元化を進めることを検討されたい。 

なお、市によれば、市営住宅課は、2021 年度から弁護士法人と業務委託契約を

結び、家賃及び駐車場使用料の未払い金回収等を依頼したとのことである。かかる

業務委託により、滞納者の情報収集、集積が進んだ場合には、その成果をもとに検

討を進めることも一案と考える。 

 

⑥ 連帯保証人及び敷金について 

滞納が発生した場合、貸主は連帯保証人に対して、未払い賃料の支払いを求め
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ることができる。また敷金は借主が賃料等の支払い義務を怠ったときの担保とし

て機能する。 

 

ⅰ）連帯保証人についての市の定め 

2020 年 4 月 1 日施行前の規定（2020 年 3 月 31 日まで施行されていた規定） 

【市営住宅条例】 
（住宅入居の手続き） 

第 12 条 入居決定者は、市長が指定する期日までに市長が適当と認める

連帯保証人と連署した請書を提出しなければならない。 
2 入居決定者がやむを得ない事情により入居の手続きを前項に定める期

間内にすることができないときは、同項の規定にかかわらず、市長が別

に指示する期間内に同項に定める手続きをしなければならない。 
3 市長は、特別の事情があると認められる者に対しては、第 1 項の規定

による請書に連帯保証人の連署を必要としないことができる。 
4 市長は、入居決定者が第 1 項又は第 2 項に規定する期間内に第 1 項に

規定する手続きをしたときは、当該入居決定者に対し入居を許可し、入

居日を指定するものとする。 
 
【市営住宅条例施行規則】 
（連帯保証人等） 

第 10 条 条例第 12 条第 1 項に規定する連帯保証人は、次の各号に掲げる

条件を具備する者でなければならない。 
⑴ 市内に居住していること。ただし、市長が特に認めたときは、この限

りでない。 
⑵ 未成年者、成年被後見人、被保佐人又は破産者でないこと。 
⑶ 独立の生計を営み、かつ、収入が入居者として決定した者（以下「入居

決定者」という。）又は入居者と同等以上であること。 
2 入居者は、連帯保証人が死亡、居所不明又は前項に定める条件を具備

しなくなったときは、速やかに市長の承認を受けて連帯保証人を変更し

なければならない。 
3 入居者は、連帯保証人の住所、氏名等に異動があったときは、速やか

にその旨を市長に届け出なければならない。 
 

                ↓改定 

2020 年 4 月 1 日施行の規定 

【市営住宅条例施行規則】（令和 2 年 4 月 1 日施行） 
（連帯保証人等） 

第 10 条 入居者は、連帯保証人の住所、氏名又は連絡先に異動があった

ときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 
2 入居者は、市長に対し、連帯保証人を廃止する旨を申し出ることがで

きる。ただし、家賃を滞納しているときは、この限りでない。 
上記のとおり、市は、2020 年 3 月 31 日までは、市営住宅の入居に際し、原則

として連帯保証人の届け出を求めていた。 
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しかし、民法の一部を改正する法律（平成２９年法律第４４号）により、個人

根保証契約に極度額の設定が必要となったこと及び身寄りのない単身高齢者等が

増加していることを踏まえ、国（国土交通省）は 2018 年に「公営住宅管理標準

条例（案）」の保証人に関する規定を削除した。 

これを受けて、市も 2020 年 4 月 1 日以降、入居に際し、連帯保証人を求める

ことはせず、さらに、現に連帯保証人が存する場合も、家賃滞納がない場合には、

連帯保証人の廃止を申し出ることができることとした。 

 

ⅱ）敷金についての市の定め 

市には、市営住宅の賃借人に敷金の支払いを求める条項は存しない。市によれ

ば、敷金の導入は、低所得者の入居の際のハードルを上げることになる。また、

家賃の現年度収入率につき、2020 年度及び過去 5 年間の平均がいずれも 96.6％

となっており、敷金を預かったとしても、理論的には 96％以上のケースで退去

時にそのまま敷金を返金することになり、事務作業量が増えるだけになる可能性

が高いことなどがその理由とのことである。 

 

意見 22 「敷金の徴収」 

市は、敷金についての規定が存しないこと、敷金の支払いを求めると、入居のハ

ードルが上がり、入居困難者が生じる恐れがあること、さらに家賃の現年度収入率

が 96％を超えることから、敷金の支払いを受けても、その 96％程度の人には、そ

のまま返金することになり、事務手続が煩雑になることなどを理由に、敷金を徴収

していない。 

しかし、2020年度の滞納家賃の合計金額は、239,181,034円にのぼり、これを削

減する必要がある。 

また、市は、2020 年 4 月 1 日以降、入居に際して、連帯保証人の届け出を要件

としておらず、現に連帯保証人が存する場合も、その廃止を求めることができると

している。このような状況下において、敷金は、家賃等を担保できる唯一の手段と

もいえる。 

入居時に敷金を求めると、入居が極めて困難になるケース等においては、敷金の

支払いを不要とする場合の例外規定を設けるなどの方法も考えうる。 

さらに、横浜市は市営住宅入居に際し 3 か月分、神奈川県は県営住宅入居に際し

2 か月分の家賃相当額の敷金の預け入れを求めており、これらの地方公共団体との

均衡も無視できない。 

加えて、多くの場合入居者はいずれ退去すると思われるところ、敷金を退去時に

入居者が負う原状回復義務の費用又は転居費用に充当することもでき、入居者の便

益になる場合も考えられる。 
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したがって、今後滞納状況の大きな改善が見られない場合には、入居に際し敷金

を求めることについても検討するべきである。 

 

⑦ 不納欠損状況 

ⅰ）意義 

不納欠損処分とは、「既に調定された歳入が徴収しえなくなったことを表示す

るために行われる会計上の内部的な整理手続であり、それ自体は何らの法的効果

を有するものではない」（水戸地方裁判所 平成 19 年 8 月 8 日判決）。 

このように、不納欠損処分により、権利が消滅するわけではない。そのため、

支払いがあれば調定がなされ歳入となる。 

市では、滞納家賃等を不納欠損処分する場合の基準を以下のとおり定めている。 

 
【市営住宅家賃等不納欠損処分に関する処理基準】 
（消滅時効） 

１ 滞納家賃及び家賃相当額損害金うち、次の各号すべてに該当するもの

は、債務者からの時効の援用があったものとみなし、不納欠損処分する

ことができる。 
⑴ 退去後 5 年以上経過したもの。 

⑵ 退去後の継続調査より、名義人が死亡、行方不明の場合又は生活保

護受給中、長期入院等で収入が著しく少ない者で、今後の資力の回復

が困難と認められる者。 
⑶ 全ての債権が下記の時効の成立期日を経過したもの。 

  ア 一般債権（滞納家賃及び家賃相当額損害金）       5 年 
  イ 裁判による家賃支払の確定判決（和解）がある場合   10 年 
（時効の起算日） 
２ 時効の起算日は、下記のとおりとする。 
 ⑴ 一般債権は、督促状指定納入期限日又は納入誓約書提出日。 

 ⑵ 確定判決書又は民事訴訟法第 254 条第 2 項の調書到達の日から 2 週

間を経過した翌日。 
（自己破産による免責） 

3 名義人が、破産法第 253 条の規定に基づき、滞納家賃等の免責許可を受

けた場合は、免責決定が確定した期日に該当する月までの滞納家賃を不

納欠損処分するものとする。 
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ⅱ）不納欠損額の推移 

過去 5 年間の不納欠損の額及び理由は以下のとおりである。 

 

（表 4Ⅲ-1-18）過去 5 年間の不納債権の額及び理由 

年度 不納欠損 
合計月数 

不納欠損 
合計金額 

理由① 
退去後 5 年経過し

ている（消滅時効

期間 5 年）かつ、

名義人が死亡して

おり資力の回復が

見込まれないため 

理由② 
時効の援用があ

ったため 

2016 年度 203 月 3,379,800 円 3,379,800 円 0 円 
2017 年度 221 月 4,920,400 円 4,136,100 円 784,300 円 
2018 年度 305 月 7,235,440 円 7,084,640 円 150,800 円 
2019 年度 268 月 5,118,000 円 5,118,000 円 0 円 
2020 年度 477 月 11,269,695 円 11,269,695 円 0 円 

 

⑧ 債権放棄 

権利（債権）の放棄は原則として議会の議決による権利放棄や免除手続を経な

ければならない（地方自治法 96 条 1 項 10 号）。 

しかし、条例に特別の定めがある場合には、これに従い権利を放棄することが

できる（地方自治法第 96 条第 1 項第 10 号）。 

〇地方自治法 
第 96 条第 1 項 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなけれ

ばならない。 
十 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に特別の定めがある場合を除くほ

か、権利を放棄すること。 

 

市では家賃等の非強制徴収債権について、以下のとおり、債権管理条例で、議

会の議決を経ることなく、市長が、債権を放棄できる場合を定めている。 

〇債権管理条例 
（非強制徴収債権の放棄） 
第 13 条 市長は、非強制徴収債権について次の各号のいずれかに該当する場

合においては、当該債権及びこれに係る損害賠償金等債権を放棄することが

できる。 
⑴ 債務者が生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）の規定による保護を受け、

又はこれに準ずる状態にあり、資力の回復が困難で履行の見込みがないと認

められるとき。 
⑵ 債務者が破産法（平成 16 年法律第 75 号）その他の法令の規定によりその

責任を免れたとき。 
⑶ 消滅時効の期間が満了したとき。 
⑷ 第8条ただし書に規定する市長が特別の事情があると認める場合において、
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債務者が無資力又はこれに近い状態にあり、資力の回復が困難で履行の見込

みがないと認められるとき。 
⑸ 第 8 条各号又は第 9 条各項に規定する措置をとったにもかかわらず、完全

に履行されない場合において、債務者が無資力又はこれに近い状態にあり、

資力の回復が困難で履行の見込みがないと認められるとき。 
⑹ 第 10 条に規定する措置をとった場合において、当該措置をとった日から相

当の期間を経過した後においてもなお債務者が無資力又はこれに近い状態に

あり、資力の回復が困難で履行の見込みがないと認められるとき。 
⑺ 前各号に掲げるときのほか、市長が特にやむを得ない理由により放棄の必

要があると認めたとき。 
2 前項第 6 号の規定にかかわらず、第 10 条に規定する措置をとった債権であ

って限定承認に係るものその他徴収することができないことが明らかである

ものについては、市長は、直ちに当該債権及びこれに係る損害賠償等債権を

放棄することができる。 
 

第 14 条 市長は、前 2 条の規定により債権を放棄したときは、これを議会に

報告するものとする。 

 

滞納家賃について、市が過去 5 年間に債権放棄した実績はない。 

 

意見 23 「不良債権処理の促進」 

2020 年度末日現在の滞納合計金額は 239,181,034 円であるところ、そのうち同

末日現在、現に市営住宅に入居している者による滞納は 108,252,107 円である。言

い換えれば 130,928,927 円はすでに市営住宅を退去した者による滞納金額である。 

すでに退去したものについては、建物明け渡しを求めることにより家賃の支払い

を促すことができない。この場合、未払い家賃の支払いを強制するためには訴訟手

続を利用する方法が考えれるが、費用対効果の面で必ずしも有効とは言えない。こ

のように退去者による未払い家賃の回収は極めて困難である。 

確かに、退去すれば未払い家賃の支払いを免れることができるとの安易かつ誤っ

た認識を利用者に与えることは避けるべきである。 

しかし、前記 130,928,927 円の未納家賃の中には、到底回収不能と思われるもの

も含まれているはずである。 

そこで、より実効的な債権管理を行うために、債権の吟味を行い、必要に応じて

規定の改定を含め債権放棄（又は不納欠損処理）の手続を進めることを検討された

い。 
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（２）駐車場使用料について 

① 駐車場使用料の設定方法 

駐車場使用料の設定方法は、「市営住宅駐車場管理事務処理要領」第６章 駐車

場使用料の改定等に記載がなされており、市営住宅周辺の民間駐車場料金を基礎

として設定することとされている。 

市営住宅周辺の民間駐車場料金は、現地調査及び電話等による聞き取りによっ

て指定管理者が調査するものとしている。調査の場所は各市営住宅駐車場の中心

から半径 2 キロメートル以内の近傍民間駐車場を 3 か所以上抽出して行うものと

し、抽出にあたっては、原則として前回調査個所を選定するものとされており、

料金改定のタイミングは、公有財産規則による使用料の改定の時期とあわせ、お

およそ 3 年に一度全ての駐車場を対象として行うものとしている。 

駐車場使用料は（図表 4Ⅲ-1-19）のとおり、2020 年 4 月 1 日に改定されてお

り、平均値上げ額は 1,362 円、値上げ率は 15.2%である。これは、市の「公の施

設の使用料に関する基本方針（令和元年 7 月）（以下、基本方針）」に基づき改め

て民間駐車場料金の調査等を行ったことによるものであり、施設の老朽化等に伴

う将来の更新費用等を適切に賄うために行うものである。 

基本方針においては、方針に基づき算出した使用料が、現行の使用料に対し大

幅に増となる場合、激変緩和措置を行うことができることとしており、市営住宅

の駐車場については、その入居者の性質等に鑑み、最大でも 2,000 円までの増加

となるように上限が設定されている。 

 

（図表 4Ⅲ-1-19）使用料の改定状況 

市営住宅名 従来使用料 
2020.4.1 以

降使用料 
増加額 

追浜東町アパート 12,300 円 14,300 円 2,000 円 
日向アパート 10,200 円 12,200 円 2,000 円 
天神アパート 12,300 円 13,600 円 1,300 円 
金堀アパート 10,200 円 11,900 円 1,700 円 
衣笠アパート 8,200 円 10,200 円 2,000 円 
森崎アパート 8,200 円 10,200 円 2,000 円 
本公郷改良アパート 8,200 円 10,200 円 2,000 円 
阿部倉アパート 8,200 円 7,500 円 -700 円 
平作ハイム 8,200 円 9,700 円 1,500 円 
池上ハイム 8,200 円 9,100 円 900 円 
岩瀬アパート 10,200 円 11,900 円 1,700 円 
立野アパート 8,200 円 9,200 円 1,000 円 
早稲田ハイム 8,200 円 9,000 円 800 円 
鴨居ハイム 8,200 円 8,900 円 700 円 
久里浜改良アパート 10,200 円 12,200 円 2,000 円 
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市営住宅名 従来使用料 
2020.4.1 以

降使用料 
増加額 

明浜改良アパート 10,200 円 12,200 円 2,000 円 
八幡ハイム 10,200 円 11,800 円 1,600 円 
久里浜ハイム 10,200 円 12,200 円 2,000 円 
林ハイム 6,100 円 7,200 円 1,100 円 
武ハイム 6,100 円 6,900 円 800 円 
竹川ハイム 6,100 円 6,300 円 200 円 
平均使用料 8,957 円 10,319 円 1,362 円 

（出典：横須賀市市営住宅条例を参考として監査人作成） 

 

② 駐車場使用料の状況 

駐車場使用料の推移は（図表 4Ⅲ-1-20）のとおりであり、使用料収入は 2020年

度を除き減少傾向にある。これは、（図表 4Ⅲ-1-21）駐車場の利用率推移に記載の

とおり、利用率が下がっていることによる。2020 年度は 2019 年度に比べて微増

している状況にあるが、これは、料金設定の増額改定によるものであって駐車場

の利用率は 2019 年度に比べて下がっている。 

 

（図表 4Ⅲ-1-20）駐車場使用料の推移

 

（出典：横須賀市 事業報告書） 
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（図表 4Ⅲ-1-21）駐車場の利用率推移 

年度 区画数 平均利用数 利用率 
2016 1503 1103 73.4% 
2017 1495 1071 71.6% 
2018 1493 1012 67.8% 
2019 1482 969 65.4% 
2020 1481 912 61.6% 

（出典：横須賀市 事業報告書を監査人加工） 

 

また、駐車場の利用率は、（図表 4Ⅲ-1-22）のとおり、各団地によってかなりの

差があり、100%に近いものがある一方で、20%代とかなり低いものがある。利用

率の低い空き駐車場については、市が直接市営住宅居住者以外への貸し出しや、

事業者に貸し出しコインパーキングとして利用することにより利用率の向上に向

けた施策を行っている。本利用率の向上にかかる意見については、意見 89 「利用

率が低迷している駐車場の有効活用」を参照のこと。 
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（図表 4Ⅲ-1-22）2020 年度における団地別有料駐車場利用率 

 
（出典：横須賀市 事業報告書） 

 

２ 債権管理状況 

（１）徴収事務について 

家賃及び駐車場使用料の徴収は、市にて家賃の計算を行ったのち、指定管理者に

て毎月 10 日ごろに家賃納付書の発行、送付を行い、入居者が支払うこととなって

いる。支払は、原則として口座振替（引き落とし）によることとしており、家賃の

納付期限は、その月の末日となっている。しかし、口座振替の手続が完了していな

いなどの理由がある場合は、家賃納付書を指定金融機関、又は市役所会計課・行政

センター・役所屋に持参して、納付期限までに納付を行うこととしている。   
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（２）滞納の状況 

過去 5 年分の駐車場使用料の滞留期間別内訳金額は以下のとおりである。 

 

（図表 4Ⅲ-2-1）駐車場使用料の滞留期間別内訳 
 滞留期間（月） 
 1～3 4～12 13～24 25～36 37～48 49～60 合計 
2020
年度 

金

額 
468,800 89,000 245,700 152,300 155,700 119,400 1,230,900 

 割

合 
38.09％ 7.23％ 19.96％ 12.37％ 12.65％ 9.70％ 100.0％ 

2019
年度 

金

額 
38,900 206,800 152,300 155,700 119,400 － 673,100 

 割

合 
5.78％ 30.72％ 22.63％ 23.13％ 17.74％ － 100.0％ 

2018
年度 

金

額 
41,000 119,500 155,700 119,400 － － 435,600 

 割

合 
9.41％ 27.43％ 35.74％ 27.41％ － － 100.0％ 

2017
年度 

金

額 
57,400 98,300 119,400 － － － 275,100 

 割

合 
20.87％ 35.73％ 43.40％ － － － 100.0％ 

2016
年度 

金

額 
45,800 79,700 － － － － 125,500 

 割

合 
36.49％ 63.51％ － － － － 100.0％ 

 （参考）2015 年度までは、市は駐車場を各団地の自治会に貸与し、同自治会から賃

料を得ていた。2016 年度からは、個人単位の貸出となった。 

 

（３）滞納の処理手順について 

駐車場の使用及び使用許可の取消しに関する主な定めは以下のとおりであり、使

用料を滞納すると駐車場の使用許可が取り消され、駐車場の明け渡しを求められる

場合がある。 

〇市営住宅条例 
（駐車場の使用許可の取消し） 
第 42 条の 3 
 市長は、第 42 条第 2 項又は前条第 1 項の規定により駐車場の使用の許可を受

けた 
者が次の各号のいずれかに該当るときは、当該許可を取り消し、当該駐車場の明

渡しを請求することができる。 
⑴ 虚偽その他不正な行為より使用許可を受けたとき。 
⑵ 使用料を滞納したとき。 
⑶ 駐車場又は付属設備を故意に毀損したとき。 
⑷ 正当な事由によらないで 1 月以上駐車場を使用しないとき。 
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⑸ 第 42 条第 2 項各号又は前条第 1 項各号に掲げる事項のいずれかに該当しな

くなったとき。 
⑹ 前条第 1 項の規定により許可を受けた者にあっては、当該使用が入居者等の

使用を妨げるとき。 
⑺ この条例に基づく規則に違反したとき。 
2 前項の規定により明渡しの請求を受けた者は、速やかに当該駐車場を明け渡

さなければならない。 

 

駐車場使用料の滞納が発生した場合に市が行う事務処理の流れは以下のとおりで

ある。（2020 年 6 月分未納発生と仮定した場合の例） 

 

①  督促状 

  発送：2020 年 7 月 30 日 納期限：2020 年 8 月 11 日 

〇市営住宅駐車場許可取消事務処理要領 
（使用料の督促） 
第 2 条 市長は、条例第 42 条第 3 項の規定のよる駐車場使用料（以下「使用

料」という。）を駐車場使用者（以下「使用者」という。）が納入期限までに

支払わないときは、債権管理条例第 4条第 1項及び第 2項の規定によりその発

付の日から起算して 10 日を経過した日を新たな納入期限と定めて、その支払

いを督促するものとする。 
  ↓ 支払いなし 

② 催告書 

  発送：2020 年 9 月 7 日 納期限：2020 年 9 月 14 日 

〇市営住宅駐車場許可取消事務処理要領 
（使用料の督促） 
第 2 条 
2 市長は、使用者が第 1 項の納入期限までにその使用料を支払わないときは、

その発付の日から起算して 15 日以内の日を指定し、催告書（第１号様式）に

より催告することができる。 
  ↓ 支払いなし 

③ 警告書 

  発送：2020 年 9 月 23 日 納期限：2020 年 10 月 1 日 

〇市営住宅駐車場許可取消事務処理要領 
第 2 条  
3 市長は、使用者が第 2 項の納入期限までにその使用料を支払わないときは、

その発付の日から起算して 15 日以内の日を指定し、その日までに使用料の納

入がないときは、当該駐車場の使用許可を取り消し、当該駐車区画を封鎖する

場合がある旨を市営住宅駐車場使用許可取消警告書（第２号様式）により警告

することができる。 
    ↓ 支払いなし 

④ 取消通知書、明渡通知書 

  発送：2020 年 10 月 19 日 明渡期限：2020 年 10 月 26 日 
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  取消日：2020 年 10 月 1 日 

〇市営住宅駐車場許可取消事務処理要領 
（使用許可の取消し） 
第 3 条 市長は、使用者が前条第 3 項の指定した納入期限までにその使用料を支

払わないときは、条例第 42 条の 3 第 1 項第 2 号の規定に基づき当該駐車場の

使用許可を取り消し、その明け渡しを求めることができる。 
2 市長は、前項の規定により駐車場の使用許可を取り消したときは、速やかに

市営住宅駐車場使用許可取消通知書（第 3 号様式）により使用者に通知するも

のとする。 
 （駐車場の明渡し） 
第 4 条 市長は、駐車場の使用許可を取り消したときは、その発付の日から起算

して 10日を経過した日までに当該駐車場を明け渡すよう書面（第 4号様式）に

より使用者に求めるものとする。 
    ↓ 明け渡しなし 

⑤ 封鎖ブロック設置（車両が出たときを待って） 

  2020 年 10 月 27 日以降 

 

封鎖された駐車場 

 

 
 

 

意見 24 「使用許可取消後現実の明渡時までの使用料相当損害金発生の明文化」 

市営住宅駐車場許可取消事務処理要領様式 1 ないし 3 には支払いを求める使用料

の滞納額を記載する欄が設けられているところ、かかる金額は、使用許可の取り消

し日までに発生している滞納額及び延滞金のみである。 
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この場合、許可取り消しを無視して明け渡しの請求に応じず、駐車を続けた場合、

許可取り消しの日の翌日から明け渡しに至るまでの駐車場使用料については、民法

上の規定などにより法律上の請求はなしうるとしても、市の規定等において明確な

定めがない。 

許可取り消しの日後も、現に明け渡すまでは使用料相当損害金が発生する旨を規

定上明らかにし、利用者に知らしめることは、早期明け渡しの実現に資するものと

考える。 

したがって、使用許可取り消し後、実際の明け渡し時までの間、使用料相当損害

金が発生し利用者はその支払い義務があることを、規定等において明示することを

検討されたい。 

  


